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令和８年第２回（６月）坂城町議会定例会会期日程 

     

    令和８年５月２９日 

日次 月 日 曜日 開議時刻 内          容 

１  ５月２９日 金 午前10時 
○本会議 

・町長招集あいさつ 

・専決処分事項報告 

・議案上程 

・人事案等質疑 討論 採決 

〇委員会 ・総務産業 

２  ５月３０日 土   ○休 会  

３  ５月３１日 日   ○休 会  

４  ６月 １日 月   ○休 会 （一般質問通告午前１１時まで） 

５  ６月 ２日 火   ○休 会  

６  ６月 ３日 水   ○休 会  

７  ６月 ４日 木   ○休 会  

８  ６月 ５日 金  ○休 会  

９  ６月 ６日 土  ○休 会  

１０  ６月 ７日 日  ○休 会  

１１  ６月 ８日 月 午前９時 ○本会議 ・一般質問 

１２  ６月 ９日 火 午前９時 ○本会議 ・一般質問 

１３  ６月１０日 水 午前９時 
○本会議 ・一般質問 

〇委員会 ・総務産業、社会文教 

１４  ６月１１日 木  ○休 会  

１５  ６月１２日 金 午前10時 ○本会議 
・条例案、補正予算案等 

 質疑 討論 採決 

 



 



 

付議事件及び審議結果 

５月２９日上程 

専決第 ４号 坂城町税条例の一部を改正する条例について  ５月２９日 承認 

専決第 ５号 坂城町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について ５月２９日 承認 

専決第 ６号 令和７年度坂城町一般会計補正予算（第１０号）について ５月２９日 承認 

専決第 ７号 令和７年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

       について      ５月２９日 承認 

専決第 ８号 令和７年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第５号）につ 

       いて      ５月２９日 承認 

専決第 ９号 令和７年度坂城町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

       について      ５月２９日 承認 

専決第１０号 和解及び損害賠償額の決定について   ５月２９日 承認 

議案第２０号 坂城町教育委員会教育長の任命について   ５月２９日 同意 

議案第２１号 葛尾組合規約の変更について    ５月２９日 可決 

議案第２２号 千曲衛生施設組合規約の変更について   ５月２９日 可決 

議案第２３号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例に 

       ついて      ６月１２日 可決 

議案第２４号 令和８年度坂城町一般会計補正予算（第１号）について ６月１２日 可決 

議案第２５号 令和８年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）につ 

       いて      ６月１２日 可決 

６月１２日上程 

発委第 １号 非核三原則を堅持することを求める意見書について  ６月１２日 可決 
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令和８年第２回坂城町議会定例会会議録 
 

１．招集年月日   令和８年５月２９日 

２．招集の場所   坂城町議会議場 

３．開   会   ５月２９日 午前１０時００分 

４．応招議員   １３名 

    １番議員  中 嶋   登 君    ８番議員  玉 川 清 史 君 

    ２ 〃   大日向 進 也 君    ９ 〃   山 城 峻 一 君 

    ３ 〃   塚 田   舞 君   １０ 〃   祢 津 明 子 君 

    ４ 〃   水 出 康 成 君   １１ 〃   朝 倉 国 勝 君 

    ５ 〃   宮 入 健 誠 君   １２ 〃   滝 沢 幸 映 君 

    ６ 〃   中 村 忠 靖 君   １３ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ７ 〃   星   哲 夫 君    

５．不応招議員   なし 

６．出 席 議 員   １２名 

７．欠 席 議 員   ８番議員  玉 川 清 史 君 

８．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

          町 長   山 村   弘 君 

          副 町 長   臼 井 洋 一 君 

          教 育 長   塚 田 常 昭 君 

          総 務 課 長   竹 内 祐 一 君 

          企 画 政 策 課 長   長 崎 麻 子 君 

          会 計 管 理 者   竹 内 優 子 君 

          住 民 環 境 課 長   山 下 昌 律 君 

          福 祉 健 康 課 長   鳴 海 聡 子 君 

          商 工 農 林 課 長   北 村 一 朗 君 

          建 設 課 長   高 橋 卓 也 君 

          教 育 文 化 課 長   細 田 美 香 君 

          収 納 対 策 推 進 幹   川 島 徳 夫 君 

          ウェルビーイング推進室長   宮 嶋 和 博 君 

          Ｄ Ｘ 推 進 室 長   瀬 下 幸 二 君 

          総 務 課 長 補 佐                          宮 下 佑 耶 君           総 務 係 長    
          総 務 課 長 補 佐                       坂 本   幸 君           財 政 係 長    
          企画政策課長補佐                       宮 原   卓 君           企 画 調 整 係 長    

          保健センター所長   依 田 文 子 君 

          子 ど も 支 援 室 長   橋 本 直 紀 君 

９．職務のため出席した者 

          議 会 事 務 局 長   大 橋   勉 君 

          議 会 書 記   井 上 敬 子 君 
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10．議事日程 

  第 １ 会議録署名議員の指名について 

  第 ２ 会期の決定について 

  第 ３ 町長招集あいさつ 

  第 ４ 諸報告 

  第 ５ 報告第 ３号  町長の専決処分事項の報告について 

  第 ６ 議案第２０号  坂城町教育委員会教育長の任命について 

  第 ７ 議案第２１号  葛尾組合規約の変更について 

  第 ８ 議案第２２号  千曲衛生施設組合規約の変更について 

  第 ９ 議案第２３号  坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい

て 

  第１０ 議案第２４号  令和８年度坂城町一般会計補正予算（第１号）について 

  第１１ 議案第２５号  令和８年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

11．本日の会議に付した事件 

  10．議事日程のとおり 

12．議事の経過 

議長（中嶋君）  おはようございます。 

 定足数に達しておりますので、これより令和８年第２回坂城町議会定例会を開会いたします。 

 なお、会議に入る前に、８番、玉川清史議員から欠席の届出がなされております。 

 会議に入る前に、カメラ等の使用の届出がなされており、これを許可してあります。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 地方自治法第１２１条第１項の規定により、出席を求めた者は、理事者をはじめ各課等の長で

あります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第１「会議録署名議員の指名について」 

議長（中嶋君）  会議規則第１２７条の規定により、１０番 祢津明子議員、１１番 朝倉国勝議

員、１２番 滝沢幸映議員を会議録署名議員に指名いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第２「会期の決定について」 

議長（中嶋君）  お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から６月１２日までの１５日間といたしたいと思います。 

 ご異議ございませんか。 
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（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から６月１２日までの

１５日間とすることに決定いたしました。 

 一般質問の通告は６月１日の午前１１時までといたします。質問時間は答弁を含め１人１時間

以内とし、発言順位はさきの全員協議会で決定したとおりであります。 

 なお、今議会の一般質問の開議時刻は、議会運営委員会の決定により、午前９時といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第３「町長招集あいさつ」 

議長（中嶋君）  町長から招集の挨拶がございます。 

町長（山村君）  皆さん、おはようございます。 

 本日ここに、令和８年第２回坂城町議会定例会を招集いたしましたところ、議員の皆様のご出

席をいただき、開会できますことを心から感謝申し上げます。 

 さて、去る５月１８日、当町の名誉町民であります鈴木敏文氏がご逝去されました。 

 鈴木氏は、日本にコンビニエンスストアという事業を打ち立て、流通革命を起こされた偉大な

経営者であり、坂城の人々に夢と希望を与える大きな存在でありました。 

 長年にわたり当町の発展を温かく見守り、多大なるご厚情とご指導を賜りました。 

 郷土が誇る偉大な先人を失いましたことは、痛恨の極みであり、深い悲しみを禁じ得ません。 

 ここに、町民の皆様とともに、謹んで哀悼の意を表しますとともに、生前のご功績に対し深く

敬意を表し、心よりご冥福をお祈り申し上げます。 

 さて、昨今の社会情勢に目を向けますと、依然として予断を許さない状況が続いております。 

 長期化するウクライナ情勢や緊迫する中東地域での紛争など、国際的な緊張の高まりや各国の

利害対立はエネルギーや原材料の供給網を不安定化させ、原油価格の高止まりやナフサをはじめ

とする化学原料の供給不安を招いており、今後の国内経済への影響が懸念されるところでありま

す。 

 また、資源・原材料価格の高騰による物価上昇の影響は町民の皆様の暮らしにも及んでおり、

特に子育て世帯や高齢者世帯にとって大きな負担となっていることを懸念しております。 

 こうした状況の中、物価高騰の影響を受けている町民及び事業者の負担増に対応すべく、「さ

かきの暮らし応援券事業」を実施しております。 

 本事業につきましては、全町民の皆様を対象に１万円の応援券を配付し、本年４月１日から町

内９８店舗において利用が開始されております。 

 ５月２７日現在、発行総額の約５７％、約７，７００万円分が利用されており、地域経済の活

性化と生活支援の両面において一定の効果が表れているものと考えております。なお、有効期限

は８月３１日までとなっておりますので、まだ利用されていない方につきましては、ぜひお早め
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にご活用いただきたいと思います。 

 今後も、国や県による物価高騰対策やエネルギー政策の動向を注視しながら、町民生活の安定

に向け、必要に応じた取組を進めてまいります。 

 さて、例年、町内外から多くの皆様にご来園いただき、ご好評をいただいております「ばら祭

り」でありますが、去る２３日に第２１回目の開催を迎え、中嶋議長をはじめ議員各位のご出席

をいただく中で、無事に開祭式を執り行うことができました。 

 本年は天候にも恵まれ、バラの生育が順調に進んだことから、初日よりほぼ満開の状態となり、

昨日までの６日間で町内外から約１万５千人の皆様に、色鮮やかなバラをお楽しみいただいてい

るところであります。 

 これもひとえに、ばら祭り実行委員会の皆様をはじめ、日頃から丹精込めてバラ公園の管理に

ご尽力いただいております「薔薇人の会」の皆様、さらには、ばら祭りの開催にご協力いただい

ております千曲川河川事務所をはじめとする関係各位のご理解とご協力のたまものであり、心か

ら敬意と感謝を申し上げる次第であります。 

 また、ばら祭り期間中は、各種店舗やキッチンカーの出店をはじめ、モンキーパフォーマンス、

サックスコンサート、ふれあいミニ動物園など、多彩な催しを予定しております。引き続き多く

の皆様にご来園いただき、ばら祭りをお楽しみいただければと考えております。 

 さらに、ばら祭り期間中の今月３１日には、坂城駅前多目的広場を会場として、「坂城駅前葡

萄酒祭２０２６」が開催されます。 

 当日は、町内をはじめ県内のワイナリーやブルワリー、日本酒の蔵元のほか、多くの事業者が

出店するとともに、町内外のアーティストによるコンサートも予定されております。来場される

皆様には心地よい音楽に包まれながら、爽やかな初夏のひとときをワインとともにお楽しみいた

だければと思います。 

 このほか、新年度に入りましても様々な行事やイベントが開催されております。 

 ４月１９日には、坂城ライオンズクラブとの共催により、第２６回千曲川クリーンキャンペー

ンを実施いたしました。 

 本年も昨年同様、埴科用水頭首工付近、大望橋周辺、鼠マレットゴルフ場付近の３会場で実施

し、町民の皆様にも参加を呼びかけた結果、２００人を超える皆様にご参加いただきました。 

 町のシンボルである千曲川の豊かな自然と美しい景観を未来に引き継ぐため、今後も環境保全

活動に取り組んでまいります。 

 また、４月２６日には、町公民館主催による恒例の春のスポーツ大会が開催されました。 

 近年の猛暑傾向を踏まえ、本年度は開催時期を前倒し、４月開催としたところであります。当

日は好天にも恵まれ、１４分館から２７チーム２８７名の皆様にご参加いただき、ソフトボール

の部、ビーチボールバレーの部、小学生ビーチボールバレーの部に分かれて熱戦が繰り広げられ
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ました。 

 また、５月１０日には、坂城ライオンズクラブ主催による「第４回さかきっずフェスタ」が、

びんぐしの里公園において開催され、晴天の下、多くの家族連れでにぎわいました。 

 当日は、幼稚園児から高校生の皆さんによるステージ発表をはじめ、町内企業や警察署、消防

署の皆様のご協力の下、乗り物試乗体験やクイズ大会、企業ブース、各種体験教室やワークショ

ップ、模擬店など、多彩な催しが実施されました。子どもたちにとって、貴重な体験と学びの機

会になったものと考えております。 

 また、明日３０日は、町内３小学校において運動会が予定されております。 

 子どもたちは仲間と力を合わせながら練習を重ねてきたことと思います。その成果を存分に発

揮し、校庭いっぱいに元気な歓声が響き渡ることを期待しているところであります。 

 さて、世界の経済情勢について申し上げます。 

 日本総合研究所などの分析によりますと、アメリカ経済はＡＩ関連分野を中心に企業活動が活

発に展開されている一方、関税による物価上昇や中東情勢に伴う原油価格の高騰が家計の購買力

を低下させ、景気を下押しする懸念が指摘されております。 

 しかしながら、本年後半にはインフレ圧力の緩和や、これまでの利下げ効果が徐々に波及する

ことにより、景気は持ち直しに向かうものと見込まれております。 

 一方、中国経済につきましては、本年１月から３月期の実質経済成長率が前年比５．０％とな

り、インフラ投資の持ち直しを背景に成長率は拡大したものの、個人消費の停滞が続いており、

今後は緩やかな減速局面に入るものと見られております。 

 また、ユーロ圏においては、中東情勢の影響による資源価格の上昇がインフレ圧力を強める中、

金利上昇が内需を抑制することから、景気は年末に向けて減速するとの見方が示されております。 

 このような状況の下、国内経済につきましては、内閣府が公表した４月の月例経済報告におい

て、「景気は緩やかに回復しているが、中東情勢の影響を注視する必要がある」とされておりま

す。 

 また、先行きについても、「雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が景気回復を下支えする

ことが期待される一方で、中東情勢による影響には十分留意する必要がある」との見解が示され

ております。 

 長野県内の経済動向につきましては、日本銀行松本支店が今月中旬に公表した「長野県の金融

経済動向」において、「一部に弱めの動きが見られるものの、県経済は持ち直している」とされ

ております。 

 また、財務省関東財務局長野財務事務所による県内経済情勢判断におきましても、「個人消費

は緩やかに回復しつつあり、生産活動についても持ち直しの動きが見られる」とされ、総括判断

として「県内経済は持ち直している」との見方が示されております。 
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 こうした中で、当町におきましては、本年４月に町内主要製造業２０社を対象として実施いた

しました１月から３月期の経営状況調査の結果、生産量については１１社が３か月前と比較して

増加と回答し、売上高についても同様の結果となり、現在のところ堅調な動きが見られておりま

す。しかしながら、このような状況の一方で、エネルギー価格や原材料費の高騰に伴う収益性の

圧迫など、中東情勢の長期化に伴う先行きの不透明感が懸念されているところであります。 

 また、雇用面につきましては、調査対象の２０社における本年４月の採用者数は合計１４５人

となっており、令和９年４月の採用計画につきましても、９社が増員を予定し、８社が退職者補

充等を予定しているなど、堅調な動きが見られております。 

 町といたしましては、今後も町内企業の持続的な成長を期待するとともに、国内外の経済動向

を十分注視しながら、企業経営の状況把握に努めてまいります。 

 さて、このように刻々と変化する国際社会の中にあっては、幅広い視野と国際感覚を備えた人

材の育成がますます重要となってまいります。 

 町では、その取組の一環として、本年３月２１日から２６日まで、中学生海外派遣事業として、

アメリカ合衆国サンフランシスコ及びシリコンバレーへ中学生を派遣するとともに、３月２２日

から２６日まで、高校生タイ国研修事業を実施いたしました。 

 それぞれ中学生８名、高校生８名が参加し、現地での研修や交流活動を通じて、多くの学びと

貴重な経験を得る機会となりました。 

 中学生海外派遣事業につきましては、参加した生徒が研修成果をレポートとしてまとめ、秋に

開催される大峰祭において、その成果を全校生徒に向けて発表する予定と伺っております。 

 また、来月６日から９日までの日程で、中学生海外派遣事業において交流を深めたサンフラン

シスコのプレシディオ中学校から１７名の生徒が当町を訪れ、町内でのホームステイや小中学校

での交流を行う予定となっております。 

 当町を訪れる生徒の皆さんは、日本文化に深い関心を持ち、日頃から日本について学んでいる

と伺っております。今回の受入れを通じて、両地域の友好関係がさらに深まり、生徒同士の交流

が双方にとって実り多いものになることを期待しております。 

 一方、高校生タイ国研修事業につきましては、先週２１日に研修報告会が開催されました。 

 参加した高校生からは、日本では経験することのできない文化や習慣に触れ、多くの刺激と感

動を受けるとともに、自らの視野を広げる大変貴重な機会となったとの報告がありました。 

 多感な時期にある中学生・高校生が海外に赴き、異なる文化や価値観、人々との交流を通じて

得た経験は、今後の人生における大きな財産になるものと考えております。 

 町といたしましても、こうした国際交流事業を通じて、広い視野と豊かな国際感覚を持つ、将

来の地域を担う人材の育成に引き続き努めてまいります。 

 続きまして、新年度に入り進めております主な事業について申し上げます。 



- 7 - 

 新複合施設整備事業の実施設計につきましては、住民の皆様からいただいたご意見やご要望を

踏まえ、建物東側道路の拡幅などを設計に反映するため事業を繰り越し、現在、６月末の完了に

向けて鋭意作業を進めております。 

 実施設計完了後は、速やかに工事発注に向けた準備を進め、新たな多世代交流の場、生きがい

づくりの拠点として、多くの皆様に親しまれる施設となるよう着実に事業を推進してまいります。 

 また、本年４月から本格実施となりました「こども誰でも通園制度」につきましては、現在ま

でのご利用はございませんが、数件のお問合せをいただいているところであります。 

 全ての子どもの健やかな成長と、保護者の就労状況やライフスタイルに合わせた支援を充実さ

せるべく、今後も制度の周知に努めてまいります。 

 また、防犯灯のＬＥＤ化事業につきましては、先般、事業者が決定し、現在、契約に向けた手

続を進めております。契約後は、町内全域の防犯灯を対象として調査を実施し、年度末までに対

象器具のＬＥＤ化を進めるとともに、令和９年度から１０年間のリース契約による運用開始に向

け事業を進めてまいります。 

 また、町内小中学校の照明ＬＥＤ化事業につきましても、事業者が決定しており、１０年間の

リース契約として実施いたします。今後は夏休みを中心に工事を行い、年度内に完了する予定と

しております。 

 いずれの事業も、省エネルギー化の推進、維持管理費の削減、並びに施設環境の向上が図られ

るものと期待しております。 

 続いて、松くい虫被害防止対策につきましては、町内において依然として松枯れ被害が確認さ

れていることから、伐倒駆除をはじめ、空中散布、枯損木処理、樹幹注入、植樹など、総合的な

防除対策を継続して実施してまいります。 

 このうち、葛尾城跡風致地区及び自在山風致地区につきましては、４月１５日に住民説明会を

開催し、住民の健康に十分配慮した上で、来月１７日に空中散布を実施する予定としております。 

 また、苅屋原地区におきましては、同日及び７月８日に無人ヘリコプターによる地上散布を実

施し、人家に近接した急峻地における予防対策を進めてまいります。 

 また、県と連携して実施しております「エアコン設置費助成事業」につきましては、近年の猛

暑に伴う熱中症リスクの高まりを踏まえ、本年４月から住民税非課税世帯及び生活保護世帯を対

象に、エアコン設置費の助成を行っております。 

 現在、順次申請受付及び交付決定を進めておりますが、５月に真夏日が観測されるなど、本年

も厳しい暑さが予想されております。 

 対象となる世帯の皆様におかれましては、この事業をぜひご活用いただき、早めの設置をご検

討いただきたいと考えております。 

 このほか、予防接種事業におきましては、本年４月から定期接種に追加されたＲＳウイルス感
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染症への対応に加え、１歳児を対象とした「おたふくかぜ任意予防接種」に対する町独自の助成

も開始いたしました。引き続き、保護者の負担軽減と疾病予防の推進に努めてまいります。 

 また、葛尾組合では、不燃ごみ及び資源物の安定処理を継続するとともに、製品プラスチック

の収集に対応するため、新たなリサイクルセンターの建設を進めており、令和９年４月からの本

格稼働に向け、工事はおおむね順調に進捗しているところであります。現在は、１階部分の受入

ホッパー設置工事が完了し、引き続き破砕機室における設備設置工事が進んでおります。 

 続きまして、６月補正予算の主な内容について申し上げます。 

 まず、横坑トンネル周辺の給水設備につきまして、農業者の利便性向上と効率的な営農環境の

整備を図るため、農繁期において利用する方が待機することなく円滑に取水できるよう、給水設

備を増設するための工事費を計上いたしました。 

 また、商業インキュベータ施設「けやき横丁」におきましては、店舗前通路の一部に排水状況

の悪い箇所があり、テナントへの影響も生じていることから、排水環境の改善を図るための工事

費を計上しております。 

 福祉分野におきましては、本年４月１日に施行いたしました坂城町手話言語条例を契機とした

取組として、手話の日、これは９月２３日でありますが、この日に関連した啓発イベントの開催

経費を計上したほか、福祉医療費助成制度や障がい者福祉サービスに係る報酬改定及び処遇改善

への対応をはじめ、各種健診事業の項目追加に伴うシステム改修経費について計上いたしました。 

 また、防災・減災対策では、国の地域未来交付金等を活用し、中核避難所における生活環境及

び衛生環境の向上を図るため、スポットクーラーをはじめとする非常用備蓄資機材を整備すると

ともに、迅速な災害対応に備えた備蓄倉庫の設置に要する経費を計上いたしました。 

 以上、令和８年度の主な事業の進捗状況並びに６月補正予算の概略について申し上げました。 

 今議会に審議をお願いする案件は、専決処分の報告が７件、人事案件が１件、一部事務組合規

約の変更が２件、条例の一部改正が１件、一般会計及び特別会計の補正予算２件の計１３件でご

ざいます。よろしくご審議を賜り、ご決定いただきますようお願い申し上げまして、招集の挨拶

とさせていただきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第４「諸報告」 

議長（中嶋君）  町長から地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、令和７年度坂城町一

般会計予算に係る繰越明許費繰越計算書の報告がありました。 

 次に、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、坂城町土地開発公社から、令和８年

３月３１日現在の経営状況報告書の提出がありました。 

 また、監査委員から例月現金出納検査の報告書が提出されております。それぞれお手元に配付

のとおりであります。 
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 次に、本日までに受理した陳情は、お手元に配付のとおりでございます。 

 所管の常任委員会に審査を付託しましたので、報告をいたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議長（中嶋君）  日程第５「報告第３号 町長の専決処分事項の報告について」から日程第８「議

案第２２号 千曲衛生施設組合規約の変更について」を一括議題とし、議決の運びまでいたしま

す。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（中嶋君）  朗読が終わりました。 

 引き続き、提案理由の説明を求めます。 

町長（山村君）  それでは、専決第４号から議案第２２号まで、ご説明申し上げます。 

 まず、専決第４号「坂城町税条例の一部を改正する条例について」ご説明申し上げます。 

 本案は、国の税制改正により、地方税法及び関係法令等が改正され、令和８年３月３１日にそ

れぞれ公布されたことに伴い、本条例に関して所要の改正をしたものであります。 

 主な改正内容といたしまして、個人町民税につきましては、給与所得控除額や扶養控除の対象

となる親族等の前年の合計所得金額要件を引き上げるもの、また、住宅ローン控除について、適

用期限を延長するものであります。 

 次に、固定資産税につきましては、新築住宅に係る減税措置について、対象となる住宅床面積

の要件を引き下げるとともに、その適用期限を延長するものであります。 

 また、軽自動車税につきましては、購入時に課されていた環境性能割を廃止し、環境性能の優

れた車両の税額を軽減するグリーン化特例の適用期限を延長するものであります。 

 次に、専決第５号「坂城町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について」ご説明申し上

げます。 

 本案は、国の税制改正により、地方税法及び関係法令等が改正され、令和８年３月３１日にそ

れぞれ公布されたことに伴い、本条例に関して所要の改正をしたものであります。 

 主な改正内容といたしましては、国民健康保険税の基礎課税限度額を６７万円に引き上げるも

のであります。 

 また、子ども・子育て支援納付金課税に係る規定を整備し、低所得者の負担軽減に係る軽減判

定所得については、対象となる世帯の算定に用いる被保険者等の数に乗ずべき金額を、５割軽減

は３１万円に、２割軽減は５７万円に引き上げるものであります。 

 専決第６号「令和７年度坂城町一般会計補正予算（第１０号）について」ご説明申し上げます。 

 本件は、地方譲与税、配当割交付金などの各種交付金、特別交付税の確定、また、町民税の最

終見込等により、専決処分をいたしたもので、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８，
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１７３万６千円を増額し、歳入歳出予算の総額を８２億４，１７２万１千円といたしたものであ

ります。 

 歳入の主な内容といたしましては、町税２，４５１万７千円、地方譲与税９５８万円、配当割

交付金１，１８０万７千円、株式等譲渡所得割交付金１，８３５万２千円、法人事業税交付金１，

７４７万円、地方交付税４，２６２万１千円を増額し、国庫支出金２，６３７万円、県支出金１，

３５３万４千円、町債１７０万円を減額したものであります。 

 一方、歳出の主な内容につきましては、広域行政事業基金への積立金４，５００万円、びんぐ

し湯さん館施設整備等基金への積立金４千万円、保健福祉等複合施設整備基金への積立金１億

５千万円をそれぞれ増額し、保育園一般経費６８０万３千円、予防接種事業５５０万３千円、社

会教育総務一般経費５４３万９千円をそれぞれ減額したほか、各事業実績等により、精算、調整

をいたしたものであります。 

 次に、専決第７号「令和７年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について」ご

説明申し上げます。 

 本件は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９，９９７万８千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を１２億１８９万５千円といたしたものであります。 

 歳入の主な内容といたしましては、国民健康保険税２２８万９千円を増額し、県支出金９，

８９２万４千円を減額したものであります。 

 一方、歳出の主な内容につきましては、保険給付費９，９１８万８千円、保健事業費６３４万

５千円をそれぞれ減額したものであります。 

 次に、専決第８号「令和７年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第５号）について」ご説明

申し上げます。 

 本件は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３，１５２万８千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を１４億１，８６５万８千円といたしたものであります。 

 歳入の主な内容といたしましては、保険料１，２５７万円を増額し、繰入金２，１６３万７千

円を減額したものであります。 

 一方、歳出の主な内容につきましては、保険給付費２，０８３万１千円、基金積立金６６７万

６千円をそれぞれ減額したものであります。 

 次に、専決第９号「令和７年度坂城町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について」

ご説明申し上げます。 

 本件は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２０１万円を減額し、歳入歳出予算の総額

を３億６７６万円といたしたものであります。 

 歳入の主な内容といたしましては、後期高齢者医療保険料１７８万８千円を減額し、歳出の主

な内容につきましては、後期高齢者医療広域連合納付金１８０万８千円を減額したものでありま
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す。 

 次に、専決第１０号「和解及び損害賠償額の決定について」ご説明申し上げます。 

 本件は、令和８年１月２９日、大字上五明の県道１６０号線において、職員が公用車で駐車場

から県道に進入しようとしたところ、県道を直進してきた相手方車両の側面に接触し、相手方車

両を損傷した事故につきまして、相手方への損害賠償を支払うことで、示談成立の合意を得まし

たので、専決処分をいたしたものでございます。 

 以上、専決処分事項について、ご報告いたします。 

 次に、議案第２０号「坂城町教育委員会教育長の任命について」ご説明申し上げます。 

 本件につきましては、６月３０日をもって、塚田常昭教育長の任期が満了となりますが、引き

続き、識見が高く経験豊富で、地域の信望も厚い同氏を坂城町教育委員会教育長として再任いた

したく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により、議会の同意をお

願いするものであります。 

 なお、任期は令和８年７月１日から３年間であります。 

 次に、議案第２１号「葛尾組合規約の変更について」ご説明申し上げます。 

 本案は、葛尾組合ごみ焼却施設の解体工事が完了し、建設中の葛尾組合新リサイクルセンター

が令和９年４月に稼働開始することから、葛尾組合規約の一部を変更するものであります。 

 変更の主な内容といたしましては、規約第３条に規定する組合の共同処理する事務から「ごみ

焼却施設の経営に関する事項」を削除するとともに、同条中の「不燃ごみ及び資源ごみ処理施

設」を「不燃物及び資源物再資源化施設」と変更するものであります。 

 最後に、議案第２２号「千曲衛生施設組合規約の変更について」ご説明申し上げます。 

 本案は、千曲衛生施設組合において、令和９年度より新たに剪定枝のチップ化事業及び堆肥化

事業を行うことから、千曲衛生施設組合規約の一部を変更するものであります。 

 変更の主な内容といたしましては、規約第３条に規定する、組合の共同処理する事務に「剪定

枝の処理に関する事務」を加えるとともに、経費の負担割合に関する規定を定めるものでありま

す。 

 以上、よろしくご審議の上、適切なるご決定を賜りますようお願い申し上げます。 

議長（中嶋君）  提案理由の説明が終わりました。 

 ここで、議案等調査のため、１０分間休憩をいたします。 

（休憩 午前１０時４１分～再開 午前１０時５１分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

◎日程第５「報告第３号 町長の専決処分事項の報告について」 

 専決第４号「坂城町税条例の一部を改正する条例について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第５号「坂城町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、賛成多数により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第６号「令和７年度坂城町一般会計補正予算（第１０号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第７号「令和７年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第８号「令和７年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第５号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第９号「令和７年度坂城町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 専決第１０号「和解及び損害賠償額の決定について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）承認」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第６「議案第２０号 坂城町教育委員会教育長の任命について」 

議長（中嶋君）  暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０１分～再開 午前１１時０１分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）同意」 

議長（中嶋君）  暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０２分～再開 午前１１時０２分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 ここで、塚田教育長から発言を求められておりますので、許可いたします。 

教育長（塚田君）  私のために貴重な時間をいただき、ありがとうございます。 

 ただいま議員の皆様のご同意をいただき、引き続き、教育長の職を務めさせていただくことに

なりました。 

 この３年間、議員の皆様はじめ多くの関係者の皆様のご支援の下、教育長を務めさせていただ

き、その責務の重さを痛感しております。これからの３年間、さらに気を引き締めて取り組んで
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まいりたいと思います。 

 さて、本年４月より、坂城町第６次長期総合計画後期基本計画が施行されました。 

 後期基本計画を受け、坂城町教育大綱も改訂を行い、教育大綱の基本方針を『第６次長期総合

計画に基づき、教育に直結した基本目標（未来へつなぐ子育てと学びのまちづくり、すべての人

がともにつくるまち）を大綱の目標と捉え、地域と連携・協働して施策を展開し、「「輝く未来

を奏でるまち」～Ｗｅｌｌ癩ｂｅｉｎｇの実現～」を目指します。 

 また、子どもに関わる施策を推進するにあたっては、「児童の権利に関する条約」及び「こど

も基本法」の基本理念の下、常に子ども一人一人の権利を尊重し、子どもの最善の利益を実現す

ることを目指して、このことについて定めました。 

 Ｗｅｌｌ癩ｂｅｉｎｇとは、皆様もご存じのように、「身体的、精神的、社会的に、持続的で

良好な状態」を指します。 

 教育施策を展開する中で、Ｗｅｌｌ癩ｂｅｉｎｇの「身体的、精神的、社会的」の３つの視点

を大切にして取り組んでまいりたいと思っております。 

 例えば、学校教育においては、「身体的（健康）」、体育の授業、マラソン大会、休み時間の

遊び等を通じて、心と体を鍛えることで、健康な身体の育成を目指します。 

 「精神的（心）」、一人一人の個性に合わせた教育を推進するため、ＩＣＴ機器を利活用し、

「個別最適な学び」と「協働して学び合う探究活動」を軸とした授業改善を図るとともに、授業

研究会の在り方についても変革を進め、子どもや教職員の自己肯定感を向上させていきます。 

 「社会的（社会とのつながり）」、地域の学習等を通して、地域のひと、もの、こととのつな

がりを大切にして、相手の立場を尊重しつつ、自分の考えや意思を表現することのできる人材の

育成を目指します。 

 このように、３つの視点を意識して、個人と社会のＷｅｌｌ癩ｂｅｉｎｇの実現に向けて、関

係する皆様のお力添えをいただきながら、教育行政に取り組んでまいりたいと考えております。 

 議員の皆様方には、引き続き、ご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ、簡単ではあり

ますが就任の挨拶とさせていただきます。今後もよろしくお願いいたします。 

議長（中嶋君）  よろしくお願いいたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第７「議案第２１号 葛尾組合規約の変更について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第８「議案第２２号 千曲衛生施設組合規約の変更について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 
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議長（中嶋君）  次に、日程第９「議案第２３号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改

正する条例について」から日程第１１「議案第２５号 令和８年度坂城町介護保険特別会計補正

予算（第１号）について」までの３件を一括議題として、提案理由の説明まで行います。 

 職員に議案を朗読をさせます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（中嶋君）  朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 

町長（山村君）  では、議案第２３号から順次ご説明申し上げます。 

 まず、議案第２３号「坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について」ご

説明申し上げます。 

 本案は、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正により、本条例に関

して所要の改正を行うものであります。 

 改正の内容といたしましては、損害補償のうち、葬祭補償の額を改定するものであります。 

 次に、議案第２４号「令和８年度坂城町一般会計補正予算（第１号）について」ご説明申し上

げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９，２９４万９千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を８１億５，２９４万９千円とするものであります。 

 歳入の主な内容といたしましては、国庫支出金６９７万５千円、県支出金２，９１７万２千円、

財政調整基金繰入金５８０万２千円、町債５千万円をそれぞれ増額するものであります。 

 一方、歳出の主な内容につきましては、農業用水給水施設・水路改修に係る経費２７５万円、

道路維持工事費７９０万９千円、道路法面対策工事等５，１５０万円、小型動力ポンプ更新等、

消防施設に係る経費１，６３９万５千円をそれぞれ増額するものであります。 

 最後に、議案第２５号「令和８年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について」ご

説明申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４８万８千円を増額し、歳入歳出予算の総

額を１５億２，３２７万５千円とするものであります。 

 歳入の内容といたしましては、繰入金１４８万８千円を、歳出の内容につきましては、介護報

酬改定に伴う介護事務処理システム改修として、総務費１４８万８千円をそれぞれ増額するもの

であります。 

 よろしくご審議の上、適切なるご決定を賜りますようお願い申し上げます。 

議長（中嶋君）  提案理由の説明が終わりました。 

 以上で、本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りをいたします。 
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 明日３０日から６月７日までの９日間は、議案調査等のため休会にいたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしと認めます。 

 よって、明日３０日から６月７日までの９日間は、議案調査等のため休会とすることに決定い

たしました。 

 次回は６月８日午前９時より会議を開き、一般質問を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

（散会 午前１１時１６分） 
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６．議事日程 

  第 １ 一般質問 

（１）福祉政策についてほか 祢 津 明 子 議員 

（２）空き家対策について 星   哲 夫 議員 

（３）農業振興について 塚 田   舞 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（中嶋君）  おはようございます。 

 定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 また、会議に入る前に、本日から一般質問の期間中、カメラ等の使用の届出がなされており、

これを許可をしてあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第１「一般質問」 

議長（中嶋君）  質問者は、お手元に配付したとおり９名であります。質問時間は、答弁を含めて

１人１時間以内でありますので、理事者等は通告されている案件について、簡明に答弁されるよ

うお願いいたします。 

 なお、通告者も、これには格段のご協力をお願いいたします。 

 それでは順番によりまして、最初に１０番 祢津明子議員の質問を許します。 

１０番（祢津さん）  おはようございます。ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、

通告に従い、一般質問をいたします。 

 １、福祉政策について。 

 坂城町は、近隣市町村と比較しても子育て・福祉分野において先進的な取組を進めてきた町で

あると認識しています。例えば、令和７年４月からは高齢者を対象とした難聴に伴う補聴器構入

費助成事業を開始され、令和７年８月からは子どもの福祉医療費窓口無料化を実施されています。

また、令和８年４月からは住民税非課税世帯等へのエアコン設置費助成事業や精神障がい者の精

神科入院に係る福祉医療制度についても所得制限撤廃が行われています。 

 こうした施策は住民に寄り添った支援として多く評価されるべきものであり、町が継続して福

祉の充実に取り組んできた成果であると受け止めています。一方で、支援制度が広がってきたか

らこそ既存制度だけでは対応し切れない課題や支援につながりにくい家庭への視点も今後さらに

求められていると感じます。 

 今回は、その視点から質問いたします。 
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 イ、障がい児・障がい者の移行期支援について。 

 障がいのある子どもやその家族にとって、１８歳という節目は進学や就労、福祉サービスの切

替えなど生活環境が大きく変化する時期となります。一方で、利用できる制度や支援体制、居場

所が大きく変わることで本人や家族が不安や負担を抱えるいわゆる１８歳の壁が課題となってい

ます。特に、特別支援学校卒業後の進路や日中の居場所、就労支援の不足などは本人だけでなく

家族の就労継続や生活全体にも大きな影響を与える場合があります。地域の中で安心して暮らし

続けるためには、１８歳以降を見据えた切れ目のない支援体制が必要であると考えます。 

 そこで、２点お伺いいたします。 

 １点目として、１８歳を境に利用できる制度や居場所が大きく変化するいわゆる１８歳の壁に

ついて、町はどのような課題認識を持っているのでしょうか。 

 ２点目として、特別支援学校卒業後の居場所や支援不足が本人だけでなく家族の就労継続や生

活にも影響している現状を、町はどのように把握しているのでしょうか。 

 次に、ロ、医療的ケア児と家族支援について。 

 医療の進歩により、医療的ケアを必要としながら地域で生活する子どもたちが増えています。

一方で、在宅で日常的に痰の吸引や経管栄養などの医療的ケアを行う家族の負担は大きく、

２４時間体制での見守りや介護が必要となるケースもあります。また、学校の就学など成長過程

の様々な場面で課題を抱える家庭も少なくありません。医療的ケア児とその家族が地域の中で安

心して生活していくためには、医療・福祉・教育など関係機関が連携し、継続的に支えていく体

制が欠かせないと考えます。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目として、医療的ケア児を在宅で支える家族について町ではどのように把握し、対応して

いるのでしょうか。 

 ２点目として、医療的ケア児の就学など成長過程においてどのような支援がなされているので

しょうか。 

 ３点目として、医療・福祉・教育など関係機関との連携について町はどのように取り組んでい

るのでしょうか。 

 以上、イ、ロについてご見解をお尋ねいたします。 

福祉健康課長（鳴海さん）  １、福祉政策についてのご質問に順次お答えいたします。 

 イ、障がい児・障がい者の移行期支援についてのご質問のうち、いわゆる１８歳の壁について

の課題認識でありますが、１８歳の壁とは主に障がいのある子どもが１８歳を迎えた際にそれま

で利用していた制度や福祉サービスが利用できなくなり、居場所も大きく変わってしまうなど支

援や制度の切り替わりを指しています。この問題の本質は年齢そのものではなく、児童福祉法の

対象から障害者総合支援法の対象へと移行することで支援内容や利用条件が大きく変わることに
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あると考えております。 

 １８歳までの支援といたしましては、児童福祉法に基づく放課後等デイサービスがあり、学校

が終わった後の放課後の時間や夏休みなど長期休暇の間、子どもの居場所を提供し、生活上の支

援や療育を行うもので、多くのサービス提供事業所では夕方まで預かるサービスとなっています。 

 一方、１８歳以降の支援は障害者総合支援法に基づくもので、主に日中の居場所を提供する

サービスとして生活介護や就労継続支援があります。具体的に、生活介護は日中に障がい者施設

等に通所して日常生活の支援を受けるサービスで、就労継続支援は働く場を提供するとともに働

くための訓練や支援を行うサービスとなっており、サービスの提供時間については事業所ごとに

異なりますが、その多くは午前９時から午後４時までの時間となっております。 

 このように、制度の移行によりサービスの内容や提供時間が変わることは当事者が地域で安心

して暮らすためには重要な課題であると認識しております。町といたしましては、このような

１８歳の壁が本人と家族の生活に大きな影響を与えることも考えられるため、相談支援事業所を

中心に放課後等デイサービスの事業所、学校、保護者などの関係者が集まり、お子さんのできる

ことや課題を踏まえ、本人とご家族の希望に沿った今後の目標や支援内容について話し合う支援

会議を開催しております。 

 特に、高等部においては進学先や就職先、利用するサービスについてなど卒業後の進路を見据

えた支援会議を実施しているほか、１８歳以降新たに利用するサービスの種類や提供量を判断・

決定するために必要となる障害支援区分の認定についても在学中に手続を進め、子どもから

１８歳到達時にかけ、切れ目なく移行できるよう支援体制を整えております。 

 次に、特別支援学校卒業後の居場所や支援不足の現状把握についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 町では、在学時からの支援会議において、卒業後の居場所や見守りなど本人や家族の状況につ

いてもお話をお聞きしております。また、卒業後も継続した支援会議を定期的に開催し、現在の

サービス利用状況や今後のサービス利用について情報交換を行うほか、生活介護などのサービス

時間外において利用が可能な日中一時支援など、ほかのサービス利用についても相談を受ける場

となっており、保護者のニーズを直接把握する機会となっております。 

 しかしながら、保護者が１人で問題を抱え込んでしまい、支援会議の場や相談支援事業所の相

談員、町の窓口などへ相談が寄せられない場合にはその把握が難しく、どのような問題を抱えて

いるのか具体的な把握にはつながらない場合もあるため、町では支援会議における聞き取りに加

え、相談ができる窓口についても保護者に情報提供し、その中から選択していただくなど、より

相談しやすい環境を整備するとともに、保護者との関わりの多い相談支援事業所、サービス提供

事業所との情報共有・連携により保護者のニーズを汲み取り、卒業後も本人と家族が安心して生

活できるよう移行期支援に取り組んでまいります。 
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 続きまして、ロ、医療的ケア児と家族支援についてのご質問に順次お答えいたします。 

 医療的ケア児とは、日常生活及び社会生活を営む時に恒常的に人工呼吸器による呼吸管理や痰

の吸引、経管栄養など医療的行為を受けることが不可欠である児童とされています。医療的ケア

の欠かせない子どもを抱える家庭では家族が２４時間体制でケアを担うことが多く、社会的な孤

立や負担が大きいといったことを背景に、２０２１年９月に医療的ケア児及びその家族に対する

支援に関する法律が施行されました。 

 医療的ケアが必要な子どもの病状は様々ですが、医療的ケア児の把握方法につきましては医療

機関から子どもの退院時に合わせて町保健センターに連絡が入るものや、出生届の際に保護者の

方から直接お聞きするほか、母子手帳の記録から把握しております。 

 基本的に、医療的ケア児の対応につきましては医療機関等による医療行為が主となりますが、

町保健センターではご家族に対して医療的ケア児が日常生活を送る上での困り事や悩みをお聞き

し、健康に関する助言やサポートを行っております。具体的には、医療機関より指示された体重

を増やすことの相談に対し、ミルクの飲ませ方や離乳食の内容・形態など訪問による指導や、乳

幼児健診等に来られない方の場合には健診時期のタイミングや誕生日等の節目に合わせ、個別に

成長・発達に関する相談支援を行い、保護者からの相談内容に応じて必要な支援機関につないで

いるところであります。 

 このほかにも、日常において慢性的な介護負担が大きいことから、心身の負担軽減につながる

よう、ご家族の思いに寄り添うことで保健師が精神的な支えとなっているケースもあると考えて

おります。 

 次に、医療的ケア児の就学など成長過程における支援についてのご質問にお答えいたします。 

 医療的ケア児及びその家族に対する支援につきましては、法において医療的ケア児が医療的ケ

ア児でない児童とともに教育を受けられるよう最大限に配慮しつつ、適切に教育に係る支援が行

われる等、関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に切れ目なく行われなければならないこ

とが基本理念として掲げられ、学校に在籍する医療的ケア児に対し、適切な支援を行うことが学

校設置者の責務とされているところであります。 

 医療的ケア児の就学につきましては、まずは保護者や必要に応じて本人からどのような学校生

活を望んでいるのか、必要な医療的ケアの具体的な内容と頻度などを確認した上で、特別支援学

校等就学先の検討から始まり、決定後は就学先となる学校において安全な学校生活を送るための

準備を行います。 

 町の小中学校における医療的ケア児の就学にあたっては、教育委員会や福祉サービス担当職員、

保健師、公認心理士のほか、学校の代表者や担任教諭、養護教諭等、また医師や看護師、保護者

などの関係者による会議を設け、医療的ケア児の状態に応じた支援の在り方を検討し、これに応

じた看護師等の専門人材の配置のほか、ケアを行うための保健室や専門スペースの確保などの環
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境を整備します。 

 また、支援にあたりましては、看護師や養護教諭、教職員、保護者などの役割分担を明確にし、

医療的ケア児の成長や状態の変化に対応できるよう、関係者による定期的な会議において支援に

ついての見直し等を検討することとしており、医療的ケア児が心身の成長や環境の変化に応じて

必要なサポートが受けられ、安心して学校生活を送ることができるよう支援してまいりたいと考

えております。 

 次に、医療・福祉・教育など関係機関との連携についてのご質問でありますが、日常的に医療

的ケアを必要とする子どもとその家族の支援につきましては、医療機関・学校・福祉事業所・町

など多くの関係機関が連携して総合的かつ継続的な支援を提供することが不可欠であります。町

では、千曲市と合同で障がい福祉に関する協議の場として、千曲・坂城自立支援協議会を設置し、

障がい者・障がい児に関する個別の相談支援や支援会議を通じて見えてくる様々な問題を地域課

題として取り上げ、協議会の中の専門部会において協議を行っているところであります。 

 医療的ケア児に関しましては、医療的ケア児等検討委員会を設置しており、その構成員は病院

や学校、支援学校の関係者、訪問看護サービスや障がい児に関するサービスの提供事業所のほか、

町と県の医療的ケア児等支援センター職員なども加わり、多くの関係機関により医療的ケア児と

その家族に係る支援について地域課題の共有・解決に向けた協議を行っております。さらに、千

曲・坂城障がい者（児）基幹相談支援センターにおいては医療的ケア児コーディネーターを配置

しており、医療的ケア児に関する総合的な相談窓口としての機能に加え、必要な関係機関とつな

げて総合的に医療的ケアの提供体制や放課後支援について調整を行い、医療的ケア児支援のため

の地域づくりを推進する役割を担っているところであります。 

 町といたしましては、医療的ケア児とその家族が個々の特性に配慮した適切な支援を切れ目な

く受けられ、安心して地域で生活ができるよう、今後も医療・福祉・教育の関係機関との連携を

図ってまいります。 

１０番（祢津さん）  ご答弁頂きました。 

 １点再質問させていただきます。 

 医療的ケア児家庭をはじめ、障がいのある子どもたちを支えるご家庭では、医療・介護・就労

など複合的な負担を抱えている現状があります。また、児童手当の所得制限撤廃は全国的な議論

となりましたが、障がい児福祉制度には現在も所得制限が設けられている仕組みがあります。親

であれば、誰もが子どもの健やかな成長を願い、そのために最善を尽くしたいと考えます。とり

わけ、子どもに病気や障がいがある場合、生活上の困難さや経済的負担はさらに大きいものとな

ります。 

 日本の医療・福祉制度は、必要な人に支援を届ける仕組みとして高く評価されていますが、一

方で一定以上の所得があることで支援から外れてしまうという課題や、住む自治体によって受け
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られる支援に差が生じている現実もあります。また、１８歳という節目や就学・進路選択などラ

イフステージごとに制度や支援体制が変化する中で、保護者自身が制度を調べ、関係機関との調

整を担わなければならない場面も多く、家族負担が大きいとの声もあります。どのような家庭環

境であっても、必要な支援につながりながら安心して暮らしていける地域であることが大切だと

考えます。 

 そのような中、町として、障がいのある子どもとその家族がライフステージの変化に左右され

ることなく、必要な支援が切れ目なく受けられる体制を今後どのように構築していく考えがある

かお伺いいたします。 

福祉健康課長（鳴海さん）  ただいま、再質問として障がいのある子どもと家族について、今後切

れ目のない支援体制についてお答えいたします。 

 障がいのある子どもの成長過程では、就学前、学校生活、卒業後の就労などライフステージご

とに環境や制度が変わるため、支援が途切れないようにすることが重要であると考えております。

切り替わるタイミングに伴う精神的・経済的負担を和らげるため、関係機関においては変更前の

早い時期から本人やご家族の意向を確認し、必要な支援の引継ぎや移行に伴う手続、制度内容等

をご案内しており、変更前の準備と移行後のスムーズなサービス利用となるよう継続的支援を行

っております。 

 今後におきましても、障がいのある子どもや障がい者がその家族とともに安心して地域で暮ら

すことができるよう相談支援及び社会参加の場を提供し、保健・福祉・教育・労働等の関係機関

の連携強化を図り、切れ目のない支援体制の整備に取り組んでまいります。 

１０番（祢津さん）  ご答弁いただきました。 

 障がいのある子どもや医療的ケア児を支える家庭には、今なお制度だけでは支えきれない課題

があります。地域や家庭環境によって支援に差が生じないよう、現場の声に耳を傾けながら必要

な支援につなげていく取組が今後さらに求められていると考えます。 

 では、次に２、学校給食費について。 

 近年、物価高騰が続く中、子育て世帯の経済的負担軽減は全国的な課題となっています。その

ような中、学校給食費無償化については国の物価高騰対策等の交付金も活用され、多くの自治体

で取組が進められています。 

 坂城町においても子育て支援の一環として給食費無償化が実施されていますが、一方でその制

度目的や支援の考え方について改めて整理していく必要があると考えます。また、給食を利用し

ていない児童への対応など支援が届きにくいケースも見えてきています。 

 今回はその点について質問いたします。 

 イ、無償化の考え方について。 

 学校給食費無償化について、国は保護者負担の軽減を目的の一つとして示しています。一方で、
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自治体によっては子育て支援、少子化対策、教育環境の充実など様々な目的や考え方の下で制度

運用が行われています。また、今後の制度継続を考える上でも、財政的な見通しを整理しておく

ことが重要であると考えます。 

 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目として、給食費無償化に係る国の交付金についてその仕組みと算定方法はどのようにな

っているのでしょうか。 

 ２点目として、町は給食費無償化をどのような目的・考え方で実施しているのでしょうか。 

 ３点目として、国は給食費無償化について保護者負担の軽減を目的としていますが、町として

も同様な認識なのでしょうか。 

 次に、ロ、支援のあり方について。 

 学校給食費無償化は多くの子育て世帯にとって大きな支援となっています。一方で、不登校や

食物アレルギー等によりやむを得ず給食を利用していない児童については制度の恩恵を受けにく

い状況もあります。保護者の中には、家庭で弁当対応や食事管理を行いながらも、結果として支

援対象から外れてしまうことに疑問を感じている声もあります。給食費無償化をどのような目的

で捉えるかによって、制度の考え方や公平性の捉え方も変わってくると考えます。 

 そこで、１点お伺いいたします。 

 不登校や食物アレルギー等により給食を利用していない児童については実質的に無償化の恩恵

を受けにくい状況もありますが、町はこうした状況を制度上の課題として認識しているのでしょ

うか。 

 以上、イ、ロについてご見解をお尋ねいたします。 

町長（山村君）  ただいま、祢津議員さんから学校給食費についてということでご質問いただきま

した。これは、私も極めて重要な問題だと考えておりまして、町としては比較的早く取り組んだ

テーマだというふうに考えております。 

 以下、ご質問がイ、ロとございましたので、順次お答え申し上げます。 

 初めに、学校給食は義務教育諸学校における教育の目的を実現するために、単に適切な栄養摂

取のみではなく、児童生徒が健全な食生活を営む判断力を培い、食生活が自然の恩恵の上に成り

立つこと、食生活が食に関わる人々の活動に支えられているとの理解を深めるなど学校における

食育の推進を図ることを目的として実施されているものと学校給食法で定義されております。 

 また、学校給食の費用負担については、従事する職員の人件費、施設及び設備の修繕等に要す

る経費は学校の施設者が負担し、それ以外の経費については学校給食を受ける児童生徒の保護者

が負担すると定められていることから、食材費につきましては学校給食費として徴収している自

治体が多くある状況が続いてきたところであります。 

 そうした中、本年４月から国において給食費無償化事業として公立小学校の児童の学校給食に
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必要な食材費について国が地方自治体に交付金を交付することで子育て世帯を支援する仕組みを

スタートさせました。ご質問の国の交付金の仕組みにつきましては、市町村立の小学校の場合、

学校の設置者である市町村が保護者が負担する給食費の負担軽減事業を実施し、その軽減した分

について都道府県が市町村へ補助し、国においては都道府県が負担した２分の１の額を補助する

仕組みとなっており、結果としては市町村は国と都道府県から２分の１ずつ補助を受けることと

なります。 

 また、今回の国の取組は学校給食費の負担軽減を実施する自治体を支援するものであり、保護

者個人に対する給付を自治体が代理で受領するものではありませんので、原則保護者の皆様に行

っていただく手続はなく、全て各自治体で申請等を行うものであります。 

 次に、交付金の上限額の算定方法といたしましては、牛乳と主食、おかずの完全給食や、牛乳

とおかずのみの補食給食など提供している学校給食の区分に応じた児童１人あたりの基準額に

５月１日現在の在籍児童数及び年間の給食提供月数として国で定められた月数である１１を乗じ

て求められます。当町の場合、完全給食を提供していることから国が示す児童１人あたりの基準

額は５,２００円であり、ここに在籍児童見込数と１１を乗じた額の合計額約２,９００万円が上

限額となり、本議会に上程している一般会計補正予算に県補助金として計上したところでありま

す。 

 なお、交付金の対象となる事業費は、小学校の学校給食における食材費に加え、アレルギー等

で給食を食べることができない児童へ助成を行っている市町村においてはその負担分も対象であ

ります。 

 続きまして、町が実施している給食費無償化の目的及び考え方でありますが、当町においては、

周辺自治体に先駆け、坂城町学校給食無償化実施要綱を制定し、令和５年度から町立小中学校に

就学し、町内に住所を有する児童生徒の学校給食費を無償化いたしました。また、町内に住所を

有し、町外の小中学校に就学した児童生徒に対しても補助金を交付することで無償化の対象とい

たしたところであります。 

 本事業は、食品や生活用品、燃料などの諸物価の高騰が続く中、子育て世帯に対するより一層

の支援・負担軽減が必要であるとの考え方から町独自の子育て支援施策として実施してきたとこ

ろであり、ご質問の国の給食費無償化事業の目的と同様の認識であると考えております。 

 続いて、ロの支援のあり方についてのご質問ですが、国は小学校の学校給食における食材費の

ほか、各自治体が実施する食物アレルギー等で給食を食べることができない児童への補助金につ

いても交付対象としており、実施の判断は各自治体に委ねられているところであります。 

 当町においては、食物アレルギー等により学校給食の代わりに弁当を持参した場合や町外の学

校に就学する児童生徒については学校給食費相当額を補助金として交付し、支援をしております。

また、不登校傾向にある児童生徒への対応といたしましては、いつでも安心して登校できるよう、
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日頃からの居場所づくりや温かい迎え入れの体制を整えることは極めて重要であるとの認識から、

児童生徒の登校したいという気持ちの変化や意欲についていつでも寄り添い、柔軟に対応できる

よう配慮しているところであり、給食についても日常的に準備を整え、適切に提供できることを

重点におき、対応しているところであります。 

 国の制度の課題や隙間とのご質問につきましては、食物アレルギーや不登校とともにそれぞれ

の状況に応じて対応が行われているものと認識するところであります。町といたしましては、今

後も安心・安全な学校給食を提供することにより子どもたちの健やかな成長と食育の推進を図る

とともに、様々な施策により子育て世帯を支援してまいりたいと考えております。 

１０番（祢津さん）  ご答弁頂きました。 

 １点再質問させていただきます。 

 甲府市では、不登校等のやむを得ない事情により給食を利用できない児童に対し、保護者負担

の軽減と公平性の観点から学校給食費無償化相当額を給付している事例もあります。学校給食費

無償化については、給食食材費への支援と捉えるのか、それとも子育て世帯への支援と捉えるの

かによって制度の考え方も変わってくると考えます。特に、不登校等によりやむを得ず給食を利

用できない家庭においても、食費そのものの負担がなくなるわけではありません。私自身、給食

費無償化の本来の目的は給食の食材費負担を軽減することそのものではなく、子育て世帯全体の

経済的負担軽減にあると考えています。 

 その観点から考えますと、給食を利用している児童だけではなく、不登校や長期欠席等により

給食を利用していない児童についてもどのように支援を届けていくのかという視点も重要ではな

いかと感じています。そのような中、町として給食を利用していない、あるいは利用できない児

童に対しても公平性の観点から何らかの代替支援を検討していくお考えがあるかお伺いいたしま

す。 

教育文化課長（細田さん）  再質問といたしまして、学校給食費の無償化について、給食を利用し

ていないなどの児童への代替支援の検討について町の考えはとのご質問を頂きました。 

 先ほどの町長からの答弁にもありましたとおり、今回の国の給食費無償化事業は保護者が負担

するとされている給食費の負担軽減を実施している自治体に対して自治体が負担した給食費、い

わゆる食材費に対し国や県から補助されるものであり、このことにより間接的に子育て世帯の経

済的負担軽減をするものです。不登校等で長期に学校を休んでいる児童生徒については、学校に

おいてはいつでも登校できるよう給食を準備しており、給食費として国の支援は受けられている

と考えます。 

 しかしながら、議員さんが先ほど言われたように、不登校についても事前に給食の欠食届を保

護者が提出することで給食費相当額を補助する自治体があると聞いております。当町においては、

いつでも登校できるよう準備をしていることから、現段階で給食費相当額を補助することは考え
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ていませんが、国や県の動向、近隣自治体の状況等を注視しながら、給食費相当額の補助に限ら

ず、子どもや子育て世帯にとってよりよい支援の方法などを調査・研究してまいりたいと考えて

おります。 

１０番（祢津さん）  ご答弁頂きました。 

 今回、福祉政策及び学校給食費について質問させていただきました。 

 坂城町は、近隣市町村と比較しても子育て・福祉分野において先進的な取組を進めており、多

くの支援制度が充実してきていると感じます。一方で、支援制度を整えるだけでは対応し切れな

い現実や支援につながりにくい家庭が存在していることも改めて見えてきています。障がいのあ

る子どもや医療的ケア児を支える家庭では、日々の生活の中で様々な不安や負担を抱えながら過

ごしている現状があります。また、学校給食費無償化については、不登校等により支援が十分に

届きにくい家庭が存在しています。 

 制度は多くの方を支えるために必要なものですが、その一方で現場には様々な事情や困難さが

あります。だからこそ、制度の有無だけではなく、今困っている方にどう寄り添うかという視点

を今後も大切にしていただきたいと考えます。また、行政だけでなく地域や関係機関とも連携し

ながら、障がいの有無や家庭環境にかかわらず、子どもたちが安心して育ち、将来に希望が持て

るまちづくりが今後さらに進むことを願い、私の一般質問は終わります。 

議長（中嶋君）  ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前 ９時３８分～再開 午前 ９時４８分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 次に、７番 星 哲夫議員の質問を許します。 

７番（星君）  ただいま議長より発言の許可を頂きましたので、通告に従い、私の一般質問を始め

ます。 

 近年、全国的に人口減少や高齢化の進行に伴い、空き家の増加が深刻な社会問題となっていま

す。長野県内においても、空き家所有者の高齢化や相続後の放置、管理者不在などを背景に適切

な管理が行われていない空き家が増加している状況です。空き家問題は、これまで景観悪化や人

口減少に伴う地域活力低下といった側面で語られることが多くありましたが、近年では防災・防

犯・衛生・地域安全に関わる重要課題として位置づけられるようになってきています。 

 特に、昨年大分県佐賀関地区で発生した大規模火災では、密集地に存在した空き家が延焼拡大

の一因になった可能性が指摘されました。これを受け、総務省消防庁は空き家の防火対策に関す

る手引きを策定し、自治体に対して危険な空き家への対応強化や消防・建築・防災との連携強化

を求めています。手引きでは、枯れ草や落ち葉の放置、灯油や廃タイヤなどがリスクを高める要

因として示されており、こうした状態の空き家を早期に把握し、改善につなげることの重要性が

示されています。 
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 坂城町においても、今後さらに人口減少や高齢化が進む中で空き家問題は避けて通れない課題

であると考えます。特に、管理が不十分な空き家では火災発生時の延焼リスクだけでなく、強風

や積雪による倒壊の危険、不法侵入、害獣・害虫発生など地域住民の生活環境や安全・安心に大

きな影響を及ぼす可能性があります。また、災害発生時には避難路や消防活動の妨げになること

も懸念されます。さらに、空き家の増加は地域景観や地価価値の低下にもつながり、定住促進や

移住推進の面でも影響を与える可能性があります。 

 そこで、質問します。 

 イ、坂城町の空き家の実態について。 

 １、現在空き家の件数や管理状態、危険性など、どのように実態把握を行っているのか。 

 ２、空き家の防火・防災対策などについて、所有者や管理者に対してどのような指導や対応を

行っているのか。 

 ３、消防・防災・景観・環境など、どのような関係部署と連携を図っているのか。 

 ４、空き家対策については、地域防災や地域活性化と結びつけ、各部署が連携し、町全体で空

き家の解消・活用に取り組むべきと考えますが、今後どのように進めていく考えがあるか、町の

見解をお聞きします。 

町長（山村君）  ただいま、星議員さんから空き家対策についてのご質問を頂きました。私からは

全般的な状況についてお答え申し上げまして、詳細につきましては担当課長から答弁いたします。 

 さて、ご質問にありました大分県大分市佐賀関地区の火災は令和７年１１月１８日夕方に発生

し、全域の鎮火まで１６日間を要した非常に大規模な災害となりました。被害状況は、建物

１８０棟超に延焼し、焼損範囲は約４万８,９００平方メートルに達しており、これほど大規模

な被害となった要因として老朽化した木造住宅の密集や強風、狭隘道路による消防活動の制約な

どが挙げられております。また、１８０棟を超える延焼建物の中には火災予防上管理が不十分な

空き家が散見され、延焼や飛び火により火災の発生に影響を与えた可能性が指摘されております。 

 当町におきましても適切な管理が行われていない空き家は存在するところであり、建物の老朽

化や草木の繁茂、可燃物の放置などにより火災などの危険性が高まり、平時に限らず、災害の発

生時には周辺の生活環境に大きな影響を及ぼす恐れがあるものと認識しているところであります。

こうした危険性を未然に防ぐためにも、空き家等の件数や管理状況などの実態把握が重要である

と考えているところであります。 

 そうした中で、まず空き家の所有者や管理者への指導や対応についてでありますが、町では防

火や防犯の視点に限らず、周辺の生活環境に悪影響を与える恐れがあると判断した空き家に対し

て空家等対策の推進に関する特別措置法や坂城町生活環境保全条例の規定に基づき、建物の損傷

状況や敷地内の可燃物の放置、庭木や雑草の繁茂など周辺環境への影響が認められる場合には所

有者または管理者に対して文書により適正な管理を行っていただくよう促しております。 
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 次に、空き家対策における関係部署との連携についてでありますが、まず役場内部におきまし

ては住民環境課が総合的な役割を担当しておりますが、その内容は多岐にわたることから、利活

用に関しては空き家バンクを担当する建設課、移住・定住施策を担当する企画政策課など関係す

る各課と連携を図りつつ進めているところであります。 

 また、空き家等に関する施策につきましては、空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき

設置しております坂城町空家等対策協議会において施策の方向性や特定空家及び管理不全空家の

指定などについてご協議いただいております。協議会には、町議会、区長会などの町や地域の代

表者、司法書士や宅地建物取引士などの専門職のほか、坂城消防署長、坂城町交番所長などにも

委員としてご参加いただいており、地域の安全確保や生活環境の保全に向けて必要な情報共有と

連携を図っております。 

 また、大分市佐賀関地区の大規模火災を受け、総務省消防庁は本年３月に密集住宅市街地にお

ける空き家等に対する火災予防ガイドラインを発出しております。このガイドラインでは、空き

家自体が直ちに火災の危険性を高めるものではないが、放置されて草木の繁茂や建物の損傷など

火災予防上管理が不十分な状態となった場合には、隣棟からの延焼や飛び火に対する脆弱性が大

きくなるとともに、火災が発生した場合には消防への通報や初期消火が遅れるなど延焼拡大の要

因となる可能性があると指摘しております。 

 その対応として、所有者等における適切な管理を促進することや消防本部における空き家の把

握のため、関係部署と消防本部が連携して空き家等の把握の実効性向上とともに、取組の促進に

つなげることが重要であるとしております。 

 町といたしましても、このガイドラインも参考に、引き続き千曲坂城消防本部と連携し、町内

の空き家の場所や状況などについて情報を共有するとともに、空き家の所有者や管理者に対する

適正管理をお願いしてまいりたいと考えております。 

 最後に、町全体での空き家の解消・活用に向けた今後の進め方についてでありますが、空き家

対策につきましては、地域防災、生活環境の保全、景観の維持、さらには地域活性化や移住・定

住の促進と結びつけながら取り組んでいくことが重要であると認識しております。町といたしま

しては、今後も関係機関との連携を図りながら、防火・防災上懸念のある空き家や、建物の損傷

や庭木や雑草の繁茂など周辺環境に悪影響を及ぼす空き家の所有者等への引き続き適正管理を促

すとともに、空き家を放置することのリスクについて所有者等の理解を深めていただくため、相

談会やセミナーなどを通じた周知にも取り組んでまいります。 

 また、空き家の中には適正な管理や改修により利活用が可能なものもあることから、所有者の

意向を丁寧に確認した上で、関係各課と連携しながら空き家バンクへの登録促進や片づけ・リフ

ォーム等に対する既存の支援制度の活用を通じて空き家の有効活用を進め、定住・移住の促進や

地域の活力維持にもつなげてまいりたいと考えております。 
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住民環境課長（山下君）  １、空き家対策について、イ、空き家の実態についてのご質問のうち、

私からは空き家の件数など実態の把握についてお答えいたします。 

 まず、町内にある空き家の件数ですが、本年３月３１日現在で２９６件となっております。内

訳としましては、特定空家が７件、管理不全空き家が３件、その他の空き家が２８６件となって

おります。このうち、特定空家とは空家等対策の推進に関する特別措置法第２条において、その

まま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態、または著しく衛生上有害となる

恐れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その

他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空き

家とされております。また、管理不全空き家については、同じく特別措置法においてそのまま放

置すれば特定空家に移行する可能性のある空き家とされており、どちらも所有者等に対して適正

な管理を促すことが必要となる空き家であります。 

 次に、実体把握の方法ですが、町では平成２７年度に町全体における空き家の調査を初めて実

施いたしました。その後、平成２８年度から２９年度にかけてと令和２年度にそれまでの調査で

把握した空き家のほか、新たに発生した空き家について調査いたしました。調査は、いずれも各

区の行政協力員に依頼して、情報提供を頂き、頂いた情報を基に町職員による現地調査により状

況の確認を行ってきました。これらの調査に加え、近隣住民の方々から寄せられる苦情や相談な

どにより新たに判明した空き家についても随時町職員により現地確認などを実施し、空き家の把

握に努めております。 

 また、把握した空き家のうち、さらに詳細な確認が必要と判断したものについては建築士によ

る２次調査を行っております。この２次調査では、特定空家として特別措置法に規定されている、

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態、著しく衛生上有害となる恐

れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他

周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態の４つの観点による建物自

体の破損や変形の状況だけでなく、敷地内に放置された可燃物の状況、庭木等の繁茂状況など専

門的な視点も含めた総合的な調査を実施しております。 

 そして、２次調査により該当するとの判定結果が出た物件については、坂城町空家等対策協議

会において特定空家または管理不全空き家と指定すべきかの最終判断をしていただいております。

指定された空き家については、所有者や管理者に指定された旨と危険箇所等の対応について依頼

する通知を送付しております。 

 このように、町では地域からの情報提供や町職員による現地調査、必要に応じた建築士による

２次調査を通じて空き家の実態把握に努めております。今後も、空き家の状況を継続的に確認し

ながら、管理状況や危険性に応じて所有者等への助言・指導や関係機関との連携を図り、適切な

対応につなげてまいりたいと考えております。 



- 31 - 

７番（星君）  ただいま、担当課長より丁重な答弁を頂きました。 

 坂城町地域住民の安全・安心なまちづくりをお願いして、私の一般の質問を終わりにします。 

議長（中嶋君）  ここで１０分間休憩します。 

（休憩 午前１０時０４分～再開 午前１０時１４分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 次に、３番 塚田 舞議員の質問を許します。 

３番（塚田さん）  ただいま議長より発言の許可を頂きましたので、通告に従い、農業振興につい

て質問いたします。 

 坂城町は、優れた技術を持つものづくりの町、工業の町として力強く発展してきました。また、

その一方で私たちの足元には千曲川の恵みを受け、先人たちが何代にもわたって汗を流し、大切

に守り伝えられてきた豊かな農地と営農の歴史があります。この工業と農業の調和こそ坂城町の

大きな強みであり、地域の豊かさを支える基盤であると考えています。 

 ２０２０年の農林業センサスによると、本町では多くの小規模農家や兼業農家によって地域農

業が支えられています。特に、農業経営体２５３経営体のうち、約６割にあたる１５９経営体が

副業的経営体であり、平日は工場や企業で働きながら休日には農業に携わるなど、工業と農業を

両立しながら地域を支えていることが本町農業の特徴です。 

 また、本町の耕地面積は約５００ヘクタール、そのうち畑が３２７ヘクタールを占め、ブドウ

やりんごなどの果樹栽培は地域経済のみならず町の魅力づくりにも大きく貢献しています。 

 また、農業に年間６０日以上従事する方は４２１人となっておりますが、その多くが高齢化し

ている現状を踏まえると、担い手の確保と次世代への継承は本町の農業にとって重要な課題であ

ると考えています。 

 町の第６次長期総合計画後期基本計画においても、高齢化や後継者不足に伴う耕作放棄地の増

加が課題として挙げられています。農地は、一度荒れてしまうと有害鳥獣被害の拡大や周辺農地

への影響が生じるだけでなく、再び耕作できる状態へ戻すためには大きな労力と費用が必要にな

ります。特に、本町のような中山間を含む地域では、農地は単に農作物を生産する場所ではあり

ません。景観の維持、水源の涵養、防災機能、水路管理など地域を支える多面的な役割を担って

います。そのため、農地の維持は農業だけの課題ではなく、地域の持続性にも関わる重要な課題

であると考えています。 

 また、担い手不足が進めば、草刈りや水路管理など地域で支えてきた活動の維持も難しくなり

ます。こうした状況を踏まえると、今の段階から地域の農業を支えていく取組が必要であると感

じています。 

 さらに、近年は資材価格の高騰や気候変動などにより農業を取り巻く環境は一層厳しさを増し

ています。新たに農業を始めたいと思っても農地確保や機械導入、技術習得などの課題があり、
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就農へのハードルは決して低くありません。だからこそ、本町の農業を将来につないでいくため

には人と仕組みの両面から支えることが重要であると考えます。そのためには、農業を続けてい

くための環境を整えるハード面と、担い手や地域を支えるソフト面の双方からの取組を進めてい

く必要があります。一つは、農業用施設や農地の保全、スマート農業の活用、鳥獣害対策など営

農を続けるための生産基盤や環境整備といったハード面の支援です。もう一つは、新規就農者へ

の相談、研修体制の充実や技術継承、担い手への農地集積・集約化など人と仕組みを育てるソフ

ト面の支援です。 

 また、スマート農業についても単なる先進技術ではなく、高齢化や担い手不足が進む中で限ら

れた人数でも営農を継続するための現実的な支援策として期待されています。近年では、自動操

舵システムや農薬散布ドローン、遠隔による水管理システム、草刈りの省力化機器など農作業の

負担軽減につながる技術が急速に普及しつつあります。特に、高齢化が進む中で、これまで多く

の時間と労力を要していた作業を効率化できることは営農継続の大きな支えになるものと考えま

す。一方で、本町のような中山間地域や小規模農家において、導入コストや機械の適用範囲など

の課題もあり、地域の実情に合った活用方法を検討していくことが重要であると考えています。 

 町の後期基本計画では、令和８年度から１２年度までの５年間で新規就農者３５人、スマート

農業導入１５件という目標が掲げられております。これらの目標を単なる数字で終わらせること

なく、本町の農業を将来へつないでいくためには、担い手の確保、営農継続への支援、そして地

域特性を生かした農業振興を一体的に進めていくことが重要であると考えます。 

 そこで、通告に従い、質問いたします。 

 イ、新規就農者支援についてお聞きします。 

 高齢化や後継者不足が進む中、地域農業を維持していくためには新たな担い手確保が重要であ

ると考えますが、１つ目として新規就農希望者や後継者に対する支援制度の現状は。２つ目とし

て、就農に向けた相談体制や技術習得のための研修支援の内容は。３つ目として、新規就農者数

の確保に向け、今後どのように取り組み、強化・展開していく考えか。 

 次に、ロ、スマート農業の推進についてお聞きします。 

 中山間地域を含む坂城町の農業を維持していくためには、省力化や効率化につながるスマート

農業の活用はさらに重要になると考えますが、１つ目として現在取り組んでいるスマート農業推

進の内容は。２つ目として、中山間地域や小規模農地におけるスマート農業導入のメリットとデ

メリットは。３つ目として、今後のスマート農業推進の方向性は。 

 ハ、持続可能な農業と地域特性を踏まえた支援についてお聞きします。 

 中山間地域を含む坂城町の農業を今後も維持していくためには地域特性を踏まえた持続可能な

農業支援が重要と考えますが、１つ目として耕作放棄地の防止や多面的機能の維持を含め、中山

間地域における農地維持についての町の考えは。２つ目として、ワインブドウ栽培や伝統野菜ね
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ずみ大根の生産者確保、ワインツーリズムなど地域特性を生かした産地づくりと支援の在り方に

ついての考えは。３つ目として、本町の貴重な財産であり、多面的機能を持つ農業を今後どのよ

うに振興していく考えか。 

 以上について、答弁をお願いします。 

町長（山村君）  ただいま、塚田議員さんから１の農業振興についてということで、イの新規就農

者支援、それからロのスマート農業について、またハとして持続可能な農業と地域特性を踏まえ

た支援についてのご質問を頂きました。私から、このハの持続可能な農業と地域特性を踏まえた

支援についてのご質問についてお答え申し上げまして、イとロの質問につきましては担当課長か

ら答弁いたします。 

 まず、耕作放棄地の防止や多面的機能の維持を含めた中山間地における農地維持の考えについ

てでありますが、町内ではブドウ、りんご、花卉のほか、ねずみ大根やワイン用ブドウなど多彩

な農産物が栽培されております。 

 農業における農地の位置づけは、単に農産物を生産するためだけの基盤としてだけでなく、水

源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承など社会全体に利益をもたらす多面

的な機能を有していることから、農地の適正な利用や有効活用は地域の農業を守る上で極めて重

要であり、今後、農地をどのように次世代に引き継ぎ、維持していくことかは地域の大きな課題

であります。 

 そうした中、農業生産活動の不利な中山間地域におきましては、集落等を単位として農業地を

維持・管理していくための協定を締結し、それに従って農業生産活動等を行う場合、面積に応じ

て一定額が交付される国の中山間地域等直接支払制度を活用し、２集落（小野沢・入横尾）で農

地維持に取り組んでいるほか、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の

共同活動を支援する多面的機能支払交付金制度では７つの組織（南条中之条・上沖・上平・上五

明・丸山・南日名・十六夜）が活用する中で、農業集落や中山間地域の農地保全を図っており、

町としましても活動を支援しております。 

 また、地域における農地利用の将来像を明確化し、１０年後の農業の担い手を位置づけ、農地

集積・集約化を図るため、農業経営基盤強化促進法に基づく地域計画を昨年３月に坂城・中之

条・南条・村上の４つの地域に分け、策定いたしました。この計画の推進にあたりましては、担

い手への農地集積を進めるとともに、耕作者不在の農地は県農業開発公社への農地の集積・集約

化を進め、小規模な農地は自給的な農家による農地保全・荒廃化防止を図ることで計画の実現を

目指してまいりたいと考えております。 

 また、この計画はブラッシュアップを継続していくことにより、地域ぐるみで農地と農業の担

い手の将来像を形づくり、農地の維持につなげるものであることから、町としても引き続き地域

の皆さんと協働して推進することで、中山間地域を含め、町内の農地の維持に努めてまいりたい
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と考えております。 

 続きまして、ワインブドウ栽培や伝統野菜ねずみ大根の生産者確保、ワインツーリズムなど地

域特性を生かした産地づくりと支援のあり方についてのご質問でありますが、当町ではブドウや

りんごといった基幹作物はもとより、ねずみ大根やワインブドウなど高いポテンシャルを活かし

た多くの農産物が生産されております。特にねずみ大根は、単に作物というだけでなく、地域で

古くから栽培されてきた伝統野菜であることや地域食文化のおしぼりうどんとして県内外にも知

られる地域ブランドとして認知されているほか、漬物やおやき、焼酎などの加工品として、また

小学校での食育活動としての栽培体験や、例年大勢の方にご参加いただいておりますねずみ大根

まつりなど地域に根づいております。 

 ワインブドウに関しましては、先日開催され、町内のワイナリーも出展した坂城駅前葡萄酒祭

２０２６には町内外から約２,８００人の方にご来場いただくなど大変な盛り上がりとなりまし

た。こうしたイベントを通じて、町内における生産者や生産面積の拡大、ワインツーリズムへの

波及、新規ワイナリー創業希望者の受入れを含め、さらなる発展が期待されるところであります。 

 今後につきましては、農産物の生産振興に加え、気候変動への対応やスマート農業の普及など

新たな課題解決の手法も研究するとともに、関係機関等にも助言を頂く中で、ねずみ大根やワイ

ンブドウなど地域特性を生かした産地づくりと支援に努めてまいりたいと考えております。 

 最後に、今後の農業振興策といたしましては、担い手を確保・育成するとともに、新技術やス

マート農業の導入といった新たな要素を踏まえた生産性の向上と農家所得の確保を図りつつ、環

境と調和した持続可能な農業の実現を目指すことが重要であると考えております。また、町だけ

でなく生産者団体や関係機関などとの事業連携や一体的な政策の推進が必要であることから、さ

らなる連携強化を進める中で持続的な産地形成に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

商工農林課長（北村君）  私からは、イ、新規就農者支援についてと、ロ、スマート農業について

のご質問にそれぞれお答えいたします。 

 新規就農にあたりましては、経営資金の調達のほか、農作物等を栽培するための農地の確保、

農業機械や施設の取得、栽培技術の習得など農業経営を開始するための諸条件を充足しなければ

ならないことから、町では関係機関や団体と連携し、円滑な新規就農につながるよう支援体制を

執っております。中でも町農業の基幹品目である果樹栽培は、農地に苗木を植栽し、最終的に収

穫が可能となるまでに３年から５年の期間を必要とするなど所得を得るまでに相当の期間を要す

ることから、収穫樹が既に植栽されている農地の取得や栽培技術習得のための研修制度の受講、

生活基盤を構築するための助成制度の活用など国・県・町の各種事業を組み合わせながら安定し

た就農につながるよう支援に努めております。 

 そうした中で、新規就農希望者や後継者に対する支援制度の現状といたしましては、就農のた

めの資金や農地の確保、農業機械や施設の導入、農業技術の習得などクリアしなければならない
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課題があることから、様々な支援策を設けているところであります。 

 生活基盤の構築支援につきましては、国における新規就農者育成総合対策により農業研修期間

中の新規就農希望者に対し、最長２年間を対象とする就農準備資金として年額１６５万円が交付

される補助金制度や、農業経営開始後の最長３年間を対象とする経営開始資金として年額

１６５万円が交付される制度によって新規就農者をサポートしています。制度の利用にあたりま

しては、就農準備資金では県などが窓口となり、年齢が４９歳以下で研修期間中、年間１,２００時

間以上の農業研修を行うこと、前年度の世帯収入の合計が６００万円以下であることなどの要件

があるほか、経営開始資金では市町村が窓口となり、認定新規就農者の資格を取得していること

や農業経営開始５年後までに農業で生計が可能な計画を策定することなどの要件がありますが、

研修期間中や農業経営開始直後の所得が不安定な期間に助成が受けられるため、セーフティーネ

ットとして生活基盤の面で資金的な心配をせずに営農定着を目指すことができる制度となってい

ます。 

 また、新規就農者にとっては住居の確保も重要な要素となることから、町では新規就農から

５年以内の認定農業者や認定新規就農者に対し、借家やアパートなどの居住物件の賃借料の２分

の１、月額上限２万円、空き家バンク登録物件は月額上限３万円となりますが、こちらを交付す

る新規就農者支援事業を設け、町内外からの新規就農者に対し、支援を行っています。 

 農地に関しましては、農業委員会による農地あっせんのほか、荒廃農地等再生利用補助制度に

よる荒廃農地の再生利用や農地活性化奨励金制度によって園地確保や経営規模拡大に対する支援

も行っています。 

 一方、農業機械及び施設の導入につきましては、町農業支援センターにおけるトラクターや乗

用草刈機、スピードスプレヤーなどの農業機械貸出し制度により、機械の購入など農業経営の負

担を抑えながらご利用いただけるほか、新規就農者支援事業では就農から５年以内の認定農業者

や認定新規就農者に対し、農業機械や資材などの購入経費の３分の１、上限２０万円以内を１回

に限り補助する制度も活用いただけます。 

 続きまして、就農に向けた相談体制や技術習得のための研修支援のご質問にお答えいたします。 

 新規就農を希望する方にとっては、自身がどういった農業経営を目指すのか当初の段階ではイ

メージしにくい場合も考えられることから、県の研修機関での農業体験や町農業支援センターで

行っているアグリサポート事業による作業経験を通じて、実際にどのような栽培品目が自分に合

っているかを見極め、どういった作業内容が必要なのかを学んでいただきながら、県と町の担当

者とのヒアリングを通じて将来の農業経営のビジョンを組み立てていきます。そうした中で、資

金や農地の状況や農業技術の習得の手段、住居の確保など各種事業や助成制度の活用と併せて、

最終的に５年後に目指す農業経営体としての営農計画書を策定し、その将来像に向けた研修と経

営開始後を見据えた計画の実践を関係機関等の支援を受けながら進めていくことになります。 
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 農業技術の習得につきましては、県農業大学校での研修や新規就農里親制度の活用によって技

術習得を図ることが可能であり、このうち新規就農里親制度では農家の方に研修生を受け入れる

ための里親として登録いただき、１年から２年にわたって農業技術の習得はもちろん、経営ノウ

ハウを実践的に習得する制度となっております。この制度は地域に根差した研修制度であるため、

その後の営農開始に向けて里親農家からのアドバイスや地域内における農地の確保、規模拡大へ

向けた情報の入手、農業経営開始後に地域に溶け込むことが容易になる点でも新規就農者にとっ

てメリットが大きいことが特徴となっております。 

 続きまして、新規就農者の確保に向けた取組の強化・展開のご質問にお答えいたします。 

 町では、これまで窓口における就農相談を随時実施してきたほか、県が首都圏で開催する市町

村・ＪＡ合同就農相談会への参加や、長野地域就農相談会への参加を通じまして、町内外からの

就農希望者の相談に応じてまいりました。特に、長野地域就農相談会は月に１回から２回開催さ

れており、長野管内での就農を希望する相談者が参加するため、相談内容が具体的であり、その

後の研修や就農につながりやすく、町としても今後できるだけ多くの相談会に参加してまいりた

いと考えております。また、研修生を受け入れるための前提条件である町内里親農家の確保・充

実に努め、より多くの研修生を受け入れる体制づくりを進めることで、次世代の農業の担い手を

確保してまいりたいと考えております。 

 続いて、ロ．スマート農業の推進のご質問についてお答えします。 

 スマート農業は、ＩｏＴ、あらゆるモノがインターネットに接続され、情報をやり取りする技

術、ＡＩ、ドローン、ロボット、ＧＰＳなどのデジタル技術を活用して農業を効率化・高度化す

る取組であり、昨今の農家の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加といった課題に対する解決

策として期待されております。 

 町では、令和４年度以降、農機メーカーやながの農協と連携し、除草作業の省力化や効率化の

ための自動草刈機やラジコン草刈機のほか、作業性向上や労力低減のため、ラジコン農薬散布機

や追従型運搬車、有害鳥獣追い払いのためのドローンなどスマート農業の推進につながる農業機

械の実演会などを開催し、農家の皆さんが実用性を体験し、導入に向けた検討につながるよう取

り組んでまいりました。 

 スマート農業のメリットといたしましては、自動運転トラクターやドローン散布に代表される

ように、少人数でも広い農地を管理しやすくなり、作業の省力化、担い手不足対策のほか、セン

サーによる温度・湿度・土壌状態分析により最適な栽培管理が可能となることで、生産性の向上

や収穫量の向上、品質の安定、病害虫防除につながり、これまで農家の経験則で行っていた農業

がデータ活用により見える化され、データ管理による作物等の栽培が可能となります。また、必

要な場所に必要量の農薬や肥料を散布することでのコスト削減効果や、過剰な農薬や肥料を減ら

すことによる環境負荷の軽減にもつながることなど、多方面での効果が期待されるところであり
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ます。 

 一方、デメリットとしましては、機械やシステムの導入コストによる農業経営の負担増のほか、

ＩｏＴ機器が通信環境への依存度が高いことによる山間地での使用制限の可能性があること、ま

た故障やシステム障害による作業リスクがあることなどが挙げられます。こうした中で、町内で

は実際に導入につながった事例が幾つかあるものの、省力化や実用性の高さ、費用対効果の点で

まだまだ課題があると考えております。 

 しかしながら、これまで実施してきた実演会におきまして、参加された、特に若手農業者の皆

さんは実際に操作を行ったり、業者に対し積極的に質問するなどスマート農業に対して高い関心

を持っておられました。今後のスマート農業推進の方向性といたしましては、少ない人手で効率

よく、安全に環境にやさしい農業を担う一つの方策としてさらに発展、重要になる分野と考えて

おり、町といたしましても引き続き、スマート農業の実演会を県やＪＡながのにも協力いただく

中で実施し、農業者の皆さんへの導入促進に努めてまいりたいと考えております。 

３番（塚田さん）  ご答弁いただきました。 

 今回の質問を通じて、新規就農者の確保や営農継続の支援、スマート農業の活用、そして地域

特性を生かした農業振興について、町の考えや方向性を確認することができました。 

 本町の農業を取り巻く環境は、高齢化や後継者不足、資材価格の高騰や気候変動などにより今

後さらに厳しさを増していくことが予想されます。そのような中においても、現在農業を支えて

いただいている皆さんの支援とともに、新たな担い手の確保や育成を進め、地域農業を将来につ

ないでいくことが重要であると改めて感じました。 

 また、スマート農業の活用や地域特性を生かした取組は、持続可能な農業を実現していくため

の大きな可能性を持っていると考えます。農業は、食を支える産業であると同時に、景観維持や

防災機能、水路管理など地域を支える多面的な役割を担う大切な地域資源でもあります。本町の

農業が地域を支える大切な財産として将来へつながっていくことを願い、私の一般質問を終わり

ます。 

議長（中嶋君）  以上で、本日の議事日程は終了いたしました。 

 明日９日は、午前９時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

（散会 午前１０時４３分） 
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６．議事日程 

  第 １ 一般質問 

（１）小中学校の英語教育についてほか 中 村 忠 靖 議員 

（２）学校給食についてほか 水 出 康 成 議員 

（３）熱中症への対応についてほか 宮 入 健 誠 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（中嶋君）  おはようございます。 

 定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第１「一般質問」 

議長（中嶋君）  最初に、６番 中村忠靖議員の質問を許します。 

６番（中村君）  おはようございます。ただいま議長より発言の許可を頂きましたので、通告に従

い、私の一般質問を行います。 

 初めに、山村町長の招集挨拶にもありましたが、先月１８日に、坂城町の名誉町民でもあるセ

ブン＆アイのＣＥＯ、名誉顧問であった鈴木敏文氏が亡くなられました。ご生前のご功績に敬意

を表しますとともに、心よりご冥福をお祈りいたします。 

 また、昨日は、フィリピン南部ミンダナオ島沖でマグニチュード７．８の地震が発生し、少な

くとも３２人が死亡したとの報道もありました。お見舞い申し上げますとともに、一刻も早い復

旧・復興が望まれます。 

 今回の一般質問では、１点目に小中学校の英語教育について、２点目に大規模地震災害につい

て、順次行います。 

 １、小中学校の英語教育について。 

 先月１８日に、社会文教常任委員会の町内視察研修において、塚田教育長、細田教育文化課長

に同行していただき、南条小学校ではタブレットを使用した授業と英語教育について座学研修を

行い、その後、授業の参観もさせていただきました。 

 また、２１日には、細田教育文化課長に同行していただき、坂城中学校の２時限目のＡＬＴ

（外国人指導教師）による英語教育では、今週当町を訪れ交流する予定のアメリカ・カリフォル

ニア州のプレシディオ中学に関連した授業についてと、３時限目のＩＣＴを活用した国語の授業

も参観させていただきました。いずれも個人所有のタブレットを用いての授業であり、電子黒板

なども活用し、５人から６人のグループに分かれての授業を拝見し、私どもの過ごしたときの授
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業風景とは一変した時代の流れと授業内容、進歩の違いに大変な驚きを感じたのは私だけではな

いと思います。 

 近年、グローバル化の進展やＩＣＴ環境の整備により、英語によるコミュニケーション能力の

重要性はますます高まっています。学習指導要領においても、聞く・話す力の強化が求められて

おり、現状の学校現場では一斉授業が中心であり、児童生徒一人一人が英語を話す機会は必ずし

も十分とは言えません。英語は、国際的なコミュニケーションの主要言語であり、グローバル化

が急速に進展する現代において、世界的な人々とつながるための重要なツールです。英語を習得

することは、将来のキャリアの選択肢を広げるだけでなく、異文化理解やコミュニケーション能

力の向上にもつながります。このような観点から、坂城町でも英語教育の一層の充実が必要と考

えます。 

 また、親の経済力と子どもの英語力との間には相関関係があり、塾や留学、英会話教室などに

通える子どもと通えない子どもの間には学習機会の格差が存在し、それが将来的な収入格差へと

つながる懸念が指摘されています。 

 教育基本法第４条が掲げる教育の機会均等を実現し、ＳＤＧｓの目標「４、質の高い教育をみ

んなに」を推進するためにも、全ての子どもがひとしく英語力を育むことができる環境整備が重

要と考えます。特に学校での授業時間内に実際に英語を話す時間は限られており、英語に対して

苦手意識を持つ生徒ほど、発話の機会が少なくなる傾向があります。このことは、学力差の拡大

や英語嫌いの固定化につながることも懸念されます。 

 こうした中、全国の自治体では、オンラインによるマンツーマン英会話を学校教育に導入する

動きが広がっております。このオンラインマンツーマン英会話は、インターネットを介して外国

人講師と一対一で英会話を行うもので、生徒はイヤホンを使用し、自分のペースで発話量を確保

しながら学習することができ、また、自宅からでも受講でき、オフラインの英会話教室と比べて

低コストで利用できる点も特徴です。 

 繰り返しになりますが、児童生徒一人一人が外国人講師と直接会話することで、発話量の増加、

英語への自信向上、学習意欲の改善などの効果が報告されております。また、ＧＩＧＡスクール

構想により整備された１人１台端末を活用できる点でも、実施しやすい環境が整っています。こ

うした動きは、長野県内においても、公立の学校ではありませんが、２０１９年に東京都市大学

塩尻高等学校で導入され、それ以降、ほかの私立中学校・高等学校でも活用されてきております。 

 その中で、感想を幾つか挙げますと、１つ目に、英会話に対する自信では、レッスン５回で自

信を持って会話ができたと感じる層が大幅に増加し、分からない単語を自ら聞くなど、積極性・

主体性が高まったとの意見。２つ目に、英会話に対する達成感では、理由・考えとともに意見を

伝えられたと感じる層が増え、会話が前よりもスムーズになったなど、やり取りに手応えを感じ

た。そして、３つ目の英会話に対する意欲では、これからも英会話でのコミュニケーションを取
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りたいと思った生徒は６割、少し思ったを含めると９割を超え、レッスン後に多くの生徒が英会

話への意欲を持つことができたなどなどの感想が寄せられております。 

 そこで、ＩＣＴ活用による学校向けオンラインマンツーマン英会話について、以下の４点伺い

ます。 

 １、本町における英語教育の現状の中で、児童・生徒が授業中、英語を実際に話す時間や機会

についてどのように認識しているか。 

 ２、ＡＬＴ（外国語指導講師）も参加し、英語教育を行っているが、授業時間及び状況と外国

語指導講師の人数は。 

 ３、英語に対する苦手意識を持つ児童・生徒について、現在、個別に発話機会を確保する取組

はどのように行われているか。 

 そして、４、オンラインによるマンツーマン英会話は、短時間でも個別に会話ができることが

特徴であり、教育効果が期待される。本町においても、試行的導入やモデル校での実施を検討す

る考えは。 

 以上について、それぞれ答弁を求めます。 

教育長（塚田君）  それでは、答弁いたします。 

 １、小中学校の英語教育についてのご質問に順次お答えいたします。 

 初めに、児童生徒が授業中、英語を実際に話す時間や機会についてのご質問でありますが、国

の学習指導要領における英語教育におきましては、小学校から高校まで一貫して、読むこと、書

くこと、聞くこと、話すことの４つの技能をバランスよく育成することを目標としております。

このうち、小学生段階では、文字と音の関連づけを意識しながら、まずは英語によるコミュニ

ケーションに慣れ親しむことを重視し、中学生段階におきましては、単なる定型文の暗唱にとど

まることなく、英語で自分の考えや気持ちを発表したり、お互いに伝え合ったりする力を養い、

高等学校卒業までには外国語で多様なコミュニケーションができるようになることを目指すこと

とされております。 

 また、文部科学省が毎年実施している英語教育実施状況調査においても、授業内での積極的な

言語活動やパフォーマンステストを通じた発話機会の確保が重視されており、実際の英語による

コミュニケーションの時間をいかに生み出すかが全国的な方針としても重要な柱となっていると

認識しております。 

 町におきましても、これからますますグローバル化が進展し、世界がより身近になる子どもた

ちにとって、英語によるコミュニケーション能力を育むことは極めて大切なことであるとの考え

から、英語を実際に話す時間や機会を提供できるように努めております。 

 具体的な独自の取組といたしましては、中学生のアメリカ海外派遣事業や高校生のタイ国研修

事業を継続して実施しております。多感な世代である中学生・高校生に日本以外の国の空気や匂
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いにじかに触れ、現地の同年齢の子どもたちと交流することで、世界の広さやコミュニケーショ

ンにおける言葉の大切さなどを感じ、自分の将来を考える一助としていただけるように取り組ん

でおります。 

 さらに、今年度におきましては、これまでの中学生海外派遣事業によって培われた貴重なご縁

を活用いたしまして、先週の６日から本日まで、アメリカの中学生が当町を訪れており、町内に

おいてホームステイをしながら、昨日は坂城中学校を、本日は３小学校を訪問する小中学校交流

事業を新たに実施しております。 

 続いて、ＡＬＴ（外国語指導講師）の授業時間及び状況についてでありますが、町内小中学校

におけるＡＬＴが参加する英語の授業時間及び実施状況につきましては、文部科学省の標準授業

時数を踏まえつつ、それぞれの学年の発達段階に応じたカリキュラムを編成し、小学校１、２年

生においては町独自に対応しております。 

 学年ごとの時間数については、小学校１年生及び２年生は週２回、１回あたり２０分間の短い

時間で集中して行うモジュール学習を取り入れ、年間３５時間を独自に確保しており、３年生及

び４年生におきましては週１回、４５分間の外国語活動として年間３５時間、教科化されます高

学年の５年生、６年生におきましては、１回あたり４５分間の授業を週２回行う体制としており

ます。さらに、中学生におきましては週１回、５０分間のＡＬＴが参加する授業を展開しており

ます。 

 これらの授業におけるＡＬＴの役割につきましては、学級担任や英語教科担任などの教職員を

しっかりと補佐しながら、児童生徒一人一人の理解度に合わせ、英語でのやり取りをその都度工

夫し行いながら、英語力の向上とコミュニケーション能力の育成を努めております。 

 次に、ＡＬＴの人数でございますが、町内小中学校には現在２名のＡＬＴを配置しており、こ

の２名のＡＬＴが町内の小学校３校、中学校１校を適切に巡回し、授業を担当する教職員と密接

に連携を取りながら、質の高い授業運営をサポートしている状況であります。 

 また、より早い段階からネイティブな英語や異文化に触れる機会を提供することが効果的であ

るとの考えから、学校教育の前段階である町内の保育園へＡＬＴを派遣し、幼少期から自然に英

語に親しめる環境づくりにも努めております。 

 続いて、英語に対する苦手意識を持つ児童・生徒の発話機会確保の取組についてでありますが、

先ほども申し上げましたとおり、現行の学習指導要領における英語教育においては、児童生徒が

外国語でのコミュニケーションを主体的に図れるようになることを目指して指導を行うとされて

おります。 

 実際の学校での授業におきましては、日常的にコミュニケーションを取っているため、安心感

があるＡＬＴや児童生徒同士がペアワークやグループワークを通じて互いに英語によるコミュニ

ケーションを交わす中で、楽しく学び合う機会を大切にしております。 
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 しかしながら、児童生徒の中には、英語に対する苦手意識や抵抗感があり、自発的に会話の輪

に入ることや活動に参加することが難しい子どもたちがいることも事実であります。このような

児童生徒に対しましては、授業において教職員やＡＬＴが巡回し、個別に寄り添い、聞き取りや

すい平易な英語表現を用いて優しく語りかけ、理解を促すなどサポートし、丁寧な配慮を行うこ

とで、全ての児童生徒が取り残されることなく、楽しく英会話や授業の活動に参加できるように

努めております。 

 最後に、オンラインによるマンツーマン英会話の実施の考えについてお答えいたします。 

 ご指摘のとおり、オンラインによるマンツーマン英会話は、短時間であっても児童生徒が個別

にネイティブな講師等と直接一対一で会話を交わすことができる点は大きな特徴であり、個別な

発話量を確保できる手法の一つであると認識しております。 

 先ほど議員からもお話がありましたが、県内においては一部の私立高等学校が導入しておりま

すが、その導入校においても全員が対象となっているところは少なく、一部の生徒を対象として

実施し、回数も年数回程度のところもあり、オンラインによるマンツーマン英会話の実施は、あ

る程度の英語力を習得した後の発展的な学習として位置づけていると考えます。 

 本町においては、日々の授業において、学習した内容を活用し、一人一人の児童生徒が友達、

ＡＬＴ、教職員と英語によるコミュニケーションを取ることを通して英語力を向上させ、お互い

が学び合うことで豊かな心を育てていきたいと考えております。 

 ご提案のオンラインによるマンツーマン英会話の導入につきましては、導入する学年、個々の

児童生徒への影響、公費負担の在り方などを慎重に考慮する必要があると考えます。したがいま

して、現時点において、直ちに試行的導入やモデル校での実施を行うことは考えておりませんが、

今後の国の動向や近隣の他自治体における実際の試行・導入事例、また、それに伴う教育的効果

や運用の課題などをしっかりと調査・研究し、慎重に見極めてまいりたいと考えております。 

 町といたしましては、まずは現行のＡＬＴ２名の手厚い配置を活かした授業の充実を図り、引

き続き、児童生徒が互いに顔を合わせ、認め合いながら、楽しく学び合える英語教育を推進して

まいりたいと考えております。 

６番（中村君）  ただいま、教育長より答弁を頂きました。現状については認識いたしました。英

語は知識として学ぶだけでなく、実際に使うことで身につくものであり、児童生徒一人一人が英

語を話す機会を確保することは、将来の可能性を広げる重要な取組と考えます。これは要望とな

りますが、本町としても、まずはモデル校の試行導入を行い、効果検証を進めるなど、今後のオ

ンラインマンツーマン英会話について、さらなる活用研究の推進を望んで、次の質問に移ります。 

 ２、大規模地震災害について。 

 近年、全国各地で大規模地震が頻発しております。特に能登半島地震では、住宅倒壊、道路寸

断、断水、避難所運営の混乱など、多くの課題が浮き彫りとなりました。また、今年に入ってか
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らも震度５以上の地震が１０回発生しているなど、長野県内においても４月１８日に長野県北部

大町市周辺で発生、ここは糸魚川癩静岡構造線断層帯や千曲川流域に関係する地震リスクが指摘

されており、今後もいつ大規模災害が発生しても不思議ではない状況にあります。さらに、近年

は、高齢化の進行や単身世帯の増加、地域コミュニティの希薄化などにより、自助・共助の力が

弱まっていることも懸念されています。 

 ２０２６年１月の能登半島地震では、輪島市内で、多くの住宅被害に加え、大規模火災の発生

が深刻な問題となりました。焼損棟数は約２４０棟、焼失面積は４万９千平方メートルにも上り

ました。出火原因は現在調査中であるが、屋内電気配線等に溶けた痕跡が認められたことから、

地震発生直後だけでなく、停電復旧時に発生する通電火災が被害拡大の一因になったことが改め

て指摘されております。また、東日本大震災においても、原因が特定された火災の過半数が電気

関係によるものとされております。坂城町におきましても、高齢化の進行、木造住宅の存在、住

宅密集地域などを考えると、大規模地震時の火災対策は極めて重要です。 

 その中で、強い揺れを感知すると自動的に電気を遮断する感震ブレーカーは、比較的低コスト

で導入可能な実効性の高い防災対策として全国的に導入が進んでおります。また、国や自治体で

も、普及促進や費用助成の動きが広がっております。 

 そのような中、長野県内の安曇野市、大町市、生坂村などで費用助成が実施されており、実施

事例として、安曇野市の場合について紹介させていただきますと、補助対象品目として、１、防

災セット、２、発電機・蓄電池（モバイルバッテリーを含む）、３、簡易トイレ・携帯用トイレ、

４、家具転倒・落下防止器具、５、感震ブレーカーなどなどです。次に、費用助成の内容として、

補助率及び上限額は、防災用品購入費の３分の１で、上限額２万円となっています。 

 以上のことから、行政による防災・減災対策の強化とともに、地域全体で命を守る体制づくり

が極めて重要であると考えます。 

 そこで、坂城町としての現状認識と今後の取組について、以下の４点伺います。 

 １、近年頻発する大規模地震災害において、本町における被害想定や現在最も課題と考えてい

る点は。 

 ２、避難所運営と備蓄体制について、高齢者、障がい者、乳幼児、外国人、ペット同行避難な

ど、多様な避難者への対応は。 

 ３、住宅・地域防災について、家具固定や感震ブレーカー設置費用などを助成する考えは。 

 ４、災害時の情報伝達については、正確で迅速な情報伝達が極めて重要となる。防災行政無線、

防災アプリ、ＳＮＳ、個別避難計画などを含め、情報弱者を取り残さない体制整備を進める考え

は。 

 以上について答弁を求めます。 

町長（山村君）  ただいま、中村議員さんから、大規模地震災害についてのご質問を頂きました。
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私からは全般的な状況についてお話し申し上げまして、防災器具などの助成につきましては担当

課長から答弁いたします。 

 地震は、地下で起きる岩盤のずれによって発生する現象でありますけれども、地下に隠れてい

てまだ見つかっていない活断層もあるとされており、いつどこで大規模な地震が発生してもおか

しくないと言われております。 

 ひとたび大規模な地震が発生すると、建物の倒壊や斜面の崩落を引き起こし、二次災害として

発生確率の高まる火災と併せ、多くの人命や財産が危険にさらされるとともに、影響が広範囲に

わたることやライフラインの寸断なども相まって、復興が長期化することなどが懸念されており

ます。 

 当町における大規模地震の被害想定につきまして、町地域防災計画においては、糸魚川癩静岡

構造線断層帯を震源とするマグニチュード８の大規模地震で震度６の揺れを、長野盆地西縁断層

帯を震源とするマグニチュード７．８の地震で最大震度５強を想定しており、建物倒壊、火災、

道路や上下水道などライフラインの寸断、交通機能の低下など、町民生活や地域経済に大きな被

害が及ぶことを想定しております。また、当町は、千曲川沿いの地形に加え、山間部を有してい

ることから、地震に伴う斜面崩落や土砂災害、河川堤防やため池等が決壊した際の浸水被害など

も想定しているところであります。 

 こうした中で、重要な課題と認識しておりますのは、災害時における迅速な避難行動と地域防

災力の向上であり、毎年開催している区長さんへの防災説明会において情報共有を図るとともに、

防災訓練などを通じて避難訓練や避難所開設訓練などを実施し、有事の際の迅速な対応を図って

いるところであります。 

 続いて、避難所運営と備蓄体制についてのご質問でありますが、まず、高齢者や障がい者、乳

幼児などの要配慮者の避難対応としましては、町地域防災計画において、要援護者収容施設とし

て老人福祉センター及びふれあいセンターを位置づけております。また、町内の高齢者福祉施設

及び障がい者福祉施設を運営する社会福祉法人と、災害時における要配慮者の緊急受入れに関す

る協定を締結しており、要配慮者の状況に応じた避難先としての確保に努めているところであり

ます。 

 また、乳幼児を伴う家庭への対応といたしましては、避難所にミルクや紙おむつ、生理用品な

ど、必要物資を配置できるよう備蓄を進めるとともに、授乳や着替え等に配慮したスペースなど、

個別に空間を確保し、対応してまいります。 

 外国人への対応につきましては、英語表記のある避難場所の看板や避難所内の表示を多言語で

表記するなどの対応をすることとしております。また、ペット同行避難につきましても、近年の

災害対応を踏まえ、避難所における受入れ方法やスペースの確保、周囲の避難者への配慮も含め

た対応を検討しているところであります。 
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 続いて、備蓄体制につきましては、県の地震防災対策強化アクションプランに基づき、県と連

携して食料や飲料水、毛布などの基本的な備蓄に加え、多目的簡易トイレやスロープなど、要配

慮者への対応を意識した資機材や衛生用品等の確保を進めております。 

 非常用備蓄資機材の整備につきましては、中核避難所における生活・衛生環境を改善するため、

国の地域防災緊急整備型地域未来交付金を活用し、断水した場合においても一定量の水を循環さ

せて使用することができる循環型手洗い器や、暑さ対策としてスポットクーラー、夜間における

避難所での光源確保のための投光器のほか、これらの資機材を保管しておくための備蓄倉庫の整

備につきまして、今補正予算に計上しているところであります。 

 また、水害対策として、現在は消防団の消防用ポンプを使用して排水しているところでありま

すが、砂利などの異物混入によるポンプの故障リスクが高いため、消防団設備整備費補助金を活

用し、排水に特化した排水ポンプの購入についても補正予算に計上させていただいており、今議

会で審議をお願いしているところであります。 

 次に、災害時の情報伝達の体制整備についてのご質問でありますが、災害時における迅速かつ

確実な情報伝達は、町民の生命を守る上で極めて重要であり、町では、防災行政無線をはじめ、

ホームページや坂城町防災ＷＥＢ、坂城町公式アプリ「さかきコネクト」、「すぐメール」等を

活用した情報発信を行うことで、緊急時に必要な情報が届くよう、多様な伝達手段の整備に努め

ております。 

 また、高齢者や障がいのある方など、情報取得に配慮が必要な方への対応として、地域や自主

防災組織、民生・児童委員等と連携しながら、個別避難計画の作成や避難支援体制の整備を進め

ているところであります。 

 そのほか、多言語に対応したホームページや「さかきコネクト」のほか、５か国語に対応した

ハザードマップなど、外国人への対応といたしまして、必要な情報が適切に伝わる体制づくりに

努めております。 

 町といたしましては、情報弱者を取り残さないようという視点を大切にしながら、誰もが必要

な情報を確実に受け取ることができる情報発信の体制整備に引き続き取り組むとともに、大規模

地震災害だけでなく、風水害など、全ての災害において迅速に対応できるよう、食料の備蓄や資

機材の整備、避難所における生活・衛生環境の改善を図り、防災訓練や防災学習会、出前講座な

どを通じて、町民の皆様の防災意識の向上に努めてまいりたいと考えているところであります。 

住民環境課長（山下君）  私からは、イ、大規模地震災害における現状認識と対策についてのご質

問のうち、家具固定や感震ブレーカー設置費用などを助成する考えについてお答えいたします。 

 自然災害において、台風、大雨、洪水、大雪などの気象現象による災害については、気象衛星、

気象レーダー、アメダスなど、観測技術の向上により、数日から数時間の猶予を持って予測する

ことが可能であるため、ある程度、事前に備えることが可能となってきております。しかしなが
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ら、予測の難しい地震災害などに対しましては、平時からの予防や対策を行うことが被害を最小

限にとどめる有効な手段と考えます。 

 町では、災害への備えとして、食料や保存水、生活備品などの備蓄を行うほか、住宅の耐震診

断補助、自主防災組織の活動支援、防災訓練の充実などを行っているところでございます。 

 各家庭においても、保存食や保存水、災害時に持ち出せる備蓄品の確保や家具固定・家具転倒

防止対策など、平時からの備えを進めていただく必要があると考えております。 

 また、地震や台風などの最初の災害が引き金となり、地震の揺れによる倒壊や電気・ストーブ

の消し忘れから発生する火災のように、時間を置いて連鎖的に発生する二次災害については、安

全装置つきの火気使用器具や住宅用火災警報器、消火器、感震ブレーカー等の設置や火気及び電

気製品の適切な取扱い等を徹底することで、地震発生時における人的被害や通電火災の防止に有

効であると認識しており、住宅の防災対策の一つとして、引き続き、自主防災組織等を通じて啓

発に努めてまいりたいと考えております。 

 また、ご提案をいただきました家具固定や感震ブレーカー設置費用への助成につきましては、

住宅の改修が必要になるケースや多様なブレーカーの種類があることから、これら設置に係る費

用や他自治体の先進事例、県の支援制度なども調査する中で検討してまいりたいと考えておりま

す。 

６番（中村君）  ただいま、町長、それから担当課長より答弁を頂きました。 

 災害はいつ発生するか分かりません。しかし、事前の備えと地域の連携によって守れる命は確

実にあります。 

 感震ブレーカーは、大規模な公共工事ではなく、比較的小規模な予算で実施可能な防災施設で

す。簡易型で数千円程度、分電盤型でも補助上限数万円程度で導入が可能とされています。また、

感震ブレーカーは決して派手な施設ではありません。しかし、火を出さないという極めて重要な

防災施設と言えます。 

 災害時には、避難所整備だけでなく、地域から被害を出さない視点がますます重要になります。

坂城町においても、１、命を守る防災、２、避難遅れを防ぐ防災、３、地域火災を防ぐ防災とい

う観点から、命を守る防災を町全体で進めるためにも、行政として防災・減災へのさらなる体制

強化をお願いして、私の一般質問を終わります。 

議長（中嶋君）  ここで１０分間休憩をいたします。 

（休憩 午前 ９時３６分～再開 午前 ９時４６分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 次に、４番 水出康成議員の質問を許します。 

４番（水出君）  ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問を行い

ます。 
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 １つ目に、学校給食について。 

 ２つ目に、地域クラブについて。 

 以上の２項目について質問します。 

 それでは初めに、学校給食について。 

 本町は、既に小中学校の学校給食費無償化が、近隣市よりも先進して取り組まれておりますが、

子育て支援を目的として、学校給食費の抜本的な負担軽減を令和８年４月より、公立小学校児童

の学校給食に必要な食材費について、国は地方自治体を支援する取組として開始されました。 

 本定例会の議案２４号「令和８年度一般会計補正予算書」において、当町では一般財源

２,９１７万２千円が減額され、国・県支出金として同額の補正が計上されております。 

 また、学校給食においては、近年、米騒動や物価高、最近は中東情勢悪化などの影響から給食

食材費の値上げや質の低下など心配されている方もいます。 

 その中、児童の保護者お二人の方より、食物アレルギーを有するお子様の学校給食の対応に関

して、代替食の要望や日々の給食の献立ごとに使われる食材に関して、原因食物に関する確認対

応の大変さなどお話を伺う機会がありました。お子様は「教室のみんなと同じく配膳される給食

を食べたい」と要望があるそうです。保護者の方は、給食献立表とアレルギー明細表を見て、給

食か弁当持参かの判断をしています。原因食物が分からないときや心配と思えるときは弁当にな

るそうです。弁当のときは羨ましいとされることやおかずをねだられたりすることもあるようで

す。いじめにつながっていないことは救われますが、当人とすると差別化を感じているようです。 

 また、代替食については、千曲市、上田市のホームページの情報では、児童生徒数も多く、給

食センターが複数あることから、アレルギー代替食は当町より対応幅があるようです。 

 お話をいただいた方のお子様は、原因食物が確定していないところもあるようで、アレルギー

明細表から加工食品など、さらに詳しく原因食物を確認したいこともあるそうで給食センターへ

確認を入れることもあるそうです。その中、共稼ぎのため給食センターの営業時間内に問合せが

できないこともあるようです。特に、次月の献立表を更新された直後の週の給食についての原因

食物の確認は、時間的余裕もなく、苦心されているようです。 

 食物アレルギーは時として命に関わる危険性もあります。保護者の方からすると大切なお子様

に関わることであり、慎重に確認したいとの思いとお子様の願いを満たしたい思いは当然のこと

と思います。 

 全体的に対象者は少ないかもしれませんが、全国レベルの公的データは令和４年度

（２０２２年度）になります。公表によると、食物アレルギー児童生徒数、学校が把握している

人数として約５２万６千人です。平成２５年（２０１３年度）から１０年間で約１２万人増加し

ているそうです。当町もどのような状況にあるのか気になるところです。 

 そこで質問に入りますが、イ、食物アレルギーについて。 
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 食物アレルギーの児童・生徒への対応に関して、当町の状況について５点について伺います。 

 １として、食物アレルギーの児童・生徒について。令和３年度から令和８年度についての届出

者数の状況を伺います。 

 また、学校でのアレルギー発症は抑えたいところですが、日本学校保健会アレルギー疾患に関

する調査報告書によると、令和３年度のエピペン使用者数は、全国で１,４１５人の報告があり

ます。 

 ２として、当町の令和３年度から昨年度までに、学校においてアナフィラキシー発症の実態は

あるのか伺います。 

 学校では、学校内での発症をなくすことが、第一の目標として取り組まれていると思いますが、

実際の対応状況として、３として、食物アレルギー届出者への取組と状況を伺います。 

 もし、不慮の事故として、アレルギー発症が起きてしまった場合、４として、小中学校におい

てアレルギー発症時の緊急対応はどのように行われるのか伺います。 

 ５として、保護者より献立表やアレルギー明細表に対して主に寄せられる主な質問と対応状況

を伺います。 

 続きまして、ロ、給食材料費について。 

 冒頭触れましたが、昨今の物価高騰は全国的な課題となっており、特に食料品価格の上昇は、

私たち家庭生活においても大きな影響を及ぼしています。 

 当町は、小中学校の給食費の無償化を先進的に展開し、保護者負担の軽減に大きく寄与してい

るところです。 

 本年度から学校給食費の抜本的な負担軽減により、当町は表向き財政負担軽減につながる構造

となっておりますが、昨今、中東地域の緊張の高まりは、原油価格や輸送コストの上昇から波及

して、様々なものに影響して、さらなる物価高騰が心配されるところです。食材価格の動向を把

握し、今後の見通しを踏まえた対応方針を明確にしていくことが重要と考えます。 

 給食の副食材は、栄養士の方が栄養素、摂取カロリーを保ち、材料予算内のやりくりに大変苦

心される中、おいしい給食を提供いただいておりますが、単品での提供が多い主食等は、やりに

くいところと推察します。給食材料費の現状について伺います。 

 １として、給食の主品として主食の米、パンと必ずある牛乳について、令和６年度から８年度

の価格推移について伺います。 

 県内でも今回の国の施策により、保護者負担、実質無償化に取り組まれた自治体は多くありま

すが、物価高騰による影響から、令和８年度より、学校給食材料費の値上げ改定を行い、値上げ

分を保護者へお願いする。もしくは増額分を自治体が負担する等の状況があるようです。 

 ２として、当町の学校給食は、町内産か県内産か国産でほとんど賄われていますが、今後も食

材高騰が続くことが予想されますが、町の対応方針を伺います。 
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 以上、１つ目の学校給食について答弁をお願いします。 

教育文化課長（細田さん）  １、学校給食についてのご質問に順次お答えいたします。 

 初めに、イの食物アレルギーについてでありますが、食物アレルギーは食物を摂取した際、身

体が食物に含まれるタンパク質等を異物として認識し、自身の体を過剰に防御することで、かゆ

みや蕁麻疹、嘔吐などのほか、意識がなくなるなど、重篤な症状を引き起こす場合もあり、注意

が必要であります。 

 消費者庁では、重篤度や症例数の多いものや、過去に一定の頻度で健康被害がみられた原材料

について、特定原材料及び特定原材料に準ずるものとして、食品への表示を義務づけ、または推

奨しており、本年４月にピスタチオが追加され、２９品目が指定されております。 

 近年、児童生徒の食物アレルギーの原因となるアレルゲンは多様化しており、特定原材料等の

２９品目だけでなく、それ以外の原材料についても十分な配慮が必要な状況となっております。 

 このため、給食センターでは安全性を最優先に考え、特定原材料等のうちソバ、落花生、クル

ミ、カシューナッツ、マカダミアナッツ、ピスタチオ、キウイフルーツのほかビワにつきまして、

近年、日常的に摂取する機会が減少しており、給食で初めて口にする児童も想定されることから、

アレルギー症状の発生リスクに配慮し、給食での提供を見合わせる対応を行っているところであ

ります。 

 しかしながら、学校生活においては、給食以外の場面でもアレルゲンと接触する可能性もある

ことから、特定原材料等以外の原材料を含め、全てのアレルゲンについて保護者から医師の診断

に基づく届出を頂き、学校と情報共有を図りながら対応しております。 

 ご質問の令和３年度から今年度までの食物アレルギーの届出者数は、令和３年度が１７人、

４年度が２１人、５年度が３０人、６年度が３５人、７年度が２９人、８年度は年度当初の人数

となりますが、４３人であり、年度ごとに増減はありますが、全体的には増加傾向であります。 

 次に、令和３年度からの学校におけるアナフィラキシーの発症実態についてでありますが、学

校においてアナフィラキシー症状が確認された事例は、令和５年度に１件、７年度に１件の合計

２件であり、いずれの事例も給食後に皮膚のかゆみや赤みなどの症状が見られましたが、原因と

なったアレルゲンは特定されていない状況であります。 

 また、共通点としまして、給食後の昼休みに運動をしていた際に発症していることから、運動

誘発性の可能性が示され、その後は医師の指導に基づき可能性のあるアレルゲンの除去を行うと

ともに、給食後、一定時間の運動を控えるよう学校において指導し、再発防止に努めております。 

 次に、食物アレルギー届出者への取組と実施状況についてお答えいたします。 

 アレルギーを有する児童生徒については、毎年度、学校からは給食担当教諭、養護教諭、教頭

など、また、給食センターからは担当職員、栄養教諭が同席し、保護者と共に届出いただいた学

校生活管理指導表をもとに、医師の診断内容や注意事項について確認を行っております。その中
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で原因となるアレルゲンの種類だけでなく、誤食時の症状、緊急時の対応方法、常備薬の有無な

どについても確認し、給食時間に限らず学校生活全般における安全確保について情報共有を図っ

ております。 

 また、服薬については医療行為に該当するため、学校で判断することはできないことから、緊

急時に速やかに保護者へ連絡できるよう連絡先や対応手順についても確認しているところであり

ます。 

 次に、小中学校におけるアレルギー発症時の緊急対応についてでありますが、各学校において

マニュアル化され、児童生徒の症状による緊急度の判断基準や対処方法、校内の連絡体制や役割、

保護者への連絡などが決められており、年度当初において教職員全員で情報共有を図っておりま

す。 

 次に、保護者からの献立表やアレルギー明細表に対しての質問と対応についてでありますが、

食物アレルギーを有する児童生徒の保護者に対しては、毎月の献立表に加え、希望者に対して特

定原材料等の使用状況と、より詳細な材料を記載したアレルギー明細表を配布しており、喫食が

困難な献立がある場合には、保護者から学校を通じて給食センターに連絡をいただいております。 

 一方で、昨今のアレルゲンは多種多様であり、先ほど議員さんの質問にもありましたが、保護

者からの配布の明細表では確認が難しく、どうしたらよいかとの問合せに対し、給食センターで

は個別に対応もしており、電話や給食センターへ来所いただく中で、食材の納入業者から提出さ

れた原材料配合表や成分表を確認いただくなど、可能な限り詳細な情報提供に努めているところ

であります。 

 次に、ロの給食材料費についてお答えいたします。 

 初めに給食の主食である米、パン及び牛乳の価格推移についてでございますが、量の違いによ

り、学年によって価格が違うものもありますので、中学生の１食あたりの価格でお答えいたしま

す。 

 米の価格から、令和６年度６７．２４円、７年度７８．３０円、８年度９８．８９円。 

 パンは、令和６年度は６１．６０円、７年度６４．８４円、８年度６９．４８円。 

 牛乳は、令和６年度６５．２２円、７年度６７．０４円、８年度７０．５８円で全て税抜きの

価格となります。 

 物価高騰等の影響により、全てにおいて上昇傾向であり、特に近年は米の価格上昇が顕著であ

り、全国的な需給状況や生産コストの上昇などを背景として給食用食材にも影響が及んでいる状

況であります。 

 最後に、食材価格の高騰が続くことが予想される中での町の対応方針についてお答えいたしま

す。 

 当町の学校給食は、町内産や県内産をはじめとする国産食材を積極的に活用し、安心・安全な
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給食の提供に努めております。 

 近年は、食材の価格や物流費、エネルギーコストなどが上昇傾向にあり、今後の見通しは非常

に不透明な状況ではありますが、町では、毎年度、食材費等の上昇を考慮した上で一人あたりの

給食費を算定し、必要な食材費に係る予算を確保しているところであります。 

 今後においても、食材価格の動向を注視しながら、献立の工夫や食材の適切な選定を行い、必

要な栄養バランスと量を確保するとともに、町内産や県内産の食材の使用なども考慮し、給食の

質を維持しながら、安心安全でおいしい給食の提供に努めてまいりたいと考えております。 

４番（水出君）  ただいま担当課長よりそれぞれ答弁をいただきました。 

 イの食物アレルギーについてなんですけれども、学校は食物アレルギーを有する児童生徒にも

給食を提供します。そのためにも安全性が最優先され、安全確保のため原因物質の完全除去を原

則に提供されています。除去や代替食の対応ができない場合、弁当持参をお願いする対応となっ

ております。 

 保護者の方も十分理解し、お子様のため奮闘されています。原因食物としてアレルギー明細表

に表示されていないが、加工品、調味料、だし、添加物など、使用原材料の確認を保護者の方が

給食センターに問合せする場合、時間内に電話で依頼することや、保護者自身が給食センターに

出向いて関係資料を見せてもらうということはできるそうなんですが、先ほども説明にあったと

思います。特に共稼ぎの方は、時間内の確認行動を取るために会社を休むことになる場合もあり

ます。当然、不安があれば、弁当持参ですが、親とすると子どもの要望をできるだけかなえるこ

とも頑張りたいところです。 

 そこで再質問ですが、原因食物確認のため給食センターに出向き、確認できる資料をリモート

アクセスなど、データ共有する環境を整備することなどを含め、時間外で確認方法など検討いた

だけないでしょうか。 

 以上について見解をお願いいたします。 

教育文化課長（細田さん）  再質問にお答えいたします。 

 原材料配合表や成分表は、給食センターへの食材等の納入業者が、それぞれメーカー側から取

り寄せ、提出いただいているもので、毎月１０件程度の提出があり、全てそろうのは献立のス

タートする前月の末近くであります。このことから、献立の開始前にリモート等で公表すること

は時間的にかなり厳しく、また、公表することへのメーカー等への同意も必要になると考えるこ

とから、全ての食材等について公表できるか分からないところであります。 

 また、メーカーによっては全ての原材料を記載しておらず、給食センターからメーカーへの問

合せが必要となる場合もございます。 

 食物アレルギーの発症は、場合によっては子どもの命を脅かすことにもなりかねません。保護

者の皆様から個別に給食センターへのお問合せをいただくことが、アレルギー原因食材を特定す
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る最も確実な方法と考えますので、引き続き、問合せをいただく中で対応してまいりたいと考え

ております。 

４番（水出君）  再質問に対してお答えいただきました。 

 企業のほうで公開するデータということもありますので、企業秘密的に扱われるところもあり

ますし、そういう時間的なところで現状すぐ対応というのはやはり難しいところかなと感じてお

ります。 

 今後も、問合せに対しての利便性向上や保護者との意見交換の場を積極的に設けるなどして、

継続して寄り添える丁寧な活動をお願いしたいと思います。 

 今後も、物価高騰は給食材料費にもいや応なしに襲いかかる懸念があります。今まで以上に町

として、価格推移を敏感にかつ的確に把握して、負担の在り方、必要があれば、適切な補正案を

上程することなどを願います。 

 そして、改めて給食センターでのやりくりに労をねぎらい、安全でおいしい給食の提供に感謝

して、次の質問に移ります。 

 次、２番目として、地域クラブについて。 

 国は、中学校の部活動移行を推進するため、令和５年度から７年度を推進改革期間と定め、令

和８年度から１０年度を改革実行期間前期、１１年度から１３年度を改革実行期間後期と定め、

令和８年度から新たに改革実行期間がスタートすることを踏まえ、将来にわたる生徒のスポー

ツ・文化芸術活動の機会の確保・充実等を図るため、部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に

関して、国としての考え方を示すものとして、令和７年１２月にスポーツ庁より「部活動改革及

び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」を示しました。地域クラブ活動は、

生徒の多様なニーズに応えるとともに、学校教員の働き方改革にも資する重要な施策であります。 

 しかし一方で、校外活動に生徒が参加しやすいか、指導者の確保、活動場所の調整、費用負担

の在り方、学校との連携など、生徒や保護者の方の不安が排除されているわけではありません。 

 そこで、イとして、千曲坂城クラブについて３点伺います。 

 部活動の地域移行が進められているが進捗状況について。当町においては、千曲市と共同で設

立された千曲坂城クラブにより展開されています。県内でも先進的な取組が進められていると承

知しています。 

 １として、千曲坂城クラブの完全移行は今年度でありますが、状況を伺います。 

 ２として、中学校部活動から地域クラブ活動への移行したことについて、どのように分析して

いるのか、町の見解を伺います。 

 ３として、学校の先生方もクラブ役員や指導者として名前を連ねている方もいますが、地域ク

ラブ活動における学校の先生の関わり方を伺います。 

 次に、ロ、安全管理について２点伺います。 
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 まずは、２０２６年５月６日に福島県郡山市の磐越自動車道で高校生徒ら２１人が死傷した重

大事故が発生しました。改めてお亡くなりになりました方のご冥福をお祈りし、けがをされた方

へのお見舞いを申し上げます。 

 事故原因としては、速度超過によるカーブの曲がり切り不足が最も有力視されているようです

が、世間が注目したのは白バス行為の疑いと学校とバス会社の手配経緯の食い違いなど、運行会

社選定の在り方が大きく浮き彫りになっています。 

 地域クラブの活動も当然、県外含め、地域外の活動がありますので、クラブ活動に関する遠征

の移動にまつわる安全管理について不安を覚えた方もあるのではないでしょうか。学校の活動か

ら地域へ移行にあたり最も注目すべきは、生徒の安全管理に関して責任の所在です。特に、移行

初期のため、地域クラブの組織運営として十分な確認と認識の共有が必要と思います。千曲坂城

クラブ移行に伴う生徒の安全管理について２点見解を伺います。 

 １として、クラブ活動の安全管理の在り方はどのような方針か伺います。 

 現在、磐越自動車道で発生した事故を受けて、国の対応は、文部科学省による全国通知の発出

と文科省と国交省の合同連絡会議の設置の２本柱で学校外活動の安全確保を強化する方向で動い

ていますが、２として、高校の磐越道バス事故は、クラブ活動に関しても人ごとではないと思い

ますが、事故を受けて地域クラブ組織として、対応事項について伺います。 

 以上、地域クラブについて答弁をお願いします。 

町長（山村君）  ただいま水出議員さんから地域クラブについてイ・ロとご質問をいただきました。

私からはイの千曲坂城クラブについてにお答え申し上げまして、ロにつきましては担当課長から

答弁いたします。 

 部活動の地域移行につきましては、令和２年９月に発出されました国の「学校の働き方改革を

踏まえた部活動改革について」により、令和５年度から部活動の段階的な地域への移行を図る方

針が示されたことから、令和５年３月に千曲市と坂城町の共同で、新たな中学生の地域活動の場

となる千曲坂城クラブを立ち上げ、千曲市教育委員会に事務局を置き、千曲市と坂城町の中学生

が一緒に様々なクラブ活動を行っているところであります。 

 発足当初は、休日の部活動から地域移行を始め、徐々に平日の部活動へと拡大し、今年度から

完全移行といたしました。また、この間、これまで議論されてきた地域移行という言葉は、学校

から地域へ事務を移管するというニュアンスが含まれていることから、令和７年５月の有識者会

議の最終取りまとめにおいて、呼称を改める方針が明記され、現在では地域展開という呼称が一

般的となっております。これは、放課後の活動を学校という枠組みに限定せず、地域社会の多様

なリソースである人材・民間クラブ・スポーツ少年団などを主体とした活動へと文字通り地域へ

広げていく、展開することを意味しております。 

 町といたしましても、子どもたちの活動の場は、学校が担う活動から地域が主体となって運営
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する社会教育活動へと転換を図るとの考えから、学校は施設の提供や情報の周知といった側面的

な支援を行い、地域全体で子どもたちの多様なニーズに応える体制、すなわち地域展開の構築を

目指しているところであります。 

 ご質問のありました現在の千曲坂城クラブの活動状況でありますが、千曲坂城クラブは、令和

５年３月に１５の専門部で発足し、令和５年度には休日の部活動を月１回から２回実施、６年度

は月２回から４回と徐々に回数を増やし、７年度は全ての休日の部活動を地域展開し、今年度か

らは平日休日を含め完全に地域展開を行って活動をしているところであります。 

 各専門部活動につきましては、生徒の皆さんの意見や要望を聞く中で、令和６年度にボッチャ、

歴史科学、総合文化の３専門部を追加し、今年５月現在で運動部系が１３、文化系が５の計

１８の専門部において、千曲市と坂城町の中学生１,０２５名が活動しております。 

 次に、部活動から地域クラブへ移行したことの分析でありますが、これまで坂城中学校部活動

で活動のなかったバドミントンやハンドボール、ボッチャ等の専門部が千曲坂城クラブで開設し

たことにより、生徒の選択肢が広がり、ほかの学校の生徒とも交流が広がっております。 

 クラブ登録者数につきましても、千曲坂城クラブが発足した令和５年度は９２１名でしたが、

６年度からは毎年千名を超える中学生が参加し、クラブ設立の目的である部活動の地域展開にお

ける中学生のスポーツ・文化活動の場の提供に一定の役割が果たせていると感じているところで

あります。 

 続きまして、地域クラブ活動における教職員の関わり方につきましては、まず、各専門部にお

ける指導者として教職員が登録する際は、教職員自らが千曲坂城クラブの指導を希望し、勤務す

る学校長から兼職・兼業の許可を得た上で指導者登録をしており、現在５２名の教職員に登録を

いただいております。 

 そのほかにも、千曲市と坂城町の各中学校におきまして、千曲坂城クラブの専門部ごとに窓口

担当教職員を配置し、学校の勤務時間内におきまして、千曲坂城クラブが使用する学校施設の割

り振りや生徒や保護者への連絡など、学校内の相談窓口として対応いただいているところであり

ます。 

 これまで学校が担ってきた部活動を地域展開していくことは、歴史的大転換ともいえる大改革

であり容易ではありませんが、共同運営の千曲市と共に一つ一つ課題を解決しながら、持続可能

なクラブにしていきたいと考えております。 

教育文化課長（細田さん）  私からはロの安全管理についてお答えいたします。 

 千曲坂城クラブの安全管理につきましては、千曲坂城クラブ規約において、参加している生徒

はクラブ活動に際し、クラブ諸規定を遵守し、施設管理責任者及び指導者の指示に従い、自己の

責任において行動すること。また、生徒及び保護者は、活動場所への移動または活動場所からの

帰宅について、自己の責任において安全に行うものとすると定めております。生徒及び保護者に
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は、この規約を理解していただくとともに、一人一人が安全管理の意識を持ち、納得した上で千

曲坂城クラブで活動をいただいているところであります。 

 なお、千曲坂城クラブとして、安全管理の意識の徹底を図っているところではありますが、活

動中の生徒及び指導者の事故等につきましては、全員がスポーツ安全保険に加入し対応しており

ます。 

 また、生徒を指導する専門部指導者は、千曲坂城クラブで実施する年８回の指導者研修の受講

を義務づけているほか、県や国などで開催される技術・指導者講習会などにも参加していただき、

クラブ活動内における安全管理を図っているところであります。 

 次に、県外高校の部活動遠征中におけるバス事故を受けての対応についてのご質問ですが、本

年５月６日、福島県郡山市内の磐越自動車道における部活動遠征中の高校生を乗せたバスによる

交通事故の発生を受け、長野県教育委員会高校教育課長より、５月１１日付で県立高等学校にお

ける生徒引率時の安全確保の徹底についての通知が発出されました。千曲坂城クラブにおきまし

ても、千曲坂城クラブ各専門部代表者及び事務局宛に「千曲坂城クラブにおける生徒引率時の安

全確保の徹底について」として、文書によりクラブ活動における大会・練習試合等の生徒引率時

の安全確保のための留意事項について通知したところであります。 

 通知文書では、まず、バス等の車両を利用する留意点として、旅行業者、運行業者の選定にあ

たっては、安全管理体制、運転者の健康管理、労務管理が適切であることを十分に確認すること。

過密な工程や無理な運行計画とならないよう余裕を持った日程を設定すること。 

 続いて、保護者または保護者会等に送迎を依頼する場合には、事前に保護者の同意を得るとと

もに運転者の健康状態、運転経験、当該車両に係る任意保険への加入状況等について確認するこ

と。生徒の搭乗人数や運行距離等を踏まえ、無理のない範囲での依頼となるよう十分留意するこ

と。 

 最後に、緊急時の対応として、指導者が生徒を同乗させて自家用車を使用しての引率は行わな

いこと。やむを得ず行う場合は、千曲坂城クラブ事務局長に承認を得ること。事前に緊急時の連

絡体制、対応方法を明確にしておくこととし、以上６つの点について十分留意し、安全確保の徹

底と指導者への周知を依頼したところであります。 

４番（水出君）  ただいまは、町長、担当課長より答弁をいただきました。 

 １点、地域クラブのほうの関係について再質問になりますが、今、保護者の方や指導者で、場

合によっては運転で移動することがあるというお話と受け止めましたが、謝礼等について禁止す

るとかいう文言はなかったような気がしますけど、その辺確認の意味でお願いいたします。 

教育文化課長（細田さん）  再質問についてお答えいたします。 

 移動にかかる費用といたしまして、保護者への謝礼ということですけれども、専門部の活動に

つきましては千曲坂城クラブから活動費補助という形で各専門部に配分されておりまして、その
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費用を各専門部で活用して、いろいろ活動しているところではあります。 

 移動につきましても、その活動費の中から各専門部において捻出しているものと思いますが、

保護者への謝礼については、それぞれの専門部で対応しているところであります。（同日、「お

互いのことなので謝礼等については特に対応していない。実費相当分をお渡しすることを検討し

ている専門部もあるということをお聞きしている」に訂正あり） 

４番（水出君）  今、再質問についてご答弁いただきました。 

 よく謝礼のところがよく白タク行為とか騒がれている部分もありますので、地域クラブのほう

を通じて、その辺間違いのないような運用になるように確認をお願いしたいかと思います。 

 特に、部活動は千曲坂城クラブへ本年度より完全展開されますが、先進的な本当に位置づけで、

ほかの市町村も大変注目していると思います。そしてまた、参考にしてくるのではないかなと思

います。 

 国のガイドラインに定められていると思いますが、地域展開後も、特に学校側として、生徒の

参加にあたり活動内容、安全体制を確認することというのは、非常に大変重要なことと思います。

保護者への説明責任、生徒の健康状態や特性の情報提供など、必要な範囲で地域クラブとの連携

窓口として、学校としての役割を十分果たすことを改めてお願いしておきます。そして、生徒た

ちが生き生きと活発にクラブ活動に励む輝く姿を想像して質問を終わらさせていただきます。 

議長（中嶋君）  ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時２９分～再開 午前１０時３９分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 ここで教育文化課長より発言を求められておりますので、これを許可いたします。 

教育文化課長（細田さん）  貴重なお時間をいただきまして申し訳ございません。先ほどの水出議

員さんの２の地域クラブについての再質問につきまして、私の答弁について訂正をお願いしたい

と思います。 

 保護者の謝礼につきましては各専門部で判断し対応していると、答えましたけれども、お互い

のことなので謝礼等については特に対応していないということと、あと実費相当分をお渡しする

ことを検討している専門部もあるということをお聞きしているところでございます。訂正をお願

いいたします。 

議長（中嶋君）  お諮りをいたします。 

 ただいまの説明のとおり訂正することにご異議ございませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしの声、多数と聞こえました。異議なしと認め、ただいまの説明のとおり

訂正することに決定をいたしました。 

 次に、５番 宮入健誠議員の質問を許します。 
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 ５番（宮入君）  おはようございます。ただいま議長より発言の許可を頂きましたので、これよ

り通告に従いまして、一般質問を行います。 

 さて、３月１９日に令和８年３月第１回定例会が閉会して間もなく、４月に入りますと、日本

国内においては、地震、山林火災、台風による災害と情報、熊による被害等について新聞各紙が

大きく報じました。 

 まず、先ほど同僚議員からもありましたが、４月１８日の午後１時２０分頃、県北部を震源と

する地震があり、大町市で震度５強、長野市で震度５弱を観測した。震源の深さは８キロ、地震

の規模はマグニチュード５．０と推定される。また、当日午後２時５４分頃にも近くを震源とす

る地震があり、大町市や長野市で震度５弱を観測した。 

 また、４月２０日の午後４時５２分頃、青森県で震度５強の地震が発生。気象庁によると、震

源地は三陸沖で、震源の深さは１９キロ、地震の規模はマグニチュード７．７。気象庁は、巨大

地震発生の可能性が相対的に高まったとして、北海道・三陸沖後発地震注意報を発表した。この

発表は昨年１２月以来２回目。また、総務省消防庁によると、同日午後８時１５分時点で北海道、

青森、岩手、宮城、福島の５つの道・県で１８万人超に避難指示が出たといずれも信濃毎日新聞

が報じました。 

 また、４月２２日の午後１時５０分頃、岩手県大槌町で発生した火災は大規模な山林火災とな

り、２９日に３日連続の雨や懸命な消火活動から安全が確保されたとして１,５５８世帯、

３,２５７人に対象としていた避難指示の大半を解除し、出火から１１日目に鎮圧が発表されま

した。なお、延焼範囲を示す焼損面積は１,６３３ヘクタールで、同町の面積の８％に上ったと

信濃毎日新聞が報じました。 

 次に、熊対応としては、５月１９日の日本経済新聞は、熊など野生鳥獣による被害が相次ぐ中、

長野県で３月に信州ガバメントハンター協議会（略称ＳＧＨＣ）が立ち上がった。県内市町村が

自治体の枠を超えて緊急銃猟などの知見を共有し、野生鳥獣への対応力の底上げを目指すとのこ

と。協議会の事務局は、全国に先駆けて長野モデルを確立できるよう多くの自治体に協議会を活

用願うとともに、県内全市町村に参加を呼びかけていると報じました。 

 そのような状況下、５月２０日に千曲市で、５月２２日には松本市の市街地で、それぞれの目

撃情報から１頭の熊を捕獲、駆除しました。 

 環境省は、５月１２日までに２０２５年度の全国の熊出没件数と捕獲件数を速報値で公表しま

した。出没件数は５万７７６件で、これまでの過去最多だった２０２３年度の２万４,３４８件

の２倍超となった。捕獲数も最多の１万４,７２０頭に上った。なお、出没件数は非公表の北海

道と生息していないとされる九州、沖縄は集計の対象外とのこと。 

 次に、５月２９日の日本経済新聞は、気象庁などは大雨などに警戒を呼びかける新たな防災気

象情報の発表を始めたと報じました。 
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 新たな防災気象情報は、河川氾濫、大雨、土砂災害、高潮の４種類の災害に対し、危険度が高

い順からレベル５から５段階の色と内容で発表する。河川氾濫は新たにレベル５の特別警報が新

設されました。同時に、時系列情報と線状降水帯直前予測の発表も始まった。時系列情報は、市

町村ごとに大雨や土砂災害の見通しを１日４回発表し、翌日までの警報級の見通しを表で示す。

直前予測は、線状降水帯発生の２時間から３時間前を目標に発生可能性が高まったと速報する。

５割程度の的中率を想定し、既に実施済みの半日前予測より精度を高めるとしている。 

 防災気象情報の運用開始から間もない６月２日は、台風６号の影響で西日本を中心に大雨とな

り、気象庁は一時、宮崎県日南市の広渡川と酒谷川にレベル４氾濫危険警報を出したほか、高知

県四万十町にもレベル４大雨危険警報を発表しました。５月に新たな防災気象情報の提供が始ま

って以来、危険な場所から全員避難が必要となる危険警報は初めて。また、九州から東海にかけ

ての太平洋側の各地に線状降水帯が発生する可能性があるとの情報が出る一方、不具合のため適

切に発表できない事態も起きたと信濃毎日新聞が報じました。 

 ここまで地震、山林火災、台風等について述べてきましたが、いずれにしても共通して言える

ことは、有事の際は、命を守るための行動として迅速な避難が求められております。 

 次に、ここからは自然災害と同様に社会問題となっております熱中症等について述べたいと思

います。 

 改めて熱中症とは、高体温障害と呼ばれる病気の中の一つで、体温上昇に起因する体の組織及

び臓器障害で、短時間で死に至る可能性がある病気であるため、健康な人でも発症する可能性が

ある。また、死に至らずとも、脳や臓器に障害が残る場合があるとされる。発症に詳しいメカニ

ズムは十分に分かっていませんが、深部体温（脳や内臓など重要な臓器内の温度）の過度の上昇

がポイントであることが明らかになっている。したがって、深部体温をなるべく上げないこと、

仮に上がりすぎた場合は速やかに下げるよう処置をすることが重要と５月１５日の全国農業新聞

が報じました。 

 ５月２６日の信濃毎日新聞では、学校の熱中症、減少傾向と題して全世代の熱中症による搬送

者数が増加傾向の中、近年の酷暑を受けて教育現場に広がった屋外活動の見送りなどの対策に一

定の効果があったと言えそうだと報じました。また、教育現場で暑さ指数に応じた部活動や体育

の実施可否判断、空調の整備が進んだことが背景にあると見られる。さらに、全世代に向けての

暑さ対策として暑熱順化での準備が重要と題して、気温が上昇する真夏を前に無理のない範囲で

汗をかき、体を適用させる準備期間を早めに設けるよう心がけてほしいとのこと。 

 少し時系列では遡りますが、４月１８日の日本経済新聞は、４０度以上は酷暑日と題し、気象

庁は最高気温が４０度以上の日の名称を酷暑日に決めたと発表しました。気象庁が天気予報など

に用いる予報用語に加え、今シーズンから危険な暑さへの警戒を分かりやすく伝える新たなキー

ワードとして活用する。また、気象庁によると、２０２５年は国内の観測史上最高の４１．８度
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を記録した群馬県伊勢崎市を含め、過去最多の延べ３０地点で４０度以上を記録したと報じまし

た。 

 さて、今回の一般質問を行うに際し、千曲坂城消防本部より熱中症に関する資料を頂きました

ので、その一部を報告します。 

 熱中症による救急搬送状況は、令和６年の千曲坂城消防署管内で７３件、このうち坂城消防署

は１４件、令和７年の千曲坂城消防署管内で９５件で、前年対比２２件の増、このうち坂城消防

署は１４件で、前年と同様、過去２年ともに６月から９月に集中しております。発生時間帯です

が、午前６時から午後６時までで８０％以上ですが、近年、午後６時以降においては増加傾向に

ある。 

 現在、千曲坂城消防本部は、戸倉上山田消防署、更埴消防署、坂城消防署にて構成されており

ます。救急車については、戸倉上山田消防署に２台、更埴消防署に２台、坂城消防署に１台が配

置されております。 

 昨年１年間の救急出動件数は４,２３９件、内訳は戸倉上山田消防署１,６５９件、更埴消防署

１,８４７件、坂城消防署は７３３件で、注目すべき点として坂城消防署が出動にて救急車が不

在の場合に戸倉上山田消防署より９２件、更埴消防署より５件の応援を得て救急対応をしている。

戸倉上山田消防署からの現着時間で平均約１０分、更埴消防署からの現着時間で平均約１９分が、

坂城消防署から出動した場合と比較して多くの時間が要するとのことであります。 

 これから夏場に向けて救急搬送の増加が見込まれる中、こうした状況も踏まえて町としても熱

中症対策を周知願いたいと思います。 

 以上のことを踏まえて、坂城町における今年の熱中症への取組について一般質問を行います。 

 １、熱中症への対応について。 

 イ、町民への対応について。 

 １、改正気候変動適応法と令和８年度の運用期間は。 

 ２、熱中症警戒情報、熱中症特別警戒情報の暑さ指数（ＷＢＧＴ）は。 

 ３、熱中症の予防強化は（効果的な普及啓発、注意喚起、広報活動など）。 

 ４、クールシェアスポットについて、どこに設置されているか。また周知の方法は。 

 ５、指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の民間事業所との協定締結の考えは。 

 ロ、小中学校について。 

 １、昨年度の熱中症の状況は。 

 ２、令和８年度の文部科学省による熱中症事故防止のポイントは。 

 ３、緊急避難所に指定されている体育館への冷暖房設置における検討の進捗状況は。 

 以上の質問について、答弁をお願いします。 

住民環境課長（山下君）  １、熱中症への対応について、イ、町民への対応についてのご質問のう
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ち、私からは改正気候変動適応法とクーリングシェルターについて、お答えいたします。 

 ご質問のありました気候変動適応法は、温室効果ガスを減らす緩和策ではなく、既に起きつつ

ある気候変動の影響に備える適応策を推進するために、平成３０年６月に制定されたものであり

ます。 

 そして、猛暑や豪雨、農業被害や健康被害など、気候変動による被害を防止・軽減し、国民生

活の安定と社会・経済の健全な発展を図ることを目的としています。 

 さらに、令和６年４月には、改正気候変動適応法の施行により、それまで啓発や注意喚起が主

であった熱中症対策に関する規定が新たに整備され、法律に基づくものとされました。 

 具体的には、国が策定する熱中症対策実行計画の法定化、熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒

情報の法的位置づけの明確化、市町村長による指定暑熱避難施設、いわゆるクーリングシェル

ターの指定等に関する仕組みが設けられました。 

 また、熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒情報は、環境省と気象庁が共同で発表しており、今

年度の運用期間は、４月２２日から１０月２１日とされています。 

 次に、民間事業所との協定締結によるクーリングシェルターの指定についてですが、熱中症対

策の一つとして、暑さを一時的にしのぐことができる場所の確保は重要であると認識しておりま

す。 

 クーリングシェルターは、気候変動適応法に基づき、市町村長が指定する施設で指定を受ける

には、室内を適切に冷やすことができるエアコンなどの冷房設備が整っていること、熱中症特別

警戒情報発表時などに住民や外出中の人が暑さをしのげるよう無料で開放できること、避難者が

休憩するために必要な広さとスペースを確保していることなどの条件が整っていることが必要と

なり、民間事業所との協定によるクーリングシェルターの指定にあたりましては、開設する期間

や時間帯、施設の受入れ体制、利用者の安全確保、費用負担など、あらかじめ整理しておくべき

課題があります。 

 特に、事業所の営業との関係や利用条件、責任の所在などについても慎重な検討が必要である

と考えております。 

 このため、現時点におきましては、まずは既存の公共施設の活用可能性や町における利用ニー

ズなどを踏まえ、制度の運用上の課題を整理していくことが必要であると考えております。 

 今後につきましては、国・県から示される情報や他自治体の取組状況も参考にしながら、町の

実情に即した対応について研究してまいりたいと考えております。 

保健センター所長（依田さん）  私からは、イ、町民への対応についてのうち、そのほかのご質問

について、順次お答えいたします。 

 気象庁の発表によりますと、今年の５月から７月までの平均気温は、昨年と比べ高くなること

が予想されており、全国では５月末現在、既に３０度を超える真夏日が２２日間あり、県内でも
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５日間（同日、「９日間」に訂正あり）観測されるなど、熱中症に対する取組は例年以上に必要

な状況となっております。 

 熱中症は、暑い環境にいることで体温が上昇し、重要な臓器が高温にさらされることにより、

体内の水分や塩分のバランスが崩れ、体温調節機能が働かなくなることから起きる障害の総称で

あり、死に至るおそれもある危険な症状でもあります。 

 総務省消防庁の公表では、昨年５月から９月の熱中症による救急搬送人数は全国で１０万

５１０人であり、平成２０年以降で最も多く、月ごとの搬送人数では６月が過去最多、９月が過

去２番目に多い状況でありました。 

 また、昨年は非常に暑い日が長期間にわたって続いたことから、熱中症警戒情報の発表日数も

過去最多の１１１日となりました。 

 初めに、熱中症警戒情報、熱中症特別警戒情報の暑さ指数（ＷＢＧＴ）についてのご質問にお

答えいたします。 

 熱中症警戒情報は、危険な暑さが予想される場合に暑さへの気づきを促し、熱中症への警戒を

呼びかけるもので、全国を５８の地域に細分化し、前日１７時または当日５時ごろの時点で暑さ

指数が３３以上の予測値となる場合、それぞれの時間に地域を示し発表されます。 

 この熱中症警戒情報に用いる暑さ指数とは、熱中症のなりやすさを表す指標で、気温、湿度、

日射量の３つを組み合わせて計算され、熱中症リスクを総合的に評価したものとなっております。 

 また、熱中症特別警戒情報につきましては、６年４月から運用が開始されたもので、都道府県

内全ての暑さ指数情報提供地点において、前日の１０時ごろにおける翌日の暑さ指数の予測値が

３５以上になる場合に前日１４時ごろ発表されるものでありますが、この２年間は全国において

発表されておりません。 

 次に、熱中症の予防強化についてのご質問にお答えいたします。 

 国では、熱中症による救急搬送人数や死亡者数が高い水準にあることから、毎年４月から９月

まで熱中症予防強化キャンペーンを展開しており、このうち７月を熱中症予防強化月間と設定し、

これらに合わせて本格的な熱中症予防の啓発・対策活動が実施されます。 

 厚生労働省においては、同期間を職場における熱中症予防対策期間とし、環境省と気象庁によ

ります熱中症警戒情報・特別警戒情報は、４月２２日から１０月２１日までの７か月間、情報提

供を行い熱中症予防を効果的に促しています。 

 町では、本格的な暑さを迎える今の時期から徐々に体を暑さに慣らし、汗をかくような活動や

生活を心がけていただきたく、暑熱順化による暑さに負けない体づくりを重点に、熱中症対策に

ついて子どもや高齢者、持病がある方についても注意していただけるよう、広報を５月号におい

て早い段階からお知らせし、住民の意識づけにも取り組んでおります。 

 熱中症の予防対策においては、その危険性や日常生活でできることを具体的にお伝えすること
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が重要であり、室内を適切な温度にすることや、小まめに水分や塩分摂取、野菜を多めに食べる

ことなど、家庭でできる取組を大勢の方が集まる健診や教室等の機会を捉え、周知しているとこ

ろであります。 

 今後におきましては、熱中症予防に関するリーフレットを町の公共施設に配置するほか、町の

ホームページにおいても状況に応じた熱中症対策について掲載するなど、関連サイトへの連携を

行うとともに、広報誌の保健センターだよりにおいても熱中症に関する情報掲載を行い、住民の

皆様に予防行動を心がけていただきたいと考えております。 

 次に、クールシェアスポットのご質問にお答えいたします。 

 クールシェアスポットは、各家庭で個別にエアコンを使用するのではなく、冷房の効いた公共

施設等を皆さんで共有して利用いただく取組で、省エネルギーや節電対策、さらに熱中症予防と

して実施しているものであります。 

 町内における設置場所につきましては、冷房設備を有する公共施設として図書館、文化セン

ター、老人福祉センター、Ｂ．Ｉプラザ、坂木宿ふるさと歴史館、隣保館、ふれあいセンター、

坂城テクノセンターを町民の皆様が気軽に利用できるクールシェアスポットと位置づけておりま

す。 

 また、現在、整備を進めております新複合施設におきましても、多くの町民の皆様が利用する

施設となることから将来的にはクールシェアスポットとしてまいりたいと考えているところであ

ります。 

 これらの施設の周知につきましては、町ホームページへの掲載を行うとともに、各施設におい

て案内掲示を行っております。 

 町では、熱中症への注意喚起として、熱中症警戒情報の発出時にすぐメールでお知らせしてお

りますが、今後、熱中症特別警戒情報が発出された場合には、３月から運用を開始しました公式

アプリさかきコネクトによる情報配信のほか、熱中症の危険度が高いことからも、各家庭及び屋

外で活動されている方にも周知できるよう、防災行政無線を活用してまいりたいと考えておりま

す。 

 すみません。先ほど気象庁の発表において、今年５月から７月までの平均気温は全国で５月末

現在、既に３０度を超える真夏日が２２日あり県内でも５日間と申し上げましたが、９日間の間

違いでございました。訂正をお願いいたします。 

教育文化課長（細田さん）  私からは、ロの小中学校の熱中症への対応について、お答えいたしま

す。 

 初めに、昨年度の町内小中学校の熱中症の状況についてでありますが、グラウンドで運動中、

吐き気、倦怠感といった熱中症と思われる症状を訴えた児童が１名おりましたが、この児童は保

健室で休養したことで回復し、重度には至らなかったと報告を受けております。 
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 次に、文部科学省からの熱中症事故防止のポイントでありますが、例年５月初旬に文部科学省

とスポーツ庁の連名による通知、学校教育活動等における熱中症事故の防止についてが発出され

ております。 

 本年も５月８日付で通知され、これによりますと、今年の夏は全国的に気温が高いと予想され、

教職員や部活動の指導者等で共通認識を図りながら、それほど気温の高くない時期から適切な措

置を講ずることや、活動の場所や種類にかかわらず、暑さ指数に基づいて活動実施を判断するこ

と等が必要であるとされております。 

 具体的な内容としましては、環境整備等として空調設備を適切に活用することや、空調設備の

有無に合わせて活動内容を設定すること、また、熱中症の疑いのある症状が見られた場合の処置

や救急要請を行う等の体制を整えることなどのほか、各種活動実施に関する判断については、実

際に活動する場所における熱中症の危険度を暑さ指数等を活用して把握し、適切な熱中症予防を

行うことなどが通知されております。 

 これらを踏まえ、町内の学校においては、授業や学校活動内容を判断する暑さ指数の基準を設

けたり、環境面においては、体育館使用時における大型扇風機やスポットクーラーの使用、教室

での窓開放や冷房使用のほか、定期的な水分補給の時間を設けるなどの対応をしているところで

あります。 

 最後に、避難所に指定されている体育館への冷暖房設備設置に向けた検討の進捗状況について

お答えいたします。 

 町立小中学校の体育館への冷暖房設備の設置につきましては、近年の夏季における猛暑から児

童生徒の安全な教育環境を確保することはもとより、町民の方が利用する社会体育施設として、

また、災害発生時において地域の皆様が避難される指定緊急避難所としての観点からも重要であ

ると認識しているところであります。 

 全国の状況を見ましても、学校体育館への冷房機能のみを含めた空調設備の設置状況は、令和

７年５月１日現在の国の調査によれば、２２．７％と、前年同月より３．８％の増加ではあるも

のの、依然整備が進まない状況であり、国におきましても、冷暖房を兼ね備えた空調設備の設置

について交付金を設けるなどの対応をしているところであります。 

 町におきましても、体育館への冷暖房設備は重要との認識ではありますが、導入にあたりまし

ては、国の交付金の条件として断熱工事が必須となっていることから、断熱方法の検討や設置後

のランニングコストも考慮した費用対効果などを慎重に検討する必要があると考えます。 

 今後におきましては、どのような冷暖房設備が最適かなども含め、町全体の事業計画を踏まえ

る中で検討してまいりたいと考えております。 

５番（宮入君）  ただいまは、各項目について担当課長より丁寧な答弁をいただきました。 

 その中で、イの町民への対応についてのクールシェアスポットの設置箇所において、一丁目一
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番地である町役場が含まれていないということに町民感覚から見ると若干の違和感を感じました

ので、追加の検討を希望したいと思います。 

 また、ロの小中学校の３、体育館への冷暖房設置における検討の進捗状況において、過去２度

一般質問をさせていただき、今回、第６次長期総合計画、後期基本計画の実施計画書に織り込ま

れたことは、一歩前進したと捉え、自然災害等の緊急避難所でもあることから、今後は早期設置

に向けた尽力を希望して、次の質問に移ります。 

 次の質問として、新複合施設について取り上げます。 

 新複合施設においては、関係する各種関係者、住民への説明会、そして建設委員会との打合せ

を３月１７日に開催されました建設委員会をもって、皆さんのご意見を計画に反映させることで

一つの区切りがついたかと思います。 

 また、４月１日の信濃毎日新聞は、坂城の新複合施設１０月着工、２０２８年２月の本体完成

を見込むとの見出しで、坂城町は保健センターや老人福祉センターを統合して建設する新複合施

設について、整備スケジュールを固めた。内容として、２０２５年度内を想定していた実施設計

は、２０２６年度にずれ込み、１０月の着工、２０２８年２月の本体完成を見込む。同年４月か

ら本体の一部を供用開始、道路の付け替えなどを含む全体では２０２６年２月の供用開始を目指

している。 

 山村町長は、「少子高齢化に対応するための拠点にとどまらず、多様な世代が集い、コミュニ

ティ活動や生きがいづくりの場となる施設にしたい」とコメントされております。 

 以上のことから、新複合施設建設に向けた内容について一般質問を行います。 

 ２、新複合施設建設について。 

 イ、これまでの経過について。 

 １、建設委員会や住民説明会の実施状況は（年度単位）。 

 ２、町民・利用者からの意見の反映は。 

 ３、基金の積立ての推移は（年度単位と現在の積立額は）。 

 ロ、今後のスケジュールについて。 

 １、現在の実施設計の進捗は。 

 ２、今後のスケジュールは（１期工事と２期工事の概要を含めて）。 

 ３、町民に関心を持っていただくために、オープン前に内覧会（見学会）等を実施するお考え

は。 

 以上の質問について、答弁をお願いします。 

町長（山村君）  ただいま宮入議員さんから新複合施設についてのご質問をいただきました。順次

お答えいたします。 

 新複合施設の建設につきましては、当町における公共施設等の総合的かつ計画的な管理の基本
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方針として、平成２９年３月に策定しました坂城町公共施設等総合管理計画、令和２年３月に策

定しました坂城町公共施設グランドデザインにおいて、老朽化が進む保健センターと老人福祉セ

ンターを複合施設として更新し、福祉・保健機能の強化を図るために計画したところであります。 

 また、令和３年３月に策定しました坂城町公共施設個別施設計画におきましては、福祉・保健

機能に加え、図書館や子育て支援センター機能の付加によるサービスの充実と、幅広い世代のつ

ながりや交流を創出する新たな施設として位置づけを行ったところであります。 

 さて、ご質問のイ、これまでの経過についてでありますが、新複合施設につきましては、令和

５年度において施設が目指す方向性やコンセプトを明確にするとともに、施設の設計案を立案す

る上で踏まえるべき基本的な要件を示した坂城町新複合施設基本構想・基本計画を策定したとこ

ろであります。 

 また、６年度には基本設計を完了し、現在、詳細な実施設計を進めているところであります。

実施設計については、当初は７年度中の完成を予定しておりましたが、町民の皆様からいただい

たご意見やご要望を反映するため、事業を繰越し、現在仕上げの段階に入っている状況でありま

す。 

 次に、建設委員会や住民説明会の実施状況についてでありますが、建設委員会につきましては、

令和５年度は４回、６年度は３回、７年度は２回開催しております。 

 また、住民説明会につきましては、建設委員会で協議・検討してきた経過を踏まえた基本設計

の内容等を受けまして、６年度に１回開催し、７年度には、周辺住民・地権者を対象とした地元

説明会を２回開催してまいりました。 

 続いて、町民、利用者からの意見の反映はについてのご質問でありますが、新複合施設につき

ましては、より利用しやすく親しまれる施設となるよう、基本構想・基本計画策定前の令和４年

度に、建設委員会の前身となる保健・福祉等複合施設建設準備委員会を立ち上げ、施設のコンセ

プトづくりの段階からご意見をいただいてきたところであります。 

 また、基本設計においては、設計業者から提案された平面図等の素案を基に、施設利用者の皆

さんや関係各所の職員とワークショップ形式での意見交換を重ねながら設計を進め、ご意見を反

映した案を基に、建設委員会においてさらに検討を加えてまいりました。 

 さらに、昨年度は大幅な変更が難しい実施設計の段階ではありましたが、地元説明会でのご要

望を踏まえ、建設予定地東側道路の幅員の拡幅について、設計に反映したところであります。 

 次に、今後のスケジュールについて、まず現在の実施設計の進捗につきましては、昨今の物価

高や中東情勢の影響による建築資材の高騰などを勘案しながら、最適な工法・部材等を最終的に

検討し、今月末の完了を目指して、施設建設費に係る積算等を行っているところであります。 

 続いて、今後の工事スケジュールにつきましては、現在、実施設計の完了に合わせて、第１期

工事の工事発注に向けた入札準備を進めているところであり、現在の予定といたしましては、
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９月議会に本契約の議案を上程し、ご審議いただいた上で、本体工事に着手してまいりたいと考

えております。 

 第１期工事については、今年度秋ごろから来年度にかけて建物本体の建築、電気・機械設備工

事及び外構・植栽、開発工事、建物周辺の町道改良工事、太陽光・蓄電池整備工事等を実施する

予定としているところであります。 

 第１期工事の竣工後に予定しております第２期工事につきましては、令和９年度に第１期の本

体工事と並行して実施設計業務を行い、翌１０年度に老人福祉センターの解体撤去工事、建物周

辺の駐車場整備、町道の付け替え整備などの工事を予定しております。 

 最後に、ご提案のオープン前の内覧会等の実施につきましては、新複合施設は多くの町民の皆

様からご意見をいただきながら整備を進めてきたところであり、完成後は幅広い世代の皆様にご

利用いただきたいと考えております。 

 また、当町の公共施設の新築での整備としては、平成２７年度に竣工しました南条小学校以来

となり、昨今にはない大型の公共施設整備事業となります。工事期間中の見学会等は安全性を考

慮すると難しい面もありますが、第１期工事竣工後、施設のオープン前については、建設に向け

てお力添えいただいた関係者の方々をはじめ、多くの町民の皆様に施設を見ていただく機会を設

けることができればと考えております。 

 なお、基金の推移につきましては、この後、担当課長から答弁いたしますが、新複合施設につ

きましては、子どもから高齢者まで幅広い世代が利用し、平常時はもとより、災害時においても

地域を支える重要な拠点となる施設であります。引き続き安全性や利便性の向上に努めながら、

将来にわたり町民の皆様に親しまれるウェルビーイング具現化をする施設となるよう整備を進め

てまいります。 

企画政策課長（長崎さん）  私からは、基金積立ての推移についてお答えいたします。 

 坂城町保健福祉等複合施設整備基金につきましては、保健福祉等複合施設の整備を図り、その

施設整備に要する費用の財源に充てるため、令和３年３月議会において、坂城町積立基金条例の

一部を改正し、新たな特定目的基金として設置したものでございます。 

 基金の積立額の推移につきましては、令和２年度は７,５００万円、令和３年度は１億

９,０２２万５千円、令和４年度は３億５,６８５万５千円、令和５年度は２億１,２００万１千

円、令和６年度は７億４,３２８万８千円、令和７年度は６億１３６万４千円を積み立て、令和

２年度から令和７年度までの基金積立総額は、２１億７,８７３万３千円でございます。 

 一方、令和７年度には、新複合施設整備事業の実施設計に係る費用に充てるため、基金から

８,２５０万円を繰り入れ、７年度末の基金残高は２０億９,６２３万３千円でございます。 

 さらに、令和８年度は、新複合施設整備事業第１期工事に係る費用に充てるため、基金から

５億９,８１０万５千円を繰り入れる予定としているところでございます。 
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 今後につきましても、国からの交付金や有利な地方債を活用するとともに、本基金を財源の一

つとして、新複合施設整備事業を進めてまいります。 

５番（宮入君）  ただいまは、各項目について町長、担当課長より丁寧な答弁をいただきました。 

 先日、議会の社会文教常任委員会で、坂城中学校を訪問する機会をいただきました。その中で、

最も圧倒されたことは、建物内において多くの木材が使用されており、壮大感とぬくもり感を強

く感じました。これまで、幾つかの県内外の施設を見る機会が多々ありましたが、今回の坂城中

学校は、抜きに出ていると感じました。今回の新複合施設建設においても、可能な限り長野県材

を用いた対応の検討を希望いたします。 

 また、先ほどの山村町長のコメントをこれから成し遂げる施策が、これからの課題とされると

思いますが、職員の手腕に期待するところです。 

 最後になりますが、中東情勢の不安定を踏まえた原材料等の高騰による建設費用への影響も大

変気になるところでありますが、町民が誇りに思う施設の建設であることを願って、私の一般質

問を終わります。 

議長（中嶋君）  以上で、本日の議事日程は終了いたしました。 

 明日１０日は午前９時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。 

（散会 午前１１時３１分） 
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６月１０日本会議再開（第４日目） 
 

１．出席議員    １３名 

    １番議員  中 嶋   登 君    ８番議員  玉 川 清 史 君 

    ２ 〃   大日向 進 也 君    ９ 〃   山 城 峻 一 君 

    ３ 〃   塚 田   舞 君   １０ 〃   祢 津 明 子 君 

    ４ 〃   水 出 康 成 君   １１ 〃   朝 倉 国 勝 君 

    ５ 〃   宮 入 健 誠 君   １２ 〃   滝 沢 幸 映 君 

    ６ 〃   中 村 忠 靖 君   １３ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ７ 〃   星   哲 夫 君    

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

          町 長   山 村   弘 君 

          副 町 長   臼 井 洋 一 君 

          教 育 長   塚 田 常 昭 君 

          総 務 課 長   竹 内 祐 一 君 

          企 画 政 策 課 長   長 崎 麻 子 君 

          会 計 管 理 者   竹 内 優 子 君 

          住 民 環 境 課 長   山 下 昌 律 君 

          福 祉 健 康 課 長   鳴 海 聡 子 君 

          商 工 農 林 課 長   北 村 一 朗 君 

          建 設 課 長   高 橋 卓 也 君 

          教 育 文 化 課 長   細 田 美 香 君 

          収 納 対 策 推 進 幹   川 島 徳 夫 君 

          ウェルビーイング推進室長   宮 嶋 和 博 君 

          Ｄ Ｘ 推 進 室 長   瀬 下 幸 二 君 

          総 務 課 長 補 佐                          宮 下 佑 耶 君           総 務 係 長    
          総 務 課 長 補 佐                       坂 本   幸 君           財 政 係 長    
          企画政策課長補佐                       宮 原   卓 君           企 画 調 整 係 長    

          保健センター所長   依 田 文 子 君 

          子 ど も 支 援 室 長   橋 本 直 紀 君 

４．職務のため出席した者 

          議 会 事 務 局 長   大 橋   勉 君 

          議 会 書 記   井 上 敬 子 君 

５．開  議    午前 ９時００分 
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６．議事日程 

  第 １ 一般質問 

（１）教材の備品化に向けてほか 大 森 茂 彦 議員 

（２）リサイクルによるごみ減量化ほか 大日向 進 也 議員 

（３）手話言語条例について 山 城 峻 一 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（中嶋君）  おはようございます。定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開き

ます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第１「一般質問」 

議長（中嶋君）  最初に、１３番 大森茂彦議員の質問を許します。 

１３番（大森君）  おはようございます。議長の発言の許可をいただきましたので、一般質問を行

います。 

 １、教材の備品化に向けて、文科省は令和７年６月２５日付けで、学校における補助教材及び

学用品等に係る負担軽減についての通知を発出しました。 

 主な内容は、学校における補助教材及び通学用服の学用品等の購入については、保護者等の経

済的負担が過重なものにならないよう、留意してほしい。このたび、現下の物価高により、影響

を受ける家計の負担軽減が一層重要となっていることも踏まえて各教育委員会等が工夫をしてい

る事例を整理したので、参考にしてほしい。また、既に補助教材費及び学用品にかかる保護者等

の負担軽減の取組を実施している教育委員会においては、現在実施している予算措置以外の取組

や工夫について、ホームまで情報提供をお願いしたい。このように文科省は全国の教育委員会に

事例の提供を求めております。 

 こうした文科省の取組について、町の見解をお尋ねいたします。 

 イといたしまして、保護者負担の内容は。 

 日本国憲法第２６条第２項は、義務教育は、これを無償とすると規定しています。義務教育に

おける教材費等の保護者負担について、町の見解をお尋ねいたします。 

 ロといたしまして、教材費の備品化は、についてであります。 

 １、今年度の当初予算の教材用備品費では、南条小学校で３８万４千円、坂城小学校で１５万

６千円、村上小学校で２８万３千円、坂城中学校で８７万８千円を計上しております。 

 それぞれ何を整備するのかお尋ねいたします。 
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 ２つ目に、３小学校での教材を備品化しているのはそれぞれどんなものがあるのか御答弁願い

たいと思います。 

 以上、１回目の質問といたします。 

教育長（塚田君）  １、教材の備品化に向けてのご質問に、順次お答えいたします。 

 初めに、イのご質問として、義務教育における保護者負担の見解についてお答えいたします。 

 先ほど議員からお話がありましたように、日本国憲法第２６条第２項におきましては、義務教

育はこれを無償とすると規定されており、義務教育段階における子育て世帯の経済的負担を軽減

し、全ての子どもたちに等しく質の高い教育機会を保障することは教育行政における一貫した基

本方針であると認識しております。また、義務教育の無償化の範囲につきましては、国の指針や

最高裁判所の判例におきましても、授業料を徴収しないことと解されており、教科書については

国の制度によって無償給付されておりますが、授業で使用する各種教材費や学用品費、給食費と

いったその他諸経費につきましては、受益者負担の原則に基づき、原則として保護者の皆様にご

負担をいただく運用が全国的に定着しております。 

 本町におきましては、長野県教育委員会で定める学校徴収金の基本的な考え方を参考に、学校

の管理運営及び教育活動に関する経費のうち、学校共通の維持に必要な経費は公費負担とし、授

業等で作成した成果物・作品や授業等に用いる購入品が個人に帰属する場合等、その直接的利益

が児童生徒に還元されるものに関する経費は個人に負担を求めるものとしております。例えば

ノートや鉛筆などの文房具、さらに鍵盤ハーモニカやリコーダーなど児童生徒が個人の学習活動

において直接占有し、使用に伴って摩耗・消費、あるいは卒業後も個人に帰属する性質の個人に

属する消耗品的なものにつきましては、原則として私費、保護者の皆様による個人購入をお願い

している状況であります。しかしながら、義務教育において、家庭の経済状況が子どもの学びの

格差につながることはあってはならず、保護者の皆様の負担を少しでも和らげるため、経済的な

理由により就学が困難な状況にある世帯の児童生徒に対しましては、就学援助制度などといった

公的扶助を適切に適用し、学用品費等の援助を行うことでセーフティネットの構築と教育の機会

の均等に万全を期しております。 

 続いて、ロの教材の備品化についてのご質問にお答えします。 

 今年度の当初予算における教材用備品費の内容でありますが、学校において、児童生徒が共同

で利用し各教科の指導効果を最大限に高めるための共通備品の購入を予定しております。南条小

学校では、国の理科教育振興事業の補助対象となる理科教材備品のほか、体育授業の充実を図る

ため逆上がり補助板やミニハードル及び児童の安全な運動を支える低学年用跳び箱の購入費用で

あります。坂城小学校におきましては、同じく国の補助金を活用し観察用の水槽用ＬＥＤ照明灯

や外部式フィルター、高度な観察に対応する双眼実体顕微鏡など専門的な理科教具の購入費用で

あります。村上小学校におきましても、国の補助金を活用し児童用の昆虫標本や化石標本、電気
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の実験等で使用する直流電流計などのほか、家庭科授業のためのミシン及び書写指導で視覚的な

理解を深めるための書写水書版の購入費用であります。坂城中学校におきましても、国の補助金

により生物顕微鏡や４Ｋビジュアルプレゼンターのほか、数学科での空間認識等の指導に用いる

図形学習教具フレームワークセット、家庭科室の電子直線ミシンなどを購入し、各学校における

ニーズに即した多種多様な教材用備品を幅広く準備する予定であり、ただいま準備を進めている

状況であります。 

 次に、小学校で使用する個人教材の学校備品化についてのご質問でありますが、最終的にその

成果物や購入品が児童生徒に帰属するものにつきましては、個人負担との考えから、算数セット

や裁縫セットにつきましては、原則として保護者の皆様に購入をお願いし、学校の備品ではなく

個人所有としております。学校備品としましては、先ほどの各学校で購入するとした顕微鏡やミ

シンなど、児童生徒が共有できるものを中心に整備しております。また、直近ではＧＩＧＡス

クール構想に基づき、児童生徒に整備されたクロームブックをはじめとする１人１台の学習用端

末本体につきましては、全て学校備品として公費により適切な整備と管理を行い、保護者の皆様

に金銭的な負担をかけることなく日々の学習に活用しております。しかしながら、保護者の皆様

の初期費用の負担軽減や限りある資源を大切にする循環型社会の意識を学校教育の中で育むとい

う観点から、これらの個人用教材の在り方については一歩踏み込んだ見直しが始まっております。

村上小学校におきましては、卒業生の家庭に対し、使わなくなった算数セットの提供を呼びかけ

る回収活動を開始いたしました。この取組により、集まった算数セットの中から、状態が良くま

だ授業で十分活用できるものを丁寧に選別・清掃し、今年度の新入生に対してリサイクル品とし

て再利用・支給するという環境にも家庭の経済にも優しい、温かい活動が進められております。

今後も各学校と緊密な連携を保ちつつ、子どもたちにとって最適な学習環境の確保と、保護者の

皆様が安心して子育てができる負担軽減策の双方を見据え、創意工夫を凝らした教材整備に努め

てまいりたいと考えております。 

１３番（大森君）  義務教育はこれを無償とするということでありますけれども、教育基本法にお

いては、授業料は徴収しないということが大原則になっていますけれども、しかし、今、国のほ

うでは高校の授業料を無償化にしていくという方向が動いております。当然、義務教育ですので、

なおさらこれは今後進められていく中身であります。ぜひ、これは今後も授業料の無償化を進む

中で、やはりこれは教材等についてもしっかりとやっていく必要があるかというふうに思います。 

 それで、教材費の備品化の点でございますけど、村上小学校では、これまで残って使わなくな

った算数セットを回収されて、そうしたリサイクル品として次の方にお渡ししていくということ

になっていますけれども、やはりこれまで教材というのは長年保護者負担でありまして、今もそ

うです。平成２３年の新しい学習指導要領が全面実践するにあたり、各教科で多くの学習内容が

増えました。このときは供用備品が主としていましたけれども、それほど保護者負担増にはなり
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ませんでした。令和２年から１１年度の指針では、令和７年の教材整備関係の地方交付税負担措

置が８００億円計上されております。それでお伺いするんですが、こういうこの町に対して地方

交付税はいったいどのぐらい交付されているのか、文科省が求めている保護者負担軽減について

しっかりと対応すべきと思うんですが、それについて、この点はどのようにお考えになっている

のかお伺いいたします。 

議長（中嶋君）  大変すみません、今、町側もいろいろ検討している中で、交付税に関しては通告

になかったような気がするということなんですが、そういうことで大森議員、よろしゅうござい

ますか。 

１３番（大森君）  通告の範囲は。教材購入する費用は国が出しているわけですよね。では、通告

はどこまでの、一字一句やらなければ答弁いただけないということですか。今調べられなければ

しゃべれないという答弁でいいのではないですか。私、そういうふうに思うんですが、議長それ

については。 

議長（中嶋君）  ちょっとお待ちください。 

１３番（大森君）  取り計らってください。 

議長（中嶋君）  大変ちょっと手間取っておりますが、ここで議事整理のため、暫時休憩を行いま

す。 

（休憩 午前 ９時１７分～再開 午前 ９時２０分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 皆さんにちょっとご迷惑をおかけして申し訳ございませんでした。 

１３番（大森君）  令和７年度の教材整備関係の地方交付税額は約８００億円が計上されておりま

す。坂城町においても、これを活用されて保護者軽減にぜひつなげていっていただきたいという

ふうに思います。 

 それで、先ほどの算数セットが例にありましたけど、長野市では算数セットを教材化している

学校があるんです。それは、その学年、あるいは１年か２年しか使わないという、使う期間がそ

の年度、その学年一時期だけというそういう決まったものについては備品化していくという方向

に取り組んでいます。これはもうそれぞれやっぱり学校の学校長の判断もありまして、一律に全

ての学校が同時になっているということではありませんけども、それぞれの学校で必要なものに

ついて備品化していくということがあります。それで、文科省が例えばとして例を挙げているの

は、今、算数セット、それから彫刻刀、あるいは裁縫セット、これらが今後卒業しても裁縫セッ

トは使っているという方も結構いらっしゃるので、これは別にしても算数セットとか彫刻刀、あ

るいはまだいろんな備品があると思うんですが、それらについてもやはり備品化していくという

ことを今後検討していただきたいと思うんですが、それについては検討されていただけますか。 

教育文化課長（細田さん）  備品化についてお答えいたします。 
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 教材について、使用によって摩耗・消費、あるいは卒業後も所有が個人に帰属するものについ

ては個人負担をお願いしているところではございますけれども、国においても保護者等の負担が

過剰とならないよう工夫することとの考えも出ておりますので、リサイクル等の手段も含めまし

て、学校と相談しながら創意工夫を凝らした教材整備に努めてまいりたいと考えます。 

１３番（大森君）  ぜひ、備品化に向けて準備を進めていただきたいということを期待したいと思

います。 

 次の質問にまいります。 

 ２といたしまして、千曲坂城クラブの今後は、であります。 

 先生の働き方改革の一環として、国が２０２３年から２５年度を改革推進期間として中学校の

部活動は地域移行を段階的に進めてきています。千曲坂城クラブは、全国でもいち早く立ち上げ、

今年度から本格的運用が始まりました。 

 以下、質問してまいります。 

 イ、現状は。 

 これについて登録人数、あるいは坂城中学生にとって新たにできた種目等については、昨日の

同僚議員の質問でも町長が詳しく答弁されましたので、これに対する答弁は求めません。必要あ

りません。 

 そこで、次の１点だけ質問申します。 

 部活の会場までの移動手段はそれぞれどうなっているかご答弁願いたいと思います。 

 ロといたしまして、中学校での部活動は教育活動の一環として長年行われてきたものでありま

す。地域移行によって家庭の経済状況による格差が生じ、子どもたちの活動機会が失われること

は避けなければならないと考えます。 

 そこで２点お尋ねいたします。 

 １、部活に参加するための個人負担はどのようになっているのか。 

 ２といたしまして、低所得世帯の子に対する国県町の支援はあるのでしょうか。 

 ハといたしまして、クラブ運営上の課題は、として千曲坂城クラブの運営上の課題としてどん

な点が挙げられているのか。以下、３点について質問いたします。 

 １、町の当初予算には４４０万円を計上しております。千曲市と坂城町の負担の内訳はどのよ

うになっているのでしょうか。 

 ２つ目に、クラブに対する国県の財政支援はあるのでしょうか。 

 ３といたしまして、千曲・坂城の教育委員会との連携状況、打ち合わせ等についてはどのよう

にされているのか。 

 以上、ご答弁を求めます。 

教育文化課長（細田さん）  ２の千曲坂城クラブの今後はのご質問に、順次お答えいたします。 
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 初めに、現状についてでありますが、部活動の地域への移行につきましては、国の方針に合わ

せ、令和５年３月に千曲市と坂城町の共同で千曲坂城クラブを立ち上げ、千曲市教育委員会に事

務局を置き、段階的に移行しながら、今年度から本格的に地域展開を図っているところでござい

ます。 

 各専門部の活動場所は、運動クラブは千曲市と坂城町の体育館や武道場、中学校の体育館やグ

ラウンド等で練習を行い、文化系クラブは市と町の文化施設や中学校施設、公民館等で活動を行

っており、それぞれの施設の空き状況や道具の充実、設備が整っている場所を確保し活動してい

ます。 

 ご質問のありました各専門部の活動場所への移動手段としましては、自転車、親及び部員保護

者の車での送迎、電車、循環バス、タクシー等であり、各専門部において活動場所の工夫や各専

門部に配当される活動費を活用し、移動にかかる保護者等の負担軽減に努めております。 

 続きまして、ロの保護者負担についてですが、昨年度までの千曲坂城クラブでは、地域展開の

準備期間であることから国の補助金、寄附金、千曲市と坂城町の負担金等により、生徒１人あた

りの負担は年会費３千円のみとなっており、そのうち８００円は生徒のスポーツ保険掛け金であ

ります。地域クラブとして完全に地域展開となりますと国の補助金が減少し、活動時間も増え、

指導者謝金等の増加が見込まれることから、クラブの発足時から各専門部代表や専門部指導者、

保護者代表、生徒代表、学校関係者で構成する千曲坂城クラブ運営委員会でも、今後の事業経費

と会費について議論を重ねてきたところであります。議論の中では、これまでも中学校の部活動

につきましては、活動状況に応じて外部の専門指導者への謝金、大会参加費等自己負担をお願い

し、部活動ごとに会費をいただいていたことから、千曲坂城クラブとしましても、今後も地域ク

ラブとして持続させるために専門部の活動時間に応じて運営に必要な月会費を徴収することとし、

今年度から年会費３千円のほかに各専門部の活動状況により金額は変わりますが、月３千円を上

限とした月会費を徴収しております。 

 なお、月会費の徴収にあたっては、昨年度から千曲市と坂城町の全中学校で保護者説明会を開

催し、保護者の皆様のご了解をいただいたところであります。 

 続いて、低所得世帯への国県町の支援についてのご質問ですが、国において今年度から経済的

困窮世帯の生徒への参加費等の支援に必要な事項について要領等を定めたところでございます。

内容としましては、対象とする生徒については生活保護世帯の生徒か住民税非課税世帯の生徒、

また、双方に準ずると認められる世帯の生徒とし、補助対象となる経費は地域クラブへの参加費

及び保険料等で、上限額の設定はありますが対象経費の２分の１以内が補助額となります。今後、

千曲坂城クラブに加入している生徒におきましてもどのような支援を行えるのか、千曲市とも協

議を行いたいと考えております。 

 最後に、ハのクラブ運営上の課題といたしまして、市町の負担の内訳についてでございますが、
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クラブ全体では今年度約４，６１０万円の事業費を予定しており、内訳は指導者への謝金及び大

会旅費で３，２００万円のほか、専門部の活動や大会出場への補助金５５０万円、専門部や他団

体等との連絡調整を行うコーディネーター及び会費徴収を行うシステム料、その他事務局経費な

どであります。この事業費を賄うため、千曲市と坂城町が共同で負担しており、負担割合は全体

の事業費から国の補助金、会費等を引いた事業費約１，９００万円の１割を均等割として千曲市

と折半し、残りの９割を生徒数の割合で負担しているところです。 

 続きまして、クラブに対する国県の財政支援はあるのかとのご質問ですが、令和５年度から

７年度までの準備期間については、移行体制の整備ということで国から地域クラブ活動体制整備

事業補助金がクラブ全体の事業費のおおむね半分を占めており、７年度については約

１，７８０万円の補助金を受けておりました。今年度からはクラブ活動が完全に地域展開となり、

移行にかかる補助金が見込めない状況でしたが、昨年度末の国の補正予算において、地域クラブ

への支援を目的とした補助金が新設され、２７０万円について交付される見込みが立ったことか

ら、今年度の予算として計上しているところでございますが、前年度からは大きく減額となって

おります。 

 続いて、千曲市と坂城町の教育委員会での連携状況ですが、次年度の予算の関係もございます

ので、年末頃から千曲坂城クラブの来年度事業計画や予算について協議を行い、市町の当初予算

成立後の３月下旬に総会を開催し、クラブの新年度予算の承認をいただいております。また、総

会以外にも国県動向の迅速な反映やクラブ運営に係る協議の場として、千曲坂城クラブ専門部指

導者、校長会代表、保護者代表、生徒代表等１４名で構成される運営委員会を組織し、活動計画

等を協議する運営委員会を年３回開催しております。運営委員会には千曲市関係者のほか、町か

らは副委員長として公民館長、専門部で剣道専門部代表として坂城中学校教諭が参加し、町教育

委員会事務局におきましても会議前の議題の協議や会議の結果について、千曲市教育委員会とも

情報共有を図り、千曲坂城クラブの事業計画への反映等を行っているところでございます。 

１３番（大森君）  具体的に答弁いただきました。クラブへの会場への移動についてですけれども、

自転車、車、循環バス等いろいろと使うことになるんですが、１つ、例えば水泳の場合は、冬季、

冬の期間は南長野運動公園で行うというふうになっています。そこで、ここへは電車で篠ノ井駅

まで行ってあとはバスになるかと思うんですが、これはどんなふうな、何かお聞きしているでし

ょうか。ご答弁願えればお願いしたいと思います。 

教育文化課長（細田さん）  再質問にお答えいたします。 

 クラブ活動に対する移動への支援につきましては、これまでも保護者の皆様から生徒の移動状

況に応じた補助を行ってほしいとの要望があり、運営委員会での協議の結果、移動手段の確保に

ついては千曲坂城クラブとして方針を示しまして、それに伴い各クラブで検討して実施している

ところでございます。千曲坂城クラブの方針としましては、生徒・保護者の負担が軽減されるよ
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うな活動場所を各専門部で工夫して、生徒の移動が少ない近場での活動を行ってほしいこと。あ

と、各専門部に対し人数に応じて配当される活動費の中から、生徒の移動方法に応じてタクシー

利用の補助、しなの鉄道、循環バス利用の補助等各専門部の状況に応じて対応をするということ

としております。対応につきましては、それぞれのクラブのほうで対応しているところでござい

ますけれども、以上のような支援を行いまして、千曲坂城クラブとして生徒及び保護者の皆様の

軽減を図るとともに、生徒が活動しやすい環境づくりに努めているところでございます。 

１３番（大森君）  ご答弁ありがとうございます。新しく、本格的に千曲坂城クラブが運営始まっ

たということになりまして、そこで保護者の皆さんに説明を行って承認をいただいているという

ことで、それは手順としては非常に当然のことだというふうに思うんですが、移行する前は当然

学校で部活をやっていました。そのときには、当然もう移動手段だとか、あるいは特別な費用、

謝金だとか、あるいは月謝だとかというようなのは発生していなかったはずです。おおむね保護

者の皆さんは承諾されているということであるんですけれども、しかし、低所得者世帯の子ども

さんに対する補助ということで２分の１は補助されているという、今ご答弁ありました。それで、

文科省は昨年１２月に策定した指針で、困窮家庭への支援を確実に行うとの留意点を明記しまし

た。今年度予算にはクラブ参加費と保険料を国と自治体で年最大３万６，８００円の補助をする

ということを盛り込んでおります。これについて、その対象者に対する国への申請はされている

のでしょうか。ご答弁を求めます。 

教育文化課長（細田さん）  先ほどの国の補助の関係ですけれども、２分の１は国から補助される、

残り２分の１は千曲坂城クラブが負担する、こういった分については保護者が負担するとか千曲

坂城クラブで負担するとか、そんなような検討も必要になってくると思いますけれども、また国

の補助要件といたしまして、別の７つの要件を満たして認定クラブである必要がございます。千

曲坂城クラブの一部のクラブではちょっと満たされないと思われる部分もございますので、今後、

活動状況を精査し検討していきたいということで、今現在では補助金の申請はしていない状況で

ございます。千曲坂城クラブは、千曲市と共同で作り上げた地域クラブです。今後、千曲市と協

議をする中で、そういった補助の申請をするとか、そういった件につきまして運営委員会や総会

に諮り、関係者のご意見を聞き、一つ一つの課題解決しながら持続可能なクラブにしていきたい

と考えております。 

１３番（大森君）  それでもこれは申請しているクラブも全国の中にはあると思うんですけれども、

これどうもここで言うのがいいかどうかというのもちょっと心配するんですけれども、やっぱり

千曲市と坂城町でもっと機敏な行動、打ち合わせ、そういうのをぜひやっていただきたいし、特

に低所得世帯の子どもさんに対しては部活に入っちゃ困ると親は思っていても、そういう費用を

出せないというふうになっていても、やっぱり親とすればやりたいことをやらせてあげたいとい

うことで、そういう家庭もあるかと思うんですよね。こういう方々の支援が国がやると言ってい
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るのに体制が取れなかったからできていない。これはあまりにもちょっとずさんと言うと大げさ

ですけども、やはり機敏なこの行動をぜひ求めたいというふうに思います。それから、クラブ運

営への課題ということですけれども、やはりそれぞれ教育委員会とのマッチングといいますか、

そういう打ち合わせ等をしっかりとやっていくということがやっぱり今後の大事な課題ではない

かというふうに考えています。子どもたちのスポーツ文化の機会を保障するということは教育の

機会均等の観点からも極めて重要であります。部活動の地域移行が家庭の経済力によって参加の

可否が左右される制度となることのないよう、次の点を要望しておきたいと思います。 

 国県の補助金の積極的な活用、保護者負担の軽減策、経済的困窮世帯への支援制度、千曲市と

の広域連携による効率的な運営ということについて、今後十分検討していっていただきたいとい

うふうに思います。 

 次に、坂城駅舎の利活用についてお尋ねいたします。 

 イ、坂城駅舎の有効活用は。 

 現在のしなの鉄道坂城駅は明治２１年の鉄道上田～長野間の開通時に設置され、このときには

坂木村という村でありましたけれども、その後、坂城（城）になり、名前も坂しろ駅と改称され

ました。そして、この坂城駅は近隣の養蚕の集荷だとか、あるいはリンゴやブドウの出荷、さら

にモノづくりの町として町内外からの通勤客を送迎するバスが発着していたという時期もありま

した。長野オリンピック開催に向けて長野新幹線の開通がきっかけに軽井沢駅から篠ノ井駅まで

がしなの鉄道に移管されました。 

 坂城駅の貨物の取扱いは、現在では油槽所の専用線があり、ＪＲ貨物に継承されています。町

長はエレベーター設置のとき、坂城駅は「セントラル・ステーション」と呼称されました。こん

なに主要な役割を果たしてきた坂城駅がＩＴの普及でＳｕｉｃａが導入され、ついに無人駅にな

ってしまいました。 

 国鉄は６つの民営化に分割され、新幹線の開業延伸等で全国の在来線は第３セクターに移管さ

れ、乗降客の少ない路線は費用対効果で、無人駅や鉄路の廃止が推し進められております。こう

した状況下で今後のしなの鉄道についてもどうなるか心配するところであります。 

 それはさておきまして、以下２点についてお尋ねします。 

 しなの鉄道から坂城駅の管理を任された内容はどんなものでしょうか。 

 ２つ目に、駅舎奥にあるギャラリーの活用はどのようになるのか。 

 以上、２点についてお尋ねいたします。 

町長（山村君）  ただいま、大森議員さんから３番目の質問としまして、坂城駅舎の利活用につい

てということでご質問ありました。今までの状況も踏まえまして、順次、お答えしたいと思って

おります。 

 まず、坂城駅につきましては、しなの鉄道の経営改革の一環として、平成１５年４月に駅業務
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について、しなの鉄道から町に委託されたところであります。委託された駅業務につきましては、

町の地域交通の利便性の維持や高齢者の雇用創出などを踏まえ、町から長野県シルバー人材セン

ターへ業務を再委託し、券売機で対応していない定期券や回数券などの発券業務、乗り越し運賃

の精算、切符の確認及び回収などの改札業務、発着時刻や運行情報などの構内放送に加え、待合

室や駅周辺の環境美化などの旅客サービス業務を実施してきたところであります。また、町では

この駅業務の受託を契機として、町の玄関口である坂城駅について駅利用者だけではなく、町民

の皆様や町を訪れる方への情報提供と憩いの空間の創出を目的としてギャラリースペースやコミ

ュニティスペースを整備するなど、駅舎の改修を実施した経過があります。また、しなの鉄道に

おきまして、先ほどお話ありましたが、本年３月１４日から全線全駅に交通系ＩＣカードＳｕｉ

ｃａが導入され、当町２か所の駅においてはポール型の簡易Ｓｕｉｃａ改札機が設置され、ＩＣ

カード読取部に交通系ＩＣカードをタッチすることにより、入出場が可能となったほか、列車の

運行情報や遅延情報などリアルタイムでの表示に加え、音声でもお知らせが可能な駅案内用モニ

ターシステムを導入するなど、駅員が行っていた業務を担うことができる体制を整備する中で、

テクノさかき駅に続き、坂城駅につきましても、４月１日から無人化となったところであります。 

 この無人化に伴いまして、しなの鉄道から駅事務室の利活用について打診を受け、事務室内の

状況やしなの鉄道による無人化後の事務室の利用予定、契約条件なども確認する中で、しなの鉄

道とも協議を重ね有効利用について検討してまいりました。私も過日その駅舎の中に入りまして、

大いに期待もしたんですが、これから申し上げる、ちょっと残念だという感じなんですけれども、

しかしながら、駅事務室の部分、床面積でおよそ１０坪余りと限定的であることや、しなの鉄道

の設備である券売機や制御盤等の機器が置いてあり、管理上立ち入りができないよう間仕切り壁

の設置が必要になるということで、活用できるスペースがさらに限られることに加え、駅舎につ

いては、実は明治４２年の建築であるということで、１２０年ぐらい前からなんでしょうか、老

朽化が大変進んでいる部分もあり、私も中に入りましたけど、床がうぐいす張りどころか、何て

いうか、からす張りみたいな感じで、ものすごい音が出るような床の状況でもありました。借り

ても駅員が管理上しょっちゅう入ってくるというようなことで、これは現状での利活用はかなり

難しいかなという判断に至っているところであります。また、しなの鉄道から坂城駅の管理を任

された内容とのご質問でありますが、無人化となった４月１日以降の対応といたしましては、駅

及び構内の管理についてはしなの鉄道の社員が定期的に巡回し、構内の清掃や日極駐車場の運用

を含めた駅舎管理を行っており、いわゆる駅業務についてはしなの鉄道が直接行っている状況で

あります。町におきましては、これまで活用してきたギャラリー等について、引き続き清掃等の

管理を行っていくところであります。また、ギャラリーの活用につきましては、これまで土日祝

日及び年末年始を除き開放時間を午前８時から午後６時までとし、展示等を目的とした希望者に

対して無料で貸出しを行ってきたほか、１６９系電車の車輪と車軸の常設展示とともに、
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１６９系電車保存会による鉄道にまつわる写真などの展示も行われてきたところであります。ギ

ャラリーの貸出し状況といたしましては、これまでに美術展や写真展などで坂城高校や坂城中学

校の生徒の皆さんの作品展示について年間を通じてご利用していただいたほか、町内の保育園や

幼稚園の子どもたちの作品展示や、近年では町内社会福祉法人の入所者の作品展示会の場として

毎年のようにご利用いただいている状況であります。 

 今後のギャラリー活用についてのご質問でありますが、これまでギャラリーの開閉につきまし

ては、これがちょっと問題なんですけれども、今までギャラリーの開閉につきましては、駅管理

業務の委託先であるシルバー人材センターの駅員によってギャラリーのシャッターの開け閉めを

やっているわけであります。ところが、駅員が不在となった４月以降、閉鎖の状態がずっと続い

ておりました。ということで、私は先ほど申し上げたように、駅舎の事務所そのものを使うのは、

これは難しいなと思うんですけども、ギャラリーについてはもっと一刻も早く管理できるように、

利用が再開できるように今調整中であります。坂城駅につきましては、町の玄関口であることか

ら、今後もしなの鉄道と協議を継続し、町を訪れる方々や駅利用者にとってよりよい空間となる

よう、引き続き検討してまいりたいと、早急にやりたいというふうに考えております。 

１３番（大森君）  町長より、懇切丁寧な答弁をいただきました。事務室が使えないとなると、あ

のままの状態なのかなというふうに思うんですけども、全国の無人駅では地元産の農産物の販売

だとか、あるいは図書館の分室だとか、コミュニティの場などいろんな活用をされている駅もあ

ります。坂城駅の場合はそうはいかないというお答えでございますけれども、１つギャラリーの

活用については早急に対応していただきたいというふうに思います。 

 時間もありませんので、次の４、イラク（同日「イラン」へ訂正あり）情勢による経営悪化対

応の支援を。事業所支援をということでお尋ねいたします。 

 ５月３０日の信濃毎日新聞で、「食品値上再燃」ということで、「ナフサの供給不安、包装費

も増加、７月以降も続く」と。そして、さらに２０２６年の飲食料品の値上げが１万品以上超え

るというふうに言っています。また、全国商工団体連合会の調査でも、塗装業の方は原材料が

５０から７５％値上げで溶剤の確保が大変だと。仕事を受注しても施工できない、収入が途絶え

るということでの不安を訴えています。こういう状況、そして、帝国データバンクの県内の支店

の調査では、県内では１４．６％が倒産リスクが高く、全国で最高というふうに言います。リス

クの高い企業の８６．６％は従業員１０人未満、７５．２％は売上高１億円未満の企業、業種別

では製造業が最多の１，０３２社、小売業が９２８社等についてなっているという報告がありま

す。 

 以下、２点についてお尋ねします。 

 町内事業所の現状把握はどのようになっているのか。 

 ２つ目に、今後の対策について。 
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 この２点についてお尋ねいたします。 

議長（中嶋君）  大変失礼ですが、早めにお願いをいたします。早口でひとつお願いいたします。 

商工農林課長（北村君）  ただいま、大森議員さんから４番目の質問といたしまして、イラン情勢

による事業所の経営悪化対応の支援についてのご質問をいただきました。順次、お答えいたしま

す。 

 今年２月２８日に、アメリカとイスラエルによるイランへの軍事攻撃により始まった戦闘によ

り、中東地域の海上輸送の要衝であるホルムズ海峡が事実上の封鎖となり、世界のエネルギーや

原材料の供給網を不安定化させています。これにより、原油価格の高止まりや、ナフサをはじめ

とする化学原料の供給不安を招き、国内経済への影響が懸念されているところであります。 

 こうした状況の中、町内事業所の状況を把握するため、４月に町内製造業主要２０社を対象と

いたしまして、四半期ごとに実施している経営状況調査の際に、イラン情勢やホルムズ海峡の事

実上の閉鎖による自社の事業や収益に与える影響について調査いたしました。 

 回答のあった企業からは、生産に使用する油脂類や原材料の調達を懸念する回答が多くあった

ほか、こうした状況が長期化した場合、生産への影響や受注量の減少を懸念する回答が寄せられ

たところであります。また、町、商工会、さかきテクノセンター、テクノハート坂城協同組合の

商工４団体で毎月行っている定例の打ち合わせ会議においても、３月以降、イラン情勢による町

内事業所への影響について情報共有を行っておりますが、現在のところ、商工会などに対し事業

所から生産に使用する油脂類や原材料の調達などを懸念する声は寄せられているものの、資金繰

りの相談にまでには至っていない状況であります。 

 次に、今後の対策についてお答えいたします。 

 現在の中東地域の緊張が長期化した場合、事業所の資金繰り支援が必要となってくることも想

定されます。県からは、今回の中東情勢を踏まえまして、融資制度の拡充を検討していると伺っ

ておりますが、町といたしましても、今後、県や金融機関、関係団体とも連携して事業所の資金

需要に円滑に対応できるよう取り組んでまいりたいと考えております。また、今回のイラン情勢

悪化による影響につきましては、全国的な課題でもありますので、今後も引き続き、町内事業所

の状況把握に努め、必要に応じて国や県にも支援を要請していきたいというふうに考えておりま

す。 

議長（中嶋君）  ご協力ありがとうございました。 

１３番（大森君）  １点だけ再質問させていただきます。今のところ、融資の資金繰り等について

は、融資の相談は今のところないということですけれども、今後どうなるかということもありま

すので、これはセーフティネット５号の適用というのは、この状況でもされるのでしょうか。 

商工農林課長（北村君）  セーフティネット５号への適用の関係でありますが、こちらにつきまし

ては、国のほうで不況業種として指定してまいります。３か月ごとに見直し等を行っておりまし
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て、現状で対応不況業種として認定されていればもちろん対応できますが、７月で見直しがまた

ありますので、そこで不況業種の増加させる、不況業種の対象業種が増えることも想定されます。

その点も踏まえまして対応してまいりたいというふうに思います。 

１３番（大森君）  それでは、見直しになった時点で、やはり広報などで周知していただくという

こともお願いしたいというふうに思います。このイラク（同日「イラン」へ訂正あり）情勢の点

ですけれども、今でも停戦交渉はやられているというふうに言われていますけれども、交渉も行

き詰まった状態になっています。石油由来のナフサ不足など全国の全産業に大きな影響を与えて

います。これまでのカラー刷りだったお菓子などの袋も２色刷りになったりということで色がな

くなっていくという状況になっています。政府はナフサは十分間に合っているというふうに言っ

ていますけれども、どこかで目詰まりを起こしているといって流通業者等に責任転換をしており

ます。私は目詰まりしているのはホルムズ海峡の封鎖が一番の目詰まりだというふうに思います。

そういう意味で、日本の経済を再興するためには、このイラク（同日「イラン」へ訂正あり）情

勢を解決するために、日本政府が力を尽くすということ、このことが大事ではないかというふう

に考えております。 

 以上、私の今回の一般質問はこれで終わりといたします。ありがとうございました。 

議長（中嶋君）  ここで、１０分間休憩をいたします。 

（休憩 午前１０時００分～再開 午前１０時１０分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 ここで、大森茂彦議員から発言を求められておりますので、これを許可いたします。 

１３番（大森君）  貴重なお時間をいただきまして申し訳ありません。先ほど私の一般質問の４番

目の質問の中で、イラク情勢と申し上げました。これはイラン情勢の言い間違いであります。訂

正をお願い申し上げたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（中嶋君）  お諮りをいたします。 

 ただいまの説明のとおり訂正することにご異議ございますか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしの声が大変多くございました。したがって、異議なしと認め、ただいま

の説明のとおり訂正することに決定をいたしました。 

 次に、２番 大日向進也議員の質問を許します。 

２番（大日向君）  ただいま議長より発言の許可を得ましたので、通告に従い一般質問を行います。 

 本年に入ってから雪も大変少なく暖かな冬でした。しかし、５月の気温が３０度を超える日が

増えており、今夏も猛暑、酷暑となる懸念が強くなっております。町といたしましても、防災行

政無線だけではなく、さかきコネクト等のツールを用いて熱中症予防の注意報など発信を行って

いただきたいことをお願いいたしまして、質問に入りたいと思います。 
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 １、リサイクルによるごみ減量化について。 

 ５つの項目について質問します。 

 イ、可燃ごみ、不燃ごみについて、３点。１、過去５年の可燃ごみ及び不燃ごみの排出量の推

移は。２、プラスチック製容器包装類、カン、ビン、ペットボトル、紙類、布類の過去５年の推

移は。３点目、サンデーリサイクルにおけるプラスチック製容器包装類、カン、ビン、ペットボ

トル、紙類、布類の過去５年の推移は。 

 次に、ロ、不法投棄の状況について、２点。まず１点目、不法投棄についてパトロールの場所

と頻度は。２点目、過去５年の回収量と回収物の内容は。 

 次に、ハ、千曲川クリーンキャンペーンについて。過去５年の回収量と回収物の内容は。 

 ニ、ごみ減量化について、２点。まず１点目、ごみ減量化推進委員の方の活動内容は。２点目、

コンポストや生ごみ処理機などの購入補助について過去５年の実績は。 

 ホ、プラスチック製品の収集方法について。プラスチック製品の収集方法が変更される予定だ

が、今後の計画は。 

 以上について質問いたします。 

町長（山村君）  ただいま大日向議員さんから１つ目の質問として、リサイクルによるごみ減量化

ということで、イロハニホとご質問がありました。私はこのホのプラスチック製品の収集方法に

ついてお答え申し上げまして、他の項目につきましては担当課長から答弁いたします。 

 当町のプラスチック製品の収集につきましては、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律に基づき、町民の皆様や地域のご理解をいただく中で、平成１５年からプラスチ

ック製容器包装の分別収集を実施してまいりました。その後、プラスチック使用製品の設計から

廃棄物処理まで消費者、自治体、事業者が連携し、資源循環の取組を促進することを目的とした、

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律、いわゆる新プラスチック法が令和４年に施

行され、従来のプラスチック製容器包装に加え、新たに製品プラスチックの収集が市町村に求め

られることとなりました。 

 こうした状況に対応するため、葛尾組合において旧焼却施設跡地に新たなリサイクルセンター

建設事業が進められており、令和６年度に旧焼却施設の解体撤去工事が完了し、令和７年度から

擁壁工事、地盤改良工事、基礎工事を経て、現在は建屋の建設工事とともにプラント機械の設置

工事や破砕機室などの内部工事などが順調に進んでおり、令和９年３月の竣工を目指していると

ころであります。 

 新たなリサイクルセンターは新プラスチック法に適応した処理工程が整備され、従来から対応

しているプラスチック製容器包装に加え、新たに製品プラスチックの処理が可能となります。 

 それに伴い、町では新たなリサイクルセンターが本稼働する令和９年４月に合わせ、プラスチ

ック製容器包装と製品プラスチックの２つをプラスチック資源として一括収集する方向に変更し
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たいと考えております。プラスチック資源として収集するもののうち、プラスチック製容器包装

については従来の分別方法と変更はなく、そこに製品プラスチックを一緒に入れていただき収集

する方法を考えているところであります。 

 新たに資源として収集の対象となる製品プラスチックは、現在可燃ごみに区分されているバケ

ツやクリアファイル、ハンガーといったプラスチック製品で、その全てがプラスチック素材でで

きており、一番長い辺が５０センチメートル未満のものとなります。 

 また、新たなリサイクルセンターの稼働に合わせて、プラスチック資源の収集方法についても

変更したいと考えており、具体的には現在プラスチック製容器包装で行っている各地区の資源物

収集庫に用意された大きな袋へ出していただく方法から可燃ごみや不燃ごみと同様に専用の指定

袋に入れて、可燃ごみと同じ収集場所に曜日を変えて出していただく方法へと変更するものであ

ります。 

 この変更により、これまで地域の皆様にお願いしておりましたプラスチック製容器包装の立会

い当番を廃止とするほか、可燃ごみと同じ収集場所での収集とすることで、これまでよりも近い

収集場所へ出せるなど、地域の皆様にご協力いただきやすい体制づくりを考えておりますが、そ

の一方で、立会い当番がいなくなることによる資源の質の低下や、プラスチック製品に内蔵され

たリチウムイオン電池の混入などが懸念されるところであります。 

 町では、こうした変更の内容や新たな課題を住民の皆様に十分ご理解いただくことが重要であ

りますので、今後、葛尾組合等との調整を経て、９月頃から全ての区において説明会を開催し、

対象品目、分別方法、排出時の注意事項などについて丁寧にご説明させていただく場を設ける予

定としております。また、説明会に加え、町の広報誌やホームページ、町公式アプリさかきコネ

クトへの掲載のほか、各戸配布のチラシ、３月に配布を予定している保存版分別冊子など、様々

な媒体を活用して周知の徹底を図ってまいります。 

 町といたしましては、資源物の安定処理を継続していくため、製品プラスチックの収集に対応

した新リサイクルセンターの建設に協力し、これからの取組を着実に進めることにより、来年

４月の一括収集の開始に向けて混乱を招くことがないように努めてまいりたいと考えております。 

住民環境課長（山下君）  １、リサイクルによるごみ減量化のご質問のうち、イ、ロ、ハ、ニにつ

いて順次お答えいたします。 

 まず、町で排出された各５年間の可燃ごみ及び不燃ごみについて、家庭系、事業系それぞれの

推移を申し上げます。 

 家庭系可燃ごみは令和３年度が２，４４４トン、４年度が２，４２２トン、５年度が

２，３０１トン、６年度が２，２５５トン、７年度が２，２６１トン。 

 事業系可燃ごみは令和３年度が１，５５８トン、４年度が８５１トン、５年度が８０６トン、

６年度が７５７トン、７年度が７４８トン。 
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 次に、家庭系不燃ごみは令和３年度が１３９トン、４年度が１２５トン、５年度が１０６トン、

６年度が９５トン、７年度が９１トン。 

 事業系不燃ごみは令和３年度が２９トン、４年度が３７トン、５年度が３４トン、６年度が

３３トン、７年度が３３トンでした。 

 続いて、家庭から排出されたプラスチック製容器包装、カン、ビン、ペットボトル、紙類、布

類について、それぞれ過去５年の推移を申し上げます。 

 まず、プラスチック製容器包装は令和３年度が７２トン、４年度が７８トン、５年度が８１ト

ン、６年度が７７トン、７年度が７６トン。 

 カンは令和３年度が１６トン、４年度が１５トン、５年度が１１トン、６年度が１１トン、

７年度が１０トン。 

 ビンは令和３年度が６８トン、４年度が６４トン、５年度が６１トン、６年度が５９トン、

７年度が６０トン。 

 ペットボトルは令和３年度が７トン、４年度が８トン、５年度、６年度、７年度がそれぞれ

１０トン。 

 紙類は令和３年度が２６３トン、４年度が２１９トン、５年度が２０６トン、６年度が

１６７トン、７年度が１４３トン。 

 布類は令和３年度、４年度、５年度がそれぞれ４トン、６年度と７年度がそれぞれ２トンでし

た。 

 続いて、サンデーリサイクルにおける過去５年の回収品目ごとの推移を申し上げます。 

 まず、プラスチック製容器包装は令和３年度が１２トン、４年度、５年度がそれぞれ１４トン、

６年度が１５トン、７年度が１６トン。 

 カンは令和３年度、４年度、５年度がそれぞれ６トン、６年度が７トン、７年度が６トン。 

 ビンは令和３年度、４年度、５年度がそれぞれ１８トン、６年度が１９トン、７年度が２１ト

ン。 

 ペットボトルは令和３年度、４年度がそれぞれ３トン、５年度から７年度がそれぞれ４トン。 

 紙類は令和３年度が４７トン、４年度が４４トン、５年度が４２トン、６年度が３９トン、

７年度が４４トン。 

 布類は令和３年度から６年度までが各５トン、７年度が４トンでした。 

 続いて、ロ、不法投棄の状況についてお答えいたします。 

 不法投棄のパトロールの状況でありますが、町ではシルバー人材センターに委託し、２名体制

で年間約３０日間のパトロールを実施しております。パトロールの箇所としては、不法投棄が発

生しやすい河川敷沿いや山沿いを中心に巡回し、不法投棄物の回収にあたっています。 

 過去５年の回収量は、令和３年度が可燃ごみ１，６６０キログラム、不燃ごみ４２５キログラ
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ム、４年度が可燃ごみ２千キログラム、不燃ごみ９９５キログラム、５年度が可燃ごみ

２，３６０キログラム、不燃ごみ３６０キログラム、６年度が可燃ごみ１，６５０キログラム、

不燃ごみ１，０５０キログラム、７年度が可燃ごみ１，６１０キログラム、不燃ごみ

１，２１５キログラムでした。 

 回収物については、プラスチックやペットボトル、カン、ビンが主なものになります。 

 続きまして、ハ、千曲川クリーンキャンペーンについてお答えします。 

 まず、過去５年の回収量ですが、令和３年度は感染症拡大の影響により中止、１会場のみでの

開催であった令和４年度は９０キログラム、５年度は雨天により中止、３会場での開催となった

６年度は６００キログラム、７年度は４７５キログラムで、本年度については３０５キログラム

でした。 

 回収物はプラスチックやペットボトル、カン、ビンなどが多くを占めております。 

 続いて、ニ、ごみの減量化についてお答えします。 

 まず、坂城町ごみ減量化推進委員会の活動内容でありますが、推進委員会は平成２２年度に発

足し、現在は７名の方が活動されており、これまで住民向けの啓発活動や小学校での環境学習、

小学生対象の標語コンクールの実施など、ごみの減量化、資源化の推進、啓発に町と連携して取

り組んでおります。 

 次に、生ごみの減量化、堆肥化促進を目的に購入費用の２分の１、５万円を上限に補助金を交

付している生ごみ堆肥化容器購入費補助制度の過去５年間の申請状況でありますが、令和３年度

は１８件、４年度は２５件、５年度は１５件、６年度は２７件、７年度は１４件であります。 

 町といたしましては、消費型のライフスタイルを見直し、環境への負荷を軽減しながら、限ら

れた資源を繰り返し活用することで、循環型社会の実現を目指すことが重要であると認識してお

り、葛尾組合の新たなリサイクルセンターの稼働に合わせ、町民の皆様の協力を得る中で、千曲

川クリーンキャンペーンなどの啓発活動を通じて環境保全への理解を深める取組も進めながら、

不燃ごみ及び資源物の安定処理とごみの減量化を推進し、持続可能な循環型社会の形成に努めて

まいりたいと考えております。 

２番（大日向君）  ただいま町長、担当課長より各項目についてお答えをいただきました。その中

で、次の４点の内容について再質問をいたします。 

 まず１点目として、可燃ごみ、不燃ごみの収集不能だったものの取扱についてはどのようにな

るのでしょうか。 

 ２点目として、世界的なナフサ不足により各地でごみ袋の供給に滞りが発生しているのですが、

当町での取扱について影響はどのようになっているのでしょうか。 

 ３点目として、プラスチックごみが可燃と同様の回収方法となる予定とお聞きしましたが、回

収にかかる費用はどのような変化となるのか。 
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 ４点目として、今、町で回収を行っている古紙、段ボールはどのようにリサイクルされ、どの

ように活用されているのでしょうか。 

 ４点について再質問いたします。 

住民環境課長（山下君）  ただいまの再質問４点についてお答えいたします。 

 最初に、可燃ごみ、不燃ごみの収集不能だったものの取扱いについてでございますが、収集不

能だったごみにつきまして該当する自治区から相談等があった場合、職員で現場を確認し、出し

た方が特定できる場合には該当者に回収と分別について説明に伺う対応をしております。一方で、

出した方が分からない場合には、収集できないものであることを明示したシールを貼り、一定期

間置いたのち、不法投棄パトロールに合わせて回収するなどの対応をとっております。 

 ２点目のナフサ不足によります指定袋の供給状況についてお答えいたします。 

 現時点では、町では一定数量の在庫を持っており、製造業者からの納入も問題ないということ

から指定袋の供給については影響はございません。なお、ホームページにも掲載させていただい

ておりますが、必要数以上に購入するなどが行われますと店舗での品切れ等が発生してしまいま

すので、住民の皆様におかれましては必要数以上の購入は控えていただければと思っております。 

 続いて、プラスチック資源の収集にかかる費用はどのような変化なのかになるかということで

ございますが、こちらは来年度の収集にかかる委託費用につきましては、今年度実施します入札

で決定するため、具体的な数字についてはお答えできませんが、可燃ごみと収集箇所が同じにな

ることから、可燃ごみ収集の１回分と同程度の金額の増加が見込まれると考えております。 

 それから４点目、古紙、段ボールのリサイクルのまた活用方法についてでございますが、古紙、

段ボールに関しては、収集委託業者にて収集し、圧縮したものを製紙メーカーに引き渡し、段

ボールや新聞紙などの原料として再利用しているということでございます。 

２番（大日向君）  ただいま再質問にお答えいただきました。 

 当町におけるごみの現状を詳しく知ることができたと思います。お話の中にもございました通

り、ごみ減量化は、これからの未来を見据える中で大切なことでもあります。最近のナフサ問題

によるごみ袋供給の不安もありますが、地域におけるごみの削減がどのような効果をもたらすで

しょう。例えば、焼却施設の更新寿命を延ばす、ＳＤＧｓにおけるＣＯ２排出量削減等、我々の

生活に密着した問題改善に影響を与えることができるのではないでしょうか。そのようなことを

踏まえ、ぜひ近い将来には様々な場面での見える化を進め、町ホームページやさかきコネクト等

を活用し、情報の発信をしていただければと思います。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 ２、交通反則通告制度について。 

 イとしまして内容について、令和８年４月交通反則通告制度が改正されたが、その内容は。 

 ２点目、今回の改正により１６歳以上の自転車運転者が対象となっていますが、対象外の小中
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学生についての啓発活動は、いうことで２点質問いたします。 

住民環境課長（山下君）  ２、交通反則通告制度について、イ、内容についてのご質問のうち、私

からは制度内容についてお答えいたします。 

 近年の自転車による事故の増加や、ルールを無視した危険な運転が社会問題化していることを

背景に、交通安全対策を強化するため、今年４月に道路交通法が改正されました。 

 主な法改正の内容は、１６歳以上を対象とした自転車利用者に対する交通反則通告制度、いわ

ゆる青切符制度の導入であります。これまで自転車の交通違反については、悪質な場合は赤切符

による刑事処分、軽微な違反については指導警告を中心に行っていましたが、その中間的な制度

がありませんでした。 

 今回の法改正により、１６歳以上の自転車利用による信号無視、一時不停止、逆走、スマホや

イヤフォンなどのながら運転など、一定の違反行為に対し反則金を科すことが可能となりました。

これにより、違反行為の抑止と、迅速かつ実効性のある対応が期待されております。 

 また、自動車と自転車の接触事故防止を目的として、自動車が自転車を追い越す際の安全義務

も強化されました。自動車等が自転車の側方を通過する際には、十分な間隔を確保すること。ま

た、十分な間隔が取れない場合には安全な速度まで減速することが義務化されました。併せて自

転車側にもできる限り道路左側に寄って通行する努力が求められております。 

 町といたしましても、法改正内容の周知徹底を図り、自転車、自動車利用者双方の交通安全意

識の向上に努めるとともに、対象とならない小中学生が自転車事故に遭わないよう指導啓発に努

めてまいります。 

教育文化課長（細田さん）  交通反則通告制度について、イの内容についてのご質問のうち、私か

らは小中学生への啓発活動についてお答えいたします。 

 小中学生の啓発活動については、各小中学校で実施しており、はじめに小学校での自転車の乗

り方等の啓発活動につきましては、各学校によって違いはありますが、おおむね新学期が始まっ

てすぐの４月と、中間の９月に学級担任や警察、交通安全指導員等を講師として、自転車の乗り

方や交差点での注意、交通法規の学習、実際に自転車に乗っての講習など、学年に応じた教室を

実施しております。 

 また、中学校では自転車で登校する生徒も多くいることから、４月に長野県交通安全教育支援

センター指導員を講師に迎え、全校生徒を対象に自転車の正しい乗り方や事故に遭わないための

方法、事故での対応を指導いただくほか、交通反則通告制度についても周知しており、あわせて

年４回教職員による町内街頭指導を行い、事故防止等に努めているところであります。 

２番（大日向君）  ただいま担当課よりお答えいただきました。 

 当町の現状を見ますと、自転車利用者は小中高生が主な利用者と見受けられます。町といたし

ましても、所管の警察署ならびに関係機関と密な連携をお取りいただき、安全な環境維持のお願
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いをしまして、私の一般質問を終わります。 

議長（中嶋君）  ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時３９分～再開 午前１０時４９分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

 次に、９番 山城峻一議員の質問を許します。 

９番（山城君）  皆さん、こんにちは。ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告

に従いまして一般質問をいたします。 

 ちなみに、ちょっと慣れないんですけど、昨日も散々練習したんですが、冒頭は手話で「皆さ

んこんにちは」ということを言いました。 

 今回は、３月議会、前議会に制定されました手話言語条例について質問いたします。 

 内容は手話言語条例についてということで、２つ質問をさせていただきます。 

 私は、坂城町手話言語条例制定を契機とした共生社会の実現について、これから質問いたしま

すが、冒頭に申し上げましたとおり、３月議会において手話言語条例が制定され、翌４月から施

行となっております。また、皆さんご承知のとおり、近隣の千曲市においても昨年２０２５年に

手話言語条例が制定されており、地域全体として手話への理解を深め、ろう者や難聴者を含む聴

覚障がい者が安心して暮らせる社会づくりへの取組が進められています。私は今回、この条例に

ついて質問するに至った、そもそものきっかけを少しお話しさせていただいて、質問の中身へと

触れたいと思います。 

 これ、町長、昨年のことですからよく覚えていらっしゃると思うんですけど、２０２５年６月

２４日、昨日も調べてきたんですけど、令和７年度第１回坂城経営フォーラム、このところで本

多達也氏の講演がさかきテクノセンターで開かれました。本多氏については、これ去年のチラシ

から抜粋して読みますが、振動と光によって音の特徴を身体で感じることができるアクセサリー

型装置オンテナ、アルファベットで示しますとＯｎｔｅｎｎａの開発に携わり、学生時代からろ

う者との共同研究を続け、その成果を企業で製品化し、全国へ普及させてきた方というふうに書

かれております。 

 講演では、障がいのある方々との出会いから生まれた発想が新たな技術開発につながったとの

こと。そして、社会課題の解決と企業活動を両立させることの重要性について語られていました。

私も経営フォーラム参加が少なくて、正直ちょっと二の足を踏んでいたというか、今回もどうす

るかなと思っていたところなんですが、この講演の内容そのものは本当に大変印象的でして、私

も今、手話しましたけど、約２０年ぶりにやっています。というのも、私自身、大学時代、日本

学生赤十字奉仕団というところに属しておりまして、約１年ちょっとですけど手話の講習という

か、の関わりを持ったことがあって、もう手があちこちままやいて大変だったのを覚えているん

ですけど、なので不得意なところはあるんですが、手話に触れた経験はあります。 
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 この講演の内容そのものが大変印象的だったんですけど、それ以上に印象に残ったのは、質問

の時の会場から出された質問でした。それは、これ私のメモに残っていたんですけれど、聴覚障

がいの方を見たことがないという発言をされた方がいました。この発言自体は、その発言そのも

のは悪意があったわけではないと思っています。また、その発言そのものを問題視したいわけで

はないんですけれど、しかしながら、この言葉には私たち地域社会における聴覚障がいへの理解

の現状が現れているように感じております。 

 聴覚障がいは外見からは分かりにくい障がいだと思っております。車椅子利用や白状使用のよ

うな一目で障がいの有無が分かる場合とは異なり、多くの聴覚障がい者は周囲から気づかれない

まま生活されています。そのため、実際には身近にいるにもかかわらず、見たことがないと感じ

てしまうのではないでしょうか。この辺には私も理解をするところはあります。 

 ちなみに、国立研究開発法人情報通信研究機構、これ略称があってＮＩＣＴというところが厚

生労働省のデータを基に推計した２０２２年の資料によると、国内の聴覚障がい者数は約３７万

９千人とされています。これは決して少ない数字ではありません。学校、職場、地域活動、買い

物や通院など、私たちの日常のあらゆる場面に聴覚障がいのある方が存在している可能性があり

ます。しかし、障がいが見えにくいため、その存在が十分認識されていない現状があります。 

 また、聴覚障がい者と一口に言ってもその状況は様々です。生まれつき耳が聞こえず手話を第

一言語として生活するろう者の方もいれば、中途失聴者、途中から耳が聞こえなくなる方がいた

り、あるいは難聴者の方、補聴器や人工内耳を活用している方もいます。議会でも取り上げられ

ておりますが、高齢化が進む中で加齢による難聴、加齢性難聴の方も増加しています。しかしな

がら、私たちはその違いや生活上の困難について十分理解しているとは言えません。だからこそ、

今回制定された手話言語条例の意義は大変大きいものと考えております。 

 手話は、単なる身振りや補助的なコミュニケーション手段ではありません。ろう者が長い歴史

の中で育み受け継いできた独自の言語でもあります。手話には文法があり、表現があり、文化が

あります。 

 ２００６年に国際連合で採択された障害者権利条約では、手話は言語として明確に位置づけら

れています。また、日本国内においても手話を言語として認める考え方が広がり、多くの自治体

で手話言語条例の制定が進められています。条例制定の目的は、単に手話を学ぶ人を増やすこと

だけではありません。手話を必要とする人が安心して生活できる環境を整備し、町民一人一人が

手話や聴覚障がいへの理解を深め、お互いを尊重しながら暮らせる地域社会の実現をすることに

あると考えております。 

 また、条例制定は福祉施策の一環にとどまるものでありません。近年、全国各地で自然災害が

頻発していますが、災害時には情報格差が大きな課題となり、防災行政無線が聞き取れない、ま

た避難所で十分な情報が得られないなど、聴覚障がい者が置かれる状況は決して容易ではありま
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せん。平時から地域住民が手話や情報保障について理解を深めることは、災害時においても誰一

人取り残さない地域づくりにつながっていると思っております。 

 さらには、高齢化社会を迎える中で、聞こえにくさを抱える住民は今後さらに増加することが

予想されています。手話言語条例はろう者だけを対象としたものではなく、情報へのアクセスや

コミュニケーションの保障という観点からも全ての住民に関わる条例であるとも言えるのではな

いでしょうか。 

 しかし、条例を制定しただけで目的が達成されるものではありません。大切なのは条例の理念

を具体的な施策へと結びつけ、町民に広く浸透させていくことが必要です。特に、先ほども紹介

しました、聴覚障がいの人を見たことがないという発言は、私たちがまだ十分に聴覚障がいへの

理解を深めることができていない現状を示しているように感じています。見たことがないのでは

なく、気づいていないだけかもしれません。出会っていないのではなく、関わる機会がなかった

からかもしれません。だからこそ、条例制定を契機に手話や聴覚障がいへの理解をさらに広げて

いくことが必要であると考えます。 

 そこで、以下質問いたします。 

 イとしまして、条例制定についてです。 

 何度も申し上げますが、本年３月議会において坂城町手話言語条例が制定されました。３月議

会において手話言語条例が制定されましたが、１、その条例を制定するに至った経緯と、町とし

て今後どのような狙いを持っているのかをお伺いします。 

 手話は単なる身振りではなく、文法体系を持つれっきとした言語です。全国的にも手話言語条

例の制定が進んでおり、自治体として手話を言語として位置づけることは聴覚障がい者の社会参

加を支える大きな意味を持つと思っております。 

 また、聴覚障がい者が日常生活で直面する課題は多岐にわたります。行政情報の取得、災害時

の避難情報、医療機関でのコミュニケーション、地域行事への参加など、情報保障が不十分な場

面は少なくありません。こうした課題に対応するため、町として支援体制を整える必要があると

感じています。 

 私自身として、条例制定のねらい、こんなものがあるんじゃないかなというのを少しご紹介し

ますが、まず１つ目として手話が言語であるという認識の普及、また、聴覚障がい者の社会参加

の促進、共生社会の実現、そして最後に町民、事業者、行政との協働、こうした点が挙げられる

と思いますが、町として明確な考えを伺います。 

 ロとしまして、今年度の取組について。 

 １としまして、施策を推進するにあたり、手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及を

今後どのように行っていくのか伺います。 

 条例の理念を実現するため、町民一人一人が手話や聴覚障がい者について学ぶ機会を増やすこ
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とは不可欠と言えます。例えば、初心者向けから実践的な内容までの手話講座の開催、小中学校

での手話体験授業の導入、町主催のイベントでの手話通訳や要約筆記の配置、事業者向けの研修、

そして広報紙やＳＮＳを活用した啓発、こうした取組が考えられるのではないでしょうか。また、

町として、どのような方向性で理解促進と普及を進めていくのかも併せてお聞きいたします。 

 ２としまして条例制定後、４月より施行され２か月が経過しましたが、今年度の取組としてど

のようなものを企画し、予定しているのかも伺います。 

 条例は制定されて終わりではなく、ここからがスタートです。今年度の取組として、手話普及

のキャンペーン、また、町民、職員向けの手話講座の年間計画、町主催行事での情報保障体制の

整備、また関係団体との意見交換会、条例の周知活動、こうした取組が必要だと考えます。 

 以上、手話言語条例の制定を新たな出発点として、障がいの有無に関わらず、誰もがお互いを

理解し合える地域社会の実現に向けた町の考えを伺い、私の１回目の質問とさせていただきます。 

町長（山村君）  皆さん、こんにちは。私は坂城の山村でございます。 

 山城議員さんの手話言語条例についてのご質問に順次お答えいたします。 

 今のお話で本多さんの講演会からオンテナの話がありました。その時に聴覚障がいの方に会っ

たことがないという方のお話がありました。過日、千曲市で聴覚障がいの方の協会がありまして、

その総会に私お邪魔したんですけども、その資料を拝見しますと、千曲市さんでは聴覚障がい並

びろう者の方の数が約１８０名、坂城は約６０数名でありました。人口比からすると坂城はかな

り多い数なはずです。しかしながら、先ほど山城さんおっしゃったような、いろんな講演会です

が、いろんな企画に、そこに行っても手話の通訳ですとか、あるいはスクリーンでの逐語訳です

ね、そういうものが用意されてないとなると、なかなか参加しにくいんだろうなというふうに思

っております。そういうことを解消しようということで、今年から手話言語条例をスタートした

ということになります。 

 まず、イの条例制定の経緯とねらいのご質問でありますが、手話言語は音声の代わりに手指、

手や指の動きや表情、体の位置などを使い、視覚的に表現する独立した言語であり、音声言語と

対等な一つの言語として国際的に認められているものであります。ドイツ語や英語と同じように

一つの言語なんだと。また、我が国においても平成２３年の障害者基本法の改正により、同法第

３条第３号において手話が言語であることが明記されております。 

 そして、昨年６月２５日には、手話が重要な意思疎通の手段であることを位置づける、手話に

関する施策の推進に関する法律が新たに公布・施行されました。この法律は、手話の習得や使用

に関して手話を必要とする者の意思を尊重し、合理的な配慮が適切に行われるための整備を進め

ることや、手話文化の保存や発展、国民への理解促進などを国や自治体の責務として定めたもの

であります。 

 また、長野県が平成２８年に手話言語条例を制定して以降、県内の市町におきましても条例制
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定の動きが広まってまいりました。 

 このような国や県の施策推進の流れを受け、当町におきましても手話の普及等に関し、手話及

び聴覚障がい者等の理解促進を図り、相互に人格と個性を尊重し合う地域共生社会の実現を目指

すため、本年４月１日、条例を施行したところであります。 

 具体的には、手話が言語であることの認識に基づき、手話及び聴覚障がい者等に対する理解の

促進を図り、手話が意思疎通の手段として活用されるよう環境を整えることや、聴覚障がい者等

が安心して日常生活及び社会生活を営むことができるよう、必要な配慮を行い、聴覚障がい者等

の社会参加の保障をすることなどであります。 

 次にロ、今年度の取組についてでありますが、町が取り組む聴覚障がい者に対する支援施策と

いたしましては、これまでも意思疎通支援事業を実施しており、行政の手続や病院受診の際など、

手話通訳者の派遣を行っております。 

 また、県で導入する遠隔手話システムを採用しており、手話通訳者が直接同行しなくても、お

持ちのスマートフォンやタブレットを使って手話通訳ができるシステムを活用いただける体制と

しているところであります。 

 このほかにも、町の情報をお知らせしている防災行政無線につきましては、音声だけではなく、

聴覚障がい者がおられる家庭には、文字表示機能付き個別受信機を貸与しており、文字情報での

伝達による情報保障に努めているところであります。 

 そうした取組に加え、今年度につきましては広報誌及び町ホームページのほか、公式アプリさ

かきコネクトを活用し、手話言語条例の内容や手話への理解の重要性について広く町民の皆様に

お知らせし、周知、啓発活動の充実を図ってまいります。 

 また、毎年９月２３日は手話言語の国際デーとされていることから、手話言語によるコミュニ

ケーションを通じて、関心と理解を一層深めることができるイベントの開催を９月下旬に計画し

たいと考えております。 

 また、今後町で主催する講演会等のイベントにおいては、手話通訳者の配置を積極的に進め、

これにより聴覚障がい者が様々なイベントに参加できる機会を保障するとともに、聴覚障がい者

以外の方へも手話が言語であることの理解と啓発を図ってまいります。 

 さらに、このような手話通訳の配置に関しましては、人材の育成、確保が必要となるため、引

き続き、千曲市と共同で手話奉仕員養成講座を開催し、手話を学ぶ機会を提供していくこととし

ております。 

 町では、条例に定める基本理念に基づき、手話及び聴覚障がい者等の理解の促進を図り、手話

を使って安心して暮らすことができるまちづくりを推進し、聴覚障がい者の皆様が手話という言

語を介して、社会のあらゆる分野に参加し、その個性と能力を十分に発揮できる環境整備に向け

て、町民をはじめ、事業者等への理解促進など着実に施策を推進してまいりたいと考えておりま
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す。 

９番（山城君）  ただいま町長より丁寧な説明をいただきました。やはり手話について、実際、あ

らゆる場面で手話をされている町長にはかなわないなと思ったところであります、正直言いまし

て。まだ、具体的な部分というのはなかなか、こんな行事をやるというのは９月２３日付近です

かね。いわゆる手話の日と申すんですかね。その辺のイベントを企画しているに留まるというこ

との理解でいいかと思うんですけれど、私からちょっと２点ほど再質問をさせていただければと

思っております。 

 先ほども、私のほうからも幾つか具体例というか、方針、こんなのはどうだという例示もさせ

ていただきましたが、例えば学校に関しては、なかなか授業等タイトになっている中ではありま

すけれど、子ども向けに限らないのかもしれないんですけど、そういったものは考えているか、

いないか、考えているということになると思うんですけど、そういった企画も今後考えていくの

かどうか。先ほど私のほうでも年間計画などは立てられているかということをちょっと例示しま

したけど、その辺についても、ちょっとお聞きできればと思っておりますが、あともう１つのほ

うが重要で、当事者との交流、理解促進というものも今後必要なんじゃないかと。先ほど町長か

ら人数のことをお話しいただきましたが、ろう者や難聴者と地域住民が交流し、お互いを理解し

合う機会の創出についてはどう考えているかというのもあわせて可能な限りお聞きできればと思

っています。 

 再質問は以上です。 

教育長（塚田君）  再質問にお答えします。 

 手話についての年間計画等ですが、今学校では特別に手話についてはやっておりません。しか

し、障がいについて学ぶ、障がい者を理解していく、そして自分たちの生き方を考えていく、そ

ういうことに関しましては、道徳または総合的学習の時間に対応しておるところです。 

 以上です。 

福祉健康課長（鳴海さん）  再質問にお答えいたします。 

 当事者との理解促進ということでご質問をいただきましたが、町といたしましては、町が開催

するイベント等において手話通訳者の配置を置きまして、手話の普及、派遣に努めていきたいと

考えております。 

 町におきまして、今年度ですが障害福祉に関する計画の策定年度といったところから、障害者

手帳等を所持する方に対象のアンケート調査を実施いたしまして、そこから一定の状況把握には

つながるものと考えております。 

 また、町には、先ほどお話にもありましたが、聴覚障がい者の団体がありません。そういった

ことからも、町で開催するイベントにおいて手話通訳者を配置し、多くの方にご来場、ご参加い

ただく中で、そういったところでもご意見をお聞きしたいと考えております。 
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９番（山城君）  ただいま教育長並びに担当課長からのご答弁いただきました。 

 教育現場に関しては大変な状況というのは、私も学童の職員という立場もある中で、よく重々

承知はしておりますが、町全体、あらゆる人たちへの普及啓発はもちろんですけれど、小さい頃

から、幼い頃からの障がいに対するハードルといったら語弊がありますけれど、壁をなくしたり、

そういう状況をなくしていくというのは一番大事なことではないかと思って、教育長にはすみま

せん、質問させていただきましたが、まとめになりますけれど、一つちょっと申し上げたいこと

があります。 

 先ほど、オンテナの話の中で、たまたま、その経営フォーラムの休み時間中に千曲市の聴覚障

がい者協会の方がいらしていて、手話カレンダーを販売をしておりました。その時に私に言った

言葉があります。これはちょっと営業的な話になっちゃうんですけれど、そのカレンダーをでき

れば多くの方に手に取っていただきたい。特に可能であれば、学校等へ販売というか掲示してい

ただきたいという言葉もありました。私がその言葉を聞いた時には、教育現場としてアプローチ

していただければ、それは各学校もしくは市町において検討されるんじゃないかと思うので、ぜ

ひ話はしてみてくださいというふうなお答えはしました。 

 その後、約１年近くが経過しているので、実際どうなったか、私も後追いはしておりませんけ

れど、やはりその手話カレンダー、これは多分、多くの方がご覧になられているかと思うんです

けれど、そういったことだけでもお金はかかることですが、手話に親しむ、こういう手話がある

んだ、先ほど町長もご自身の名前を手話でやっておりましたけど、やっぱり馴染みに、自分の身

近に手話があるということが、まず、いの一番に大事なことなんじゃないかな。できるできない

とかいうことではなくて、また手話奉仕員の話ですけれど、私も今回条例が制定された後、町の

ホームページを見ましたら手話奉仕員の募集の記事がありました。残念ながら、私は奉仕員のと

ころには応募はできませんでしたけれど、できるだけ何年かぶりにはなりますけれど、手話に親

しむ時間、またはそういう場面は設けていきたいと思いながら、この質問をさせていただいてお

ります。まとまりませんけれど、一応少しまとめさせていただきます。 

 今回の質問は、聴覚障がいの人を見たことがないという言葉をきっかけとして、町として理解

促進の必要性を強く感じたことから行うものです。これはどの条例もそうですけれど、条例が形

骸化することなく、町民一人一人がお互いを理解し合う地域社会を実現するために、町の積極的

な取組を期待し、一切の質問を終わります。ありがとうございました。 

 以上です。 

議長（中嶋君）  ありがとうございました。 

 以上で、通告のありました９名の一般質問は終了いたしました。 

 本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りをいたします。 
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 ただいまから明日１１日までの２日間は、委員会審査等のため休会にいたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしと認めます。 

 よって、ただいまから明日１１日までの２日間は委員会審査等のため休会とすることに決定い

たしました。 

 次回は６月１２日午前１０時より会議を開き、条例案、補正予算案等の審議を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 お疲れさまでございました。 

（散会 午前１１時１７分） 
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    ７ 〃   星   哲 夫 君    

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

          町 長   山 村   弘 君 

          副 町 長   臼 井 洋 一 君 

          教 育 長   塚 田 常 昭 君 

          総 務 課 長   竹 内 祐 一 君 

          企 画 政 策 課 長   長 崎 麻 子 君 

          会 計 管 理 者   竹 内 優 子 君 

          住 民 環 境 課 長   山 下 昌 律 君 

          福 祉 健 康 課 長   鳴 海 聡 子 君 

          商 工 農 林 課 長   北 村 一 朗 君 

          建 設 課 長   高 橋 卓 也 君 

          教 育 文 化 課 長   細 田 美 香 君 

          収 納 対 策 推 進 幹   川 島 徳 夫 君 

          ウェルビーイング推進室長   宮 嶋 和 博 君 

          Ｄ Ｘ 推 進 室 長   瀬 下 幸 二 君 

          総 務 課 長 補 佐                          宮 下 佑 耶 君           総 務 係 長    
          総 務 課 長 補 佐                       坂 本   幸 君           財 政 係 長    
          企画政策課長補佐                       宮 原   卓 君           企 画 調 整 係 長    

          保健センター所長   依 田 文 子 君 

          子 ど も 支 援 室 長   橋 本 直 紀 君 

４．職務のため出席した者 

          議 会 事 務 局 長   大 橋   勉 君 

          議 会 書 記   井 上 敬 子 君 

５．開  議    午前１０時００分 
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６．議事日程 

  第 １ 陳情について 

  第 ２ 議案第２３号  坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい 

              て 

  第 ３ 議案第２４号  令和８年度坂城町一般会計補正予算（第１号）について 

  第 ４ 議案第２５号  令和８年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

  追加第 １ 発委第 １号  非核三原則を堅持することを求める意見書について 

  追加第 ２ 閉会中の委員会継続審査申し出について 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（中嶋君）  おはようございます。 

 定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 また、会議に入る前に、カメラ等の使用の届出がなされており、これを許可してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

 なお、お手元に追加議案の提出がありました。 

 お諮りいたします。ただいま提出された議案を日程に追加いたしたいと思います。ご異議あり

ませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしと認め、日程に追加することに決定をいたしました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第１「陳情について」 

議長（中嶋君）  所管の常任委員会に審査を付託いたしました陳情について、委員長から審査結果

の報告がなされております。 

 お手元に配付のとおりであります。 

 「陳情第１号 非核三原則を堅持することを求める意見書の提出について」 

 「質疑、討論なく（委員長報告採択、電子採決、全員賛成により）採択」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 「陳情第２号 アメリカ、イスラエルによるイラン先制攻撃を即時中止を求める意見書の提出

について」 

議長（中嶋君）  この陳情に関する委員長報告は不採択でありました。これより質疑に入ります。 

（「進行」の声あり） 

議長（中嶋君）  進行の声がございます。これにて質疑を終結いたします。 
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 これより討論に入ります。 

 まず、陳情第２号に反対の方の発言を許します。 

（「進行」の声あり） 

議長（中嶋君）  次に、陳情第２号に賛成の方の発言を許します。 

１３番（大森君）  私は、アメリカ、イスラエルによるイラン先制攻撃を即時中止を求める意見書

の提出について賛成の討論を行います。 

 ２月２８日、アメリカとイスラエルがイランに先制攻撃を開始してから３か月以上になります。

戦闘終結に向けてパキスタンが仲介する交渉は１回目が決裂した後、再協議が実現していません。 

 最大の問題は、アメリカ、トランプ大統領の朝令暮改という方法で国際世論を翻弄させており

ます。さらに、トランプ大統領はイスラエル（同日「イラン」に訂正あり）を「石器時代に戻

す」という発言を始め、トランプ大統領が繰り出す脅し文句は、それ自体、国連憲章が禁じた武

力による威嚇であり許されません。トランプ大統領は、イランの核開発や人権問題を口実に攻撃

を正当化しています。イランの非核化を目指して２０１５年に結ばれた国際合意から一方的に離

脱したのは、第１次トランプ政権であります。協議を一方的に打ち切って、武力攻撃したのはア

メリカのほうであります。 

 また、アメリカは９日、１０日にもイランに爆撃したとの報道があります。これ以上、イスラ

エルが行ったガザを壊滅状態にさせたことをイランにも拡大させることは断じて許し足りない行

為であります。 

 日本とイランの国交は、１９２９年以来、９７年にわたります。今こそ日本政府はイランとの

長期の関係も生かして、外交解決に役割を果たすべきだと考えます。 

 また、アメリカとイスラエルが攻撃した直後、３月ですけれども、このときの世論調査では、

ＮＨＫは賛成約３割、反対が５割強となっています。また、朝日新聞での調査でもアメリカ、イ

スラエルのイラン攻撃を支持するか、この問いに支持が９％、支持しないが８２％。毎日新聞で

は米軍のイラン攻撃を支持するか、支持が４１％、不支持が５２％。また、読売新聞はイラン情

勢による日本経済への影響を懸念するか、この問いに懸念するが８９％を示しました。 

 以上、アメリカ、イスラエルによるイラン先制攻撃を即時中止を求める陳情書の採択を議員各

位にお願いいたしまして、私の賛成討論といたします。 

 申し訳ございません。訂正させていただきます。イスラエルを石器時代に戻すというふうに発

言しましたけども、イランを石器時代に戻すということでございますので、ご訂正のほう、よろ

しくお願いいたします。 

議長（中嶋君）  これを認めます。 

 次に、陳情第２号に反対の方の発言を許します。ございませんか。 

（「進行」の声あり） 
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議長（中嶋君）  次に、陳情第２号に賛成の方の発言を許します。 

（「進行」の声あり） 

議長（中嶋君）  ないようですので、これにて討論を終決いたします。 

 これより採決いたします。 

 陳情第２号を採択することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンをそれぞれ

押してください。ボタンの押し忘れはございませんか。 

 賛成少数。よって、陳情第２号は不採択とすることに決定いたしました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議長（中嶋君）  日程第２「議案第２３号」以下、日程に掲げた議案につきましては、全て去る

５月２９日の会議において、提案理由の説明を終えております。 

◎日程第２「議案第２３号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい

て」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第３「議案第２４号 令和８年度坂城町一般会計補正予算（第１号）について」 

議長（中嶋君）  これより質疑に入ります。 

４番（水出君）  質問について１件で、３点について行いますけれど、よろしくお願いいたします。 

 補正予算書の８ページをご覧ください。 

 款８土木費、項２道路橋梁費、目３道路新設改良費、節１４工事請負費の金額５千万円につい

てです。 

 質問の内容ですが、この対象工事はどこの箇所になるのかと、どのような工事というか工法と

いうか、その辺の説明を１点お願いします。 

 次については、２点目ですけれども、以前からこれは住民要望があったところの箇所なのか、

ここへ来て急な崩落が始まったものを措置するのか、その辺の経過と背景を伺います。よろしく

お願いします。 

 それと３点目ですが、通常は急傾斜地の崩落対策工事等については国庫補助だとか県の補助金

が絡んでくることが多いと思うんですけれど、今回、財源町債で行うようになっておりますけれ

ど、その辺について説明をお願いしたいと思います。 

 以上、３点について答弁お願いします。 

建設課長（高橋君）  予算書８ページ、款８土木費、項２道路橋梁費、目３道路新設改良費工事請

負費の５千万円についてお答えします。 

 こちらにつきましては、急傾斜地崩落対策事業でございます。場所につきましては、南日名地

区の土井の入２号ため池の西側の土砂災害警戒区域内になります。こちらの道路のり面安全対策
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の工事でございます。 

 こちらにつきましては、令和６年度より事業着手いたしまして、これまでにボーリング調査、

測量設計などを進めてまいりましたが、詳細設計が完了したことから、このたび事業に係る経費

について補正予算に計上させていただきました。 

 工事の概要でございますが、道路のり面を安定した勾配に切土するのり面対策工事となり、切

土により発生する残土処理、運搬をはじめ、切土した斜面への植生基材及びモルタル吹付工、ま

た、転落防止柵の設置、接道する町道の側溝布設替え、そういったことを実施し、町道及び住宅

等への被害防止対策を進めてまいります。 

 工事の規模といたしましては、全長が約８０メートル、高さが約１５メートル、面積にしまし

て約１,４００平米となります。 

 財源につきましては、補助対象ではなく、全額、起債の対象となる予定でおります。 

４番（水出君）  了承いたしました。ありがとうございます。 

議長（中嶋君）  よろしいですか。ほかに。 

８番（玉川君）  全体通してですが、財政調整基金の残高について伺います。お願いします。 

財政係長（坂本さん）  ご質問のありました財政調整基金の残高についてお答えいたします。 

 予算書３ページ、款１８繰入金、項２基金繰入金、目１基金繰入金、財政調整基金の残高の部

分についてでございますが、本補正予算で５８０万２千円を繰り入れているところでございます。

補正予算後の残高につきましては、２１億５,７８１万５千円でございます。 

議長（中嶋君）  玉川議員、よろしいですか。 

８番（玉川君）  承知いたしました。 

議長（中嶋君）  ほかに。 

１３番（大森君）  ３ページの消防費国庫補助金というところで、説明ところで地域未来交付金と

いうのは初めて聞く交付金だと思うんですが、これどういう内容なんでしょうか。その点につい

てお尋ねします。 

住民環境課長（山下君）  ただいまの地域未来交付金についてのご質問についてお答えいたします。 

 こちらは国の交付金でございまして、内閣府の地方創生推進事務局、地方創生推進室が事務局

となった交付金でありまして、この中に地域未来推進型、デジタル実装型、地域防災緊急整備型、

地域産業構造転換インフラ整備推進型という４点がございまして、今回この中の地域防災緊急整

備型、避難生活環境を抜本的に改善するため地方公共団体への先進的な防災の取組を支援すると

いう形の交付金を使ってございます。 

１３番（大森君）  よく分かりました。歳出のところで小型動力ポンプ等、購入されるということ

だと思います。それで、これどんな説明されているか、内閣府はどんな説明されているんですか。

今後もこれを交付金というのは続けていくんですか。地方創生のはずっと続いているんですが、



- 104 - 

これとまた別に新たにこれは続いていくようなそんな説明は受けているんでしょうか。 

住民環境課長（山下君）  ただいまのご質問でございますが、今回のこの交付金につきましては、

国の交付金ですけれども、これ令和７年度の国は繰越事業ということで上がってきているので、

うちのほうが申請を行い、今回交付金、採択されたということでつけたものであります。 

 交付金自体につきましては、今回限りというものでありませんが、採択されるかどうかという

ところもありますので、今後申請していくかどうかということについては今後の考え方になりま

す。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎日程第４「議案第２５号 令和８年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議長（中嶋君）  次に、追加議案の審議に入ります。 

 追加日程第１「発委第１号 非核三原則を堅持することを求める意見書について」を議題とし、

議決の運びまでいたします。 

 職員に議案を朗読をさせます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（中嶋君）  朗読が終わりました。 

 次に、趣旨説明を求めます。 

総務産業常任委員長（玉川君）  私からは、「発委第１号 非核三原則を堅持することを求める意

見書について」趣旨説明を行います。 

 意見書の朗読をもって趣旨説明に代えさせていただきます。 

 わが国は、「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」という非核三原則を国是として掲げ、

核軍縮及び核廃絶を世界に向けて訴え続けてきた。 

 また、日本原水協（同日「原水爆」に訂正あり）被害者団体協議会の活動がノーベル平和賞を

受賞したことは、核兵器廃絶に向けた国際的な機運を高めるものであり、唯一の戦争被爆国とし

て、官民が一体となって国際平和を主導する役割を果たすことが期待されている。 

 昨今の国際情勢を鑑みると、核兵器を保有する諸国やミサイル開発を続ける周辺国の動向など、

我が国を取り巻く安全保障環境は依然として厳しい状況にある。 

 しかしながら、広島・長崎のような悲惨な歴史を二度と繰り返さないためにも、核兵器のない

世界の実現という崇高な目標に向けた努力を放棄してはならない。 

 当町は、「非核平和の町」を宣言し、恒久平和の実現に向けて取り組んできた。国においては、

こうした国民の平和への切実な願いを重く受け止め、以下の事項について強く要望する。 
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 記。 

 １、「非核三原則」を堅持し、国際社会において、核軍縮及び核兵器廃絶に向けた現実的かつ

実践的な取り組みを粘り強く主導すること。 

 以上、よろしくご審議の上、ご協賛賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明といたしま

す。 

 失礼しました。訂正をお願いいたします。日本原水爆被害者団体協議会が正確な団体名でした。

失礼しました。訂正をお願いいたします。 

議長（中嶋君）  訂正を認めます。 

 趣旨説明が終わりました。ここで議案調査のため１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時３０分～再開 午前１０時４０分） 

議長（中嶋君）  再開いたします。 

◎追加日程第１「発委第１号 非核三原則を堅持することを求める意見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、電子採決、全員賛成により）可決」 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

◎追加日程第２「閉会中の委員会継続審査申し出について」 

議長（中嶋君）  各委員長から、会議規則第７５条の規定による閉会中の委員会継続審査、調査の

申出がありました。 

 お手元に配付のとおりでございます。 

 各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続審査、調査とすることにご異議ございませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（中嶋君）  異議なしと認めます。よって、各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続審査、

調査とすることに決定いたしました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議長（中嶋君）  以上で、本日の議事日程は終了いたしました。 

 ここで町長から閉会の挨拶があります。 

町長（山村君）  令和８年第２回坂城町議会定例会の閉会にあたりまして、一言ご挨拶を申し上げ

ます。 

 ５月２９日に開会されました本定例会は、本日までの１５日間にわたりご審議をいただきまし

た。 

 提案いたしました専決報告、人事案件、規約の変更、条例の一部改正、一般会計及び特別会計

補正予算と、全ての議案に対しまして原案どおりご決定を賜り、ありがとうございました。 

 さて、今年で２１回目を迎えました「ばら祭り」につきましては、先月２３日から今月７日ま

での１６日間にわたり開催し、無事閉幕を迎えることができました。 
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 今年は、ポスター、新聞、しなの鉄道の中つり広告といった新媒体による宣伝や、インターネ

ット上でのウェブ広告に加え、新たな取組としてユーチューブでの動画広告も実施し、幅広い年

代層にばら祭りのＰＲを行ってまいりました。 

 こうした取組の効果もあり、台風６号の接近によりやむなく中止とした日もありましたが、期

間中は町内外から昨年を上回る３万４千人の方が来園され、色とりどりに咲き誇るバラの鑑賞を

楽しんでいただきました。 

 また、各種店舗やキッチンカーによる飲食物や特産品等の販売を行ったイベント広場につきま

しても、連日多くの来場者でにぎわいを見せておりました。 

 そのほか、毎年好評のモンキーパフォーマンスやサックスコンサート、最終日に新たに実施し

ましたふれあいミニ動物園などの各種イベントにつきましても、小さなお子様からご年配の方ま

で幅広い世代の方々にお楽しみいただいたところであります。 

 この第２１回ばら祭りが大盛況のうちに閉幕を迎えることができましたのも、ばら祭り実行委

員会の皆様をはじめ、日頃から丹精込めてバラ公園を管理していただいている薔薇人の会の皆様、

各種イベントや販売ブースでお客様のおもてなしをしていただいた皆様、また、開催にご協力を

いただいている千曲川河川事務所など、関係各位のご理解とご協力によるものと心から敬意を表

するとともに、深く感謝を申し上げます。 

 さて、今年も梅雨入りし、台風シーズンを迎えるにあたり、防災意識の向上と命を守る行動の

周知徹底を図るとともに、自主防災活動の充実につなげていただけるよう全区長さんを対象とし

た防災説明会を来月１日に開催いたします。ハザードマップの見方や避難情報のポイント、避難

行動フローのほか、先月２９日から開始された新たな防災気象情報の運用などについてご説明さ

せていただき、住民の皆様が命を守る行動を適切に実践できるよう取り組んでまいります。 

 また、８月３０日には、中之条・四ツ屋・戌久保地区の皆さんを対象に、坂城中学校において

町総合防災訓練を実施いたします。 

 今年度も大型地震を想定しての各種訓練を計画しておりますので、こうした機会を通じ、町民

の皆様にも日頃から災害への備えを進めていただく契機にしていただければと考えております。 

 次に、鉄の展示館では、８月３０日まで「第１６回新作日本刀研磨外装刀職技術展覧会」を開

催しております。 

 当町の刀工、宮入陽さんが、作刀・刀身彫刻部門で最高賞である経済産業大臣賞を受賞した作

品など、コンクールの受賞作品を一般に公開しておりますので、多くの皆様にご来館いただきた

いと思います。 

 また、日本が誇る精密加工技術やものづくりの最先端技術などを一堂に集めた「第３１回機械

要素技術展」が来月１日から３日までの３日間、東京ビッグサイトで開催されます。 

 国内外から約２千社が出展する中、町内からも製造業の事業所７社が出展します。活発な商談
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が展開され、新規取引先の獲得や受注につながることを期待しております。 

 続いて、来月４日土曜日には、南条小学校の音楽堂におきまして、「第４８回納涼音楽会」を

計画しています。 

 納涼音楽会実行委員会では、今年参加される９団体の皆さんと共に、開催に向け準備を進めて

おりますので、ご期待いただきたいと思います。 

 また、来月１１日には、地域の交流と文化活動の推進を目指して「隣保館ふれあい交流フェス

ティバル」を開催いたします。 

 隣保館で活動するサークル、保育園、幼稚園児による作品展示やダンスなどのグループ発表を

同会場で行うとともに、中心市街地コミュニティセンターではピアノ・サックス奏者のサイモ

ン・コスグローヴさんらをお招きし、ピアノ、サックス、ベース、ドラムのジャズバンドによる

ふれあいコンサートも開催いたしますので、大勢の皆様のご来場をお待ちしております。 

 続きまして、今年で４９回目を迎える夏の風物詩「町民まつり坂城どんどん」を８月１日土曜

日に横町、立町通りを中心に開催することに決定いたしました。 

 今年は、開会セレモニーをこれまでの午後２時から午後４時に変更するとともに、日中、横町

通りで行われていた子ども広場を空調の効いた中心市街地コミュニティセンターに場所を移すな

ど、暑さ対策を考慮して実施する計画としております。 

 また、メインステージでは、さかきハッピーブラスの演奏を中心に町内のサークル等の皆さん

に発表いただくほか、恒例のビアガーデン、踊り流しなども計画されており、大人も子どもも楽

しめる催しとなるよう準備を進めてまいります。 

 続きまして、８月１５日には文化センターにおきまして、成人式から数えて７１回目となる

「二十歳のつどい」を開催いたします。 

 現在、実行委員会の皆さんを中心に準備が進められておりますが、議員の皆様にも式典のご案

内申し上げますので、ぜひご出席いただき、二十歳という人生の節目を迎えられた皆様方を祝福

していただきたいと存じます。 

 さて、８月９日は長野県知事選挙が予定されております。 

 当日の投票は朝７時から夜７時までですが、７月２４日金曜日から投票日前日までの間は、土

日も含め朝８時半から夜８時まで、役場１階で期日前投票をいただけます。町民の皆様には大切

な権利を棄権することなく投票いただきますようお願いいたします。 

 最後に、町特命大使であり、重要無形文化財総合指定保持者であります能楽師の松木千俊先生

が、本日と明日の２日間、フランス・パリ国際大学都市日本館庭園において開催される「Ｊａｐ

ａｎ Ｖｉｌｌａｇｅ ｉｎ Ｐａｒｉｓ パリ能楽公演」に出演されます。 

 異国の地フランスにおいて、日本の幽玄の世界観や洗練された所作といった文化の真価が言葉

や文化の壁を超えて広く深く伝わり、パリでの公演がすばらしい成功を収めますことを心よりお
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祈り申し上げます。 

 さて、気象庁の長期予報によりますと、今年の夏も厳しい暑さになることが予想されておりま

す。町民の皆様におかれましては、こまめな水分補給や適切な冷房の使用など、屋外だけでなく

屋内におきましても、熱中症対策を講じていただきますようお願いいたします。 

 議員各位におかれましても、健康に十分ご留意いただき、ますますご活躍されますことを祈念

申し上げまして、閉会の挨拶とさせていただきます。 

議長（中嶋君）  これにて、令和８年第２回坂城町議会定例会を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

（閉会 午前１０時５１分） 



- 109 - 

 

 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

 

 

    坂城町議会議長  中 嶋   登 

 

 

坂城町議会議員  祢 津 明 子 

 

 

坂城町議会議員  朝 倉 国 勝 

 

 

坂城町議会議員  滝 沢 幸 映 

 



- 110 - 



 



 



- 1 - 

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

 

発言順位 要    旨 通告者 答弁を求める者 

１ 

１．福祉政策について 

 イ．障がい児・障がい者の移行期支援につい 

   て 

 ロ．医療的ケア児と家族支援について 

２．学校給食費について 

 イ．無償化の考え方について 

 ロ．支援のあり方について 

１０番 

祢 津 明 子 

町 長 

教 育 長 

福祉健康課長 

２ 
１．空き家対策について 

 イ．空き家の実態について 

７ 番 

星  哲 夫 

町 長 

住民環境課長 

３ 

１．農業振興について 

 イ.新規就農者支援について 

 ロ.スマート農業について 

 ハ．持続可能な農業と地域特性を踏まえた支 

   援について 

３ 番 

塚 田  舞 

町 長 

商工農林課長 

４ 

１．小中学校の英語教育について 

 イ．ＩＣＴ活用による「学校向けオンライン 

   マンツーマン英会話」について 

２．大規模地震災害について 

 イ．大規模地震災害における現状認識と対策 

   について 

６ 番 

中 村 忠 靖 

町 長 

教 育 長 

住民環境課長 

５ 

１．学校給食について 

 イ．食物アレルギーについて 

 ロ．給食材料費について 

２．地域クラブについて 

 イ．千曲坂城クラブについて 

 ロ．安全管理について 

４ 番 

水 出 康 成 

町 長 

教 育 長 

教育文化課長 

６ 

１．熱中症への対応について 

 イ．町民への対応について 

 ロ．小中学校について 

２．新複合施設について 

 イ．これまでの経過について 

 ロ．今後のスケジュールについて 

５ 番 

宮 入 健 誠 

町 長 

教 育 長 

企画政策課長 

住民環境課長 

教育文化課長 

保健センター所長 

７ 

１．教材の備品化に向けて 

 イ．保護者負担の内容は 

 ロ．教材の備品化は 

２．千曲坂城クラブの今後は 

 イ．現状は 

 ロ．保護者負担は 

 ハ．クラブ運営上の課題は 

３．坂城駅舎の利活用は 

 イ．駅舎の有効活用は 

４．イラン情勢による経営悪化対応の支援を 

 イ．事業所支援を 

１３番 

大 森 茂 彦 

町 長 

教 育 長 

商工農林課長 

教育文化課長 
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発言順位 要    旨 通告者 答弁を求める者 

８ 

１．リサイクルによるごみ減量化 

 イ．可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみについて 

 ロ．不法投棄の状況について 

 ハ．千曲川クリーンキャンペーンについて 

 ニ．ごみ減量化について 

 ホ．プラスチック製品の収集方法について 

２．交通反則通告制度について 

 イ．内容について 

２ 番 

大日向進也 

町 長 

教 育 長 

住民環境課長 

教育文化課長 

９ 

１．手話言語条例について 

 イ．条例制定について 

 ロ．今年度の取り組みについて 

９ 番 

山 城 峻 一 
町 長 
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非核三原則を堅持することを求める意見書 

 

わが国は、「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」という非核三原則を国是として掲げ、

核軍縮および核廃絶を世界に向けて訴え続けてきた。 

また、日本原水爆被害者団体協議会の活動がノーベル平和賞を受賞したことは、核兵器廃絶に

向けた国際的な機運を高めるものであり、唯一の戦争被爆国として、官民が一体となって国際平

和を主導する役割を果たすことが期待されている。 

昨今の国際情勢を鑑みると、核兵器を保有する諸国やミサイル開発を続ける周辺国の動向など、

我が国を取り巻く安全保障環境は依然として厳しい状況にある。 

しかしながら、広島・長崎のような悲惨な歴史を二度と繰り返さないためにも、核兵器のない

世界の実現という崇高な目標に向けた努力を放棄してはならない。 

当町は、「非核平和の町」を宣言し、恒久平和の実現に向けて取り組んできた。国においては、

こうした国民の平和への切実な願いを重く受け止め、以下の事項について強く要望する。 

 

記 

 

１ 「非核三原則」を堅持し、国際社会において、核軍縮および核兵器廃絶に向けた現実的かつ

実践的な取り組みを粘り強く主導すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和 ８年 ６月  日 

 

衆議院議長 森   英 介 殿 

参議院議長 関 口 昌 一 殿 

内閣総理大臣 高 市 早 苗 殿 

外 務 大 臣 茂 木 敏 充 殿 

防 衛 大 臣 小 泉 進次郎 殿 

 

 

                   長野県埴科郡 

坂城町議会議長  中 嶋   登 

 



 



 



 




